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令和２年３月１０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

平成２５年（ワ）第１１８７号，同第１８７９号，平成２６年（ワ）第４５２号，同

第１７０６号，同第１７６３号，同第２６２９号，平成２７年（ワ）第１８２７号，

平成２８年（ワ）第９３５号，同第２５６１号，平成２９年（ワ）第１３９７号 各

損害賠償請求事件 5 

口頭弁論終結日 令和元年９月１０日 

判 決 

 

主 文 

１ 被告らは，別紙認容額等一覧表の「認容／棄却の別」欄に一部認容との記載が10 

ある各原告に対し，連帯して，同一覧表の「認容額」欄記載の各金員及びこれに

対する平成２３年３月１１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。 

２ 別紙認容額等一覧表の「認容／棄却の別」欄に一部認容との記載がある原告ら

のその余の請求及び同欄に棄却との記載がある原告らの請求をいずれも棄却す15 

る。 

３ 訴訟費用は，各原告と被告らとの間にそれぞれ生じた費用のうち，各原告に対

応する別紙認容額等一覧表の「訴訟費用の原告ら負担割合」欄記載の各割合を当

該各原告の負担とし，その余を被告らの負担とする。 

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。 20 

  ただし，被告らが，それぞれ，別紙認容額等一覧表の「担保額」欄に金額の記

載がある各原告に対し，同欄記載の各金員の担保を供するときは，当該担保を供

した被告は，当該原告との関係において，その仮執行を免れることができる。 

事 実 及 び 理 由 
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第１章 請求 

被告らは，別紙認容額等一覧表の「原告番号」欄記載の各原告に対し，連帯して，

各原告に係る同表の「請求額」欄記載の各金員及びこれに対する平成２３年３月１20 

１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２章 事案の概要等 

  以下，略語又は説明の必要な用語を使用する場合の各略語又は各用語の意味は，

別紙略語・用語一覧表記載のとおりである。ただし，初出の場合等，理解のため併

せて正式名称を用いる場合がある。 25 



7 

 

第１節 事案の概要 

  本件は，原告らが，平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震（本

件地震）及びこれに伴う津波（本件津波）の影響で，被告東京電力ホールディング

ス株式会社（被告東電）が設置し運営していた福島第一原子力発電所（本件原発）

１～４号機において放射性物質が放出される事故（本件事故）が発生したことによ5 

り，本件事故当時の居住地（本件事故後出生した者については，その親の居住地。

以下同じ。）から避難することを余儀なくされ，財産的損害及び精神的損害を被っ

たなどと主張して，被告東電に対しては民法７０９条又は原賠法３条１項に基づき，

被告国に対しては国家賠償法１条１項に基づき，それぞれ損害賠償を求める事案で

ある。 10 

なお，原告番号２２－２は訴訟係属中に死亡したため，原告番号２２－１が訴訟

手続を承継し，原告番号７２－２は訴訟係属中に死亡したため，原告番号７２－１，

原告番号７２－３，原告番号７２－４が訴訟手続を承継し，原告番号７４－１は訴

訟係属中に死亡したため，原告番号７４－２が訴訟手続を承継した。 

  また，原告番号４９－１～３，６３－１～３，６４－１，６５－１～５について15 

は，訴えの取下げにより終了した。 

第２節 前提事実等 

  以下の事実は，当事者間に争いがないか，後掲各証拠及び弁論の全趣旨によって

容易に認められる事実である（なお，複数頁にわたる書証又は速記録のうち認定に

用いた主な箇所の頁数を〔 〕内に摘示した。以下同じ。）。 20 

第１ 関係法令の定め 

１ 電気事業法 

⑴ 電気事業法は，電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによって，

電気の使用者の利益を保護し，及び電気事業の健全な発達を図るとともに，電

気工作物の工事，維持及び運用を規制することによって，公共の安全を確保し，25 

及び環境の保全を図ることを目的とする法律である（１条）。 
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⑵ 本件事故当時の電気事業法は，事業用電気工作物を設置する者は事業用電気

工作物を経済産業省令で定める技術基準に適合するように維持しなければな

らないと定め（３９条１項），これを受けて経済産業省は，発電用原子力設備に

関する技術基準を定める省令（省令６２号）を定めていた。そして，経済産業

大臣は，事業用電気工作物が上記技術基準に適合していないと認めるときは，5 

事業用電気工作物を設置する者に対し，その技術基準に適合するように事業用

電気工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，若しくはその使用を一時停止

すべきことを命じ，又はその使用を制限することができるものとしていた（技

術基準適合命令。４０条）。 

２ 省令６２号 10 

本件事故当時の省令６２号は，原子炉施設及びその附属施設等が想定される

自然現象（地すべり，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，基礎地盤の不同沈下等

をいう。ただし，地震を除く。）により原子炉の安全性を損なうおそれがある場

合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならないと

定めていた（４条１項）。 15 

また，省令６２号は，非常用電源設備及びその附属設備は，多重性又は多様性，

及び独立性を有し，その系統を構成する機械器具の単一故障が発生した場合で

あっても，運転時の異常な過渡変化時又は一次冷却材喪失等の事故時において

工学的安全施設等の設備がその機能を確保するために十分な容量を有するもの

でなければならないと定めている（３３条４項）。 20 

３ 原賠法 

⑴ 原賠法は，原子炉の運転等により原子力損害が生じた場合における損害賠償

に関する基本的制度を定め，もって被害者の保護を図り，及び原子力事業の健

全な発達に資することを目的とする法律である（１条）。 

⑵ 原賠法は，「原子力損害」とは核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核25 

燃料物質等の放射線の作用若しくは毒性的作用（これらを摂取し，又は吸入す
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ることにより人体に中毒及びその続発症を及ぼすものをいう。）により生じた

損害をいうと定義した上（２条２項本文），原子炉の運転等の際，当該原子炉の

運転等により原子力損害を与えたときは，当該原子炉の運転等に係る原子力事

業者がその損害を賠償する責任を負うものとして（３条１項本文），原子力事

業者に無過失責任を負わせている。また，原子力損害については，原賠法３条5 

の規定により損害賠償責任を負う原子力事業者以外の者は損害賠償責任を負

わないものとして（４条１項），責任を当該原子力事業者に集中させている。 

第２ 当事者 

１ 原告ら（本件事故後に出生した者を除く。）は，本件事故により，福島県内（た

だし原告番号８１－１～３は栃木県内）の各居住地から，札幌市等に避難したか，10 

あるいは同居していた家族が上記各居住地から上記同様に避難した者らである。

（弁論の全趣旨） 

２ 被告東電（本件事故当時の商号は東京電力株式会社）は，本件原発の各原子炉

の設置許可を受けた株式会社であり，原賠法２条３項所定の原子力事業者である。

（弁論の全趣旨） 15 

第３ 本件原発の概要 

１ 概要 

本件原発は福島県太平洋岸のほぼ中央である双葉郡大熊町及び同郡双葉町の

境に位置しており，その敷地の東側は太平洋に面している。（甲Ａ１の１〔本文編

９〕，乙４の１〔１〕） 20 

２ 配置等 

  本件事故当時，本件原発には１号機から６号機まで合計６基の沸騰水型原子炉

（ＢＷＲ）が稼働しており，１～４号機は福島県双葉郡大熊町に，５号機及び６

号機は同郡双葉町に設置されていた。各原子炉は，原子炉建屋（Ｒ／Ｂ），タービ

ン建屋（Ｔ／Ｂ），コントロール建屋（Ｃ／Ｂ），サービス建屋（Ｓ／Ｂ），放射性25 

廃棄物処理建屋等から構成されていた。（甲Ａ１の１〔本文編９〕，乙４の１〔１〕） 
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３ 敷地高さ等 

１～４号機の各原子炉格納容器を格納する原子炉建屋及びタービン建屋の敷

地高さは，Ｏ．Ｐ．（小名浜港工事基準面）＋１０ｍであった。各号機の取水のた

めの海水ポンプが設置されている海側部分の敷地高さは，いずれもＯ．Ｐ．＋４

ｍであった。本件原発敷地の東側の海岸には，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの防潮堤が同敷5 

地を取り囲むように設置されていた。（甲Ａ１の１〔本文編１９〕，乙４の１〔１

０５，１０７〕） 

第４ 本件事故に至る経緯 

１ 地震の発生，津波の到達 

平成２３年３月１１日午後２時４６分，牡鹿半島の東南東約１３０㎞を震源と10 

するＭ９．０（Ｍｔ（津波マグニチュード）９．１）の地震（本件地震）が発生

した。本件地震の震源域は，岩手県沖から茨城県沖に及ぶ，長さ約５００㎞，幅

約２００㎞の地域であり，本件地震は複数の震源域が連動して発生したものであ

った。（乙４の１〔６〕） 

平成２３年３月１１日午後３時２７分頃，本件地震による津波の第１波が，午15 

後３時３５分頃に第２波が，それぞれ本件原発に到達し，その後も断続的に津波

が到達した（本件津波）。本件津波により，本件原発１～４号機海側エリア及び主

要建屋設置エリアはほぼ全域が浸水した。１～４号機主要建屋設置エリアの浸水

高はＯ．Ｐ．＋約１１．５～１５．５ｍ（浸水深約１．５～５．５ｍ）であった。

（甲Ａ１の１〔本文編１９〕，乙４の１〔８，９，１０，８４〕） 20 

２ １号機の状況 

  １号機の原子炉は，本件地震発生時，運転中であったが，本件地震のため，自

動的に緊急停止した。１号機は，本件地震によって発電所側受電用遮断器等が損

傷したため，平成２３年３月１１日午後２時４７分，外部電源を喪失した。その

後，非常用ディーゼル発電機が起動したものの，タービン建屋（Ｔ／Ｂ）地下１25 

階に設置されていた２系統の非常用ディーゼル発電機は，本件津波により被水し
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て機能を喪失し，同日午後３時３７分，全交流電源を喪失した。前後して，直流

電源も喪失し，全電源喪失に至った。このため，非常用冷却設備である非常用復

水器（ＩＣ），高圧注水系（ＨＰＣＩ）のいずれも機能を喪失し，炉心の冷却が不

可能になった。その結果，１号機の原子炉水位が低下して炉心損傷を生じ，更に

炉心溶融に至った。 5 

  平成２３年３月１２日午後２時３０分頃には，格納容器圧力の異常上昇を防止

し格納容器を保護するため，放射性物質を含む格納容器内の気体を一部外部環境

に放出し，圧力を降下させる措置（ベント）が実施され，１号機から大気中に放

射性物質が放出された。さらに，同日午後３時３６分頃，１号機原子炉建屋内で

水素爆発が起きたため，建屋が激しく損壊し，放射性物質が大量に放出されるに10 

至った。 

（以上につき，甲Ａ１の１〔本文編１９～４３，７７～１６４〕，甲Ａ１４０の１

〔４－５４〕，乙Ａ４の１〔２，８４，８５，９３，１１８～１３５〕，弁論の全

趣旨） 

３ ２号機の状況 15 

  ２号機の原子炉は，本件地震発生時，運転中であったが，本件地震により自動

的に緊急停止した。２号機は，本件地震によって発電所側受電用遮断器等が損傷

したため，平成２３年３月１１日午後２時４７分，新福島変電所からの外部電源

を喪失した。その後，非常用ディーゼル発電機（タービン建屋地下１階，運用補

助共用施設１階に各１系統）が起動したものの，これも本件津波により被水する20 

などしたため，同日午後３時４１分，全交流電源を喪失した。前後して，直流電

源を喪失し，全電源喪失に至った。このため，非常用冷却設備である高圧注水系

（ＨＰＣＩ）及び原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）は機能を喪失し，炉心の冷却

が不可能になった。その結果，炉心損傷が発生，進行した。（甲Ａ１の１〔本文編

１９～４３，７７～２３５〕，甲Ａ１４０の１〔４－５４〕，乙Ａ４の１〔２，８25 

７，８８，９３，１５６～１６７〕，弁論の全趣旨） 
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４ ３号機の状況 

  ３号機の原子炉は，本件地震発生時，運転中であったが，本件地震により自動

的に緊急停止した。３号機は，本件地震により送電線の鉄塔が倒れるなどしたた

め，平成２３年３月１１日午後２時４７分，外部電源を喪失した。その後，ター

ビン建屋地下１階に設置されていた非常用ディーゼル発電機が起動したものの，5 

これも本件津波により被水するなどしたため，同日午後３時３８分，全交流電源

を喪失した。直流電源盤は被水を免れため，原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）で

原子炉を冷却していたが，その後自動停止し，高圧注水系（ＨＰＣＩ）が自動起

動した。しかしながら，同月１３日午前２時４２分に手動停止された高圧注水系

は直流電源の枯渇により再起動ができず，原子炉離隔時冷却系による原子炉注水10 

もできなかったことから，同日午前５時１０分には炉心の冷却が不可能になった。

その結果，３号機の原子炉水位が低下し，炉心損傷が開始し，更に炉心溶融が生

じた。同日午前８時から９時頃にかけて，ベントにより放射性物質が放出された。

同月１４日午前１１時０１分頃，３号機原子炉建屋で水素爆発が起きたため，建

屋が激しく損壊し，放射性物質が大量に放出されるに至った。（甲Ａ１の１〔本文15 

編１９～４３，７７～２１７〕，甲Ａ１４０の１〔４－５４〕，乙Ａ４の１〔２，

８９，９０，９３，１７８～１９０〕，弁論の全趣旨） 

５ ４号機の状況 

  ４号機は，本件地震発生時，定期検査のため運転停止中であり，全ての燃料は

原子炉建屋４，５階の使用済燃料プールに取り出されていた。４号機は，本件地20 

震により送電線の鉄塔が倒れるなどしたため，外部電源を喪失した。その後，運

用補助共用施設（共用プール）１階に設置されていた非常用ディーゼル発電機が

起動したものの，本件津波により電源盤が被水するなどしたため，平成２３年３

月１１日午後３時３８分，全交流電源を喪失した。このため，使用済燃料プール

の冷却が不可能となった。同月１５日午前６時１４分頃，４号機原子炉建屋で，25 

３号機からの水素の流入が原因と思われる水素爆発が起きて建屋が激しく損壊
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し，４号機原子炉建屋開口部を通じて，３号機由来の放射性物質が大気中に放出

された。（甲Ａ１の１〔本文編１９～４３，７７～２３５〕，甲Ａ１４０の１〔４

－５４〕，乙Ａ４の１〔２，９０，９１，９３，２０４，２０５，２６２〕，弁論

の全趣旨） 

第５ 本件事故前に得られていた主な知見 5 

 １ 津波評価技術 

   社団法人土木学会の原子力土木委員会津波評価部会は，平成１４年２月，「原

子力発電所の津波評価技術」（津波評価技術）を作成した。被告東電は，同年３

月，津波評価技術に従った数値シミュレーションを行った。これによれば，本件

原発における設計津波最高水位は，最大でＯ．Ｐ．＋５．７ｍであった。（甲Ａ１10 

の１〔本文編３８１〕，甲Ａ７，弁論の全趣旨） 

 ２ 長期評価 

⑴ 政府の推進本部地震調査委員会は，平成１４年７月３１日，「三陸沖から房

総沖にかけての地震活動の長期評価」（長期評価）を公表した。長期評価では，

本件原発のある福島県沖を含む三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域にお15 

いて，Ｍ８クラスのプレート間大地震が発生する確率は，今後３０年以内で２

０％程度，今後５０年以内で３０％程度であるとされていた。（甲Ａ６，弁論の

全趣旨） 

⑵ 被告東電は，平成２０年４月，長期評価の見解を踏まえてシミュレーション

を実施したところ，本件原発における最大津波高さは敷地南側でＯ．Ｐ．＋１20 

５．７０７ｍであるとの推計結果（平成２０年推計）を得た。（甲Ａ８５，弁論

の全趣旨） 
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第３節 争点 

第１ 被告国の責任 

１ 予見可能性の有無 

 ２ 結果回避可能性の有無 

 ３ 規制権限不行使の違法性 5 

 ４ 相互保証 

第２ 被告東電の責任 

第３ 損害 

第３章 当事者の主張 

第１節 責任論 10 

第１ 被告国の責任 

 １ 予見可能性の有無 

（原告らの主張） 

⑴ 長期評価について  

平成９年３月に農林水産省など４省庁が取りまとめた「太平洋沿岸部地震津15 

波防災計画手法調査報告書」（４省庁報告書）や，同月に国土庁など７省庁が取

りまとめた「地域防災計画における津波対策強化の手引き」（７省庁手引き）

は，将来起こり得る地震や津波につき，過去の例に縛られることなく想定する

基本的立場を前提に，既往最大津波と現在の知見に基づいて想定される最大地

震による津波を比較し，安全側の発想から，より大きい方を対象津波として設20 

定するという津波予測の手法を採用し，既往最大津波だけを対象津波としてい

たそれまでの津波想定手法からの脱却を図るものであった。 

そして，平成１４年７月に公表された長期評価は，地震防災対策特別措置法

に基づき，地震に関する専門的な調査研究を推進するための十分な組織を備え

た推進本部が，近代的観測に基づく地震・津波についての研究・分析及び歴史25 

記録に基づく歴史地震・津波についての知見を土台として，充実した議論を経
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て，公表したものである。 

⑵ 津波評価技術について 

津波評価技術の目的は，津波シミュレーションのための手法・技術の高度化

（誤差・バラツキの研究）にあり，波源モデルの設定に関しては，既往最大の

地震・津波（文献記録に残っている４００年間程度）を想定すれば足りるとの5 

旧来の考えに留まっていた。また，津波評価技術の作成過程においては，個別

の地域での地震発生可能性ということは議論されておらず，専門家による入念

な検討もされていなかった。さらに，土木学会は，民間の学会（しかも構成員

に電力業界が多い。）に留まり，原子力の安全規制については何ら法令上の根

拠を持たず，何らの権限も有しない。土木学会・津波評価部会は，電力会社か10 

ら委託を受けて検討結果をまとめたにすぎず，津波評価技術は，電子力事業者

の見解をオーソライズするという目的で作成された。 

 津波評価技術のこのような性格に照らすと，原子炉施設の津波に対する安全

性を確認するためには，津波評価技術の示す「既往最大」による波源モデルに

よる想定だけでは不十分であった。 15 

⑶ まとめ 

平成９年の４省庁報告書や７省庁手引きの策定，平成１１年の津波浸水予測

図の作成の知見に加えて，長期評価が策定されたことにより，敷地高さを超え

る津波の襲来を予見することができた。 

平成２０年推計が，平成１４年の長期評価，津波評価技術による津波推計の20 

方法から導かれるものである以上，平成１４年当時から同様の推計が可能であ

り，敷地高さを超える津波の襲来を予見することができた。 

（被告国の主張） 

⑴  長期評価について 

 長期評価には，理学的根拠を伴っているものから，理学的根拠が極めて薄弱25 

なものまで幅広い見解が含まれており，その信頼性については個別具体的な検
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討が必要である。原告ら主張部分の長期評価における見解は，これと異なる理

学的知見が多く示されていたほか（Ａ（丙Ａ１１），推進本部（丙Ａ１２），Ｂ

（丙Ａ８８），Ｂ・Ｃ（丙Ａ６１），Ｄ（丙Ａ５９）），その策定に関与した専門

家らも一様に理学的根拠に乏しいものであった旨の意見を述べていた（Ｅ（丙

Ａ７３），Ｆ（丙Ａ７４），Ｇ（丙Ａ７８），Ｈ（丙Ａ７９），Ｂ（丙Ａ８８），Ｉ5 

（丙Ａ８９），Ｃ（甲Ａ１０３））。また，推進本部地震調査委員会でも長期評価

の見解には異論や問題点の指摘が数多くされており（甲Ａ１０９），中央防災

会議（日本海溝・千島海溝報告書）においても長期評価の見解は採用されてお

らず（丙Ａ８，８の２），土木学会津波評価部会においても長期評価の見解は決

定論において取り込むべき知見と判断されなかった。原子力規制の分野におい10 

ても，長期評価の見解が最新の科学的，技術的知見を踏まえた合理的なものと

はされていない。推進本部としても，長期評価について，受け手側において，

その理学的知見の成熟性の程度を踏まえた上で規制や防災対策に取り込むか

否かを判断する材料としての情報を提供するとの考えを有していたにすぎな

い。 15 

⑵ 津波評価技術について 

津波評価技術は，４省庁報告書及び７省庁手引きが示した考え方を取り入れ，

最新の科学的，技術的知見を踏まえた合理的な予測によってリスクを示唆する

ための知見として策定された。津波評価技術における設計津波水位の評価手法

は，新規制基準でも用いられており，現在においても最新の知見として採用さ20 

れている。津波学・地震学の見地から，領域ごとに過去に津波を引き起こした

地震（過去４００年間）を基準にしつつ，最も影響が大きくなる条件で津波を

算出しており（パラメータステディ），合理性を有するものである。 

⑶ まとめ 

 したがって，平成１４年当時において，被告国が，本件事故に至る程度の津25 

波の発生を予見できたとはいえない。 
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 ２ 結果回避可能性の有無 

（原告らの主張） 

⑴ 本件事故を回避するため，被告東電は下記の措置を講じるべきであり，下記

の措置を講じていれば，本件事故は回避することができた。 

ア 非常用電源及び配電盤の浸水対策（敷地高さ２ｍを超える津波から，非常5 

用電源設備及びその附属設備となる配電盤を防護するための対策工事を行

う措置） 

 タービン建屋の出入口，大物搬入口の水密化対策として，強度強化扉の

２重扉の設置，タービン建屋の換気空調系ルーバーなどの外壁開口部の水

密化対策工事，タービン建屋の貫通部からの浸水防止対策工事 10 

 と重ねて，タービン建屋内に万が一に浸水が発生した場合に備えての，

非常用電源及び配電盤等の重要機器が設置されているタービン建屋内「機

械室」への浸水防止対策工事 

 浸入した水を排水するためのポンプの設置 

イ 防潮堤設置（１号機から４号機の原子炉・タービン建屋につき，その敷地15 

南側側面から東側全面を囲う１０ｍ（Ｏ．Ｐ．＋２０ｍ）の防潮堤（鉛直壁），

５，６号機の原子炉・タービン建屋を東側全面から北側側面を囲う防潮堤（鉛

直壁）を必要な強度で設置） 

ウ 非常用電源設備及びその附属設備の独立性，多重性，多様性の確保 

 ガスタービン発電機のＯ．Ｐ．＋３２ｍの高台への設置 20 

 タービン建屋内の高所又はＯ．Ｐ．＋３２ｍの高台に建屋を立てて，計

器類のための非常用電池，非常用電源設備やその配電盤を同所に設置・配

備する工事の実施 

エ 電源融通対策（隣接プラントからの電源融通を効率的に行うための設備工

事及びこれに関する具体的手順の整備） 25 

オ 直流電源確保（蓄電池の備蓄，バッテリーの大容量化） 
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カ 可搬式電源設備の配置（緊急車両の配備，可搬性の高いバッテリーの配備） 

キ 冷却機能確保 

 緊急時海水系のポンプを防水構造の建屋に設置する対策工事，緊急時海

水系ポンプへの浸水を防護するためのシュノーケル設置工事 

 淡水貯槽及び原子炉建屋までの配管の設置工事，空冷熱交換器の配備，5 

車輌搭載型可搬式注水ポンプ等の配備，可搬型大動力ポンプの確保及びそ

のための建屋外部接続口・建屋内注水配管の工事 

ク 消火系ポンプによる注水手段確保 

 余裕を持った消防車の事前配置，消化系ラインを用いた原子炉への代替

注水ラインの設置工事 10 

 使用済み燃料プールへの代替注水ライン設置工事 

ケ 格納容器の減圧機能確保 

全電源喪失によりベント弁を開操作することが不可能となった場合に備

えて，弁の操作に必要となるバッテリーや可搬式エアコンプレッサー等の機

材を備蓄すること及びその際のベント操作の具体的手順を整備すること 15 

⑵ 原子炉の設計に関し，万全の設計裕度を持つのは当然であるところ，工学的

に安全率を３以上に設定することは，原子力発電所の重要機器の設計枠内であ

るから，平成２０年推計を前提に，２ｍの浸水深をもたらす津波に対する水密

化，水密扉の設置をしていれば，５ｍの浸水深をもたらす津波に対しても防護

が可能であった。現実に，本件津波によって，主要建屋の外壁や柱等の構造躯20 

体には有意な損傷は確認されておらず，共用プール建屋の外壁等の構造躯体は，

本件事故前の基準による強度を保った上で出入口扉の水密化を実施したとし

ても，本件津波の波圧に耐え得た。そして，本件津波の波圧及び漂流物の衝突

力は，本件事故前の基準で設計された主要建屋の外壁等を破壊するほどのもの

ではなかったのであるから，その強度強化扉は，平成２０年推計と本件事故前25 

の知見に基づいて設計されていたとしても，本件津波の波圧に耐え得た。万が
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一タービン建屋建物内への浸水があったとしても，タービン建屋内部は相当な

防護ができているのであるから，浸水量は限定的になる。したがって，非常用

電源設備及びその附属設備を防護することは可能である。さらに，非常用電源

設備及びその附属設備の高所配置等の措置が講じられていれば，より確実に本

件津波による炉心融解を回避し得た。 5 

 また，１号機から４号機の原子炉・タービン建屋につき，敷地南側側面から

東側前面を囲う１０ｍ（Ｏ．Ｐ．＋２０ｍ）の防潮堤を設置していれば，本件

津波をせき止めて，本件原発のＯ．Ｐ．＋１０ｍ盤への浸水は，十分に防ぐこ

とが可能であった。 

（被告国の主張） 10 

⑴ 防潮堤設置以外の措置について 

ア 防潮堤設置以外の措置は導き出されないこと 

本件事故前の時点で，津波対策に関する適切なリスク評価と当時の知見に

応じた工学的判断がどのようなものであったかといえば，それは，安全寄り

に不確かさを考慮した決定論的手法である津波評価技術を前提として津波15 

想定を行い，当該想定津波が主要建屋設置エリアへ浸水することを防止する

措置を講じることによって，同エリアの重要機器が浸水により機能喪失する

ことを避ける対策を講じていたものであって（ドライサイトコンセプト），

本件事故前の時点における適切なリスク評価と当時の知見に応じた工学的

判断として，防潮堤に付加した水密化等の要求が導き出される状況にはなか20 

った。 

イ 水密化 

完全な水密化を達成することは困難であり，実現はできない。防潮堤を前

提としないで１号機タービン建屋の水密化をした場合，水密扉が敷地東側か

らの本件津波の波力に耐えられなかった可能性がある。２号機タービン建屋25 

についても，電源盤が地下１階に設置されていたため，波力の影響を強く受
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け，地下空間の津波の挙動も解析できないことから，本件津波の波力に耐え

られる水密扉を設置することは困難であった。３，４号機タービン建屋では

一部水密化がされていたが，水密化は結果回避に役立っていなかった。 

ウ 高所配置 

非常用電源設備等を高台に設置したとしても，津波やそれに先立つ地震に5 

よってケーブル等の設備が破損して機能を喪失したり，地震動で敷地が破損

し，電源車が移動できなかったりするなどの事態が生じ得るため，電源の供

給が維持できたとは必ずしもいえない。また，非常用ディーゼル発電機その

ものが地震により破損する危険性もある。さらに，電源の供給を再開するに

はケーブルの敷設を再度行う必要があるが，敷設経路を確保する作業も必要10 

になり，時間がかかる。 

⑵ 防潮堤の設置について 

本件地震が惹起した本件津波と，平成２０年推計で得られた想定津波とでは

規模や流入方向が全く異なる。すなわち，平成２０年推計によれば，主要建屋

の敷地高さを超えて津波が流入してくるのは南側からのみになる。他方で，本15 

件津波は北側，東側，南側の全ての方位から津波が襲来しており，しかも東側

からも敷地高さを超えて津波が流入しているのであって，浸水深や津波の継続

時間も平成２０年推計とは異なっている。そのため，平成２０年推計に基づき

敷地南北のみに防潮堤を設置しても，東側からの津波の流入を防ぐことはでき

ず，１～４号機の主要建屋付近の浸水深は，本件事故時の現実の浸水深と比べ，20 

ほとんど変化がないことが明らかになっている。 

また，被告国が被告東電から平成２０年推計の報告を受けたのは，本件地震

の４日前であり，４日間で対策を行うことは不可能である。仮に，被告東電が

平成２０年推計を行った時期を起点としても，被告東電による結果回避措置を

完了するまでに優に５年を超える期間を要したといえる。 25 

⑶ したがって，原告らが主張する措置を講じていたとしても，本件事故が回避
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できたとはいえない。 

３ 規制権限不行使の違法性 

（原告らの主張） 

⑴ 規制権限 

 電気事業法４０条は，事業用電気工作物が省令で定める技術基準に適合して5 

いないと認めるときは，技術基準適合命令を発することができる旨を定めてい

る。そして，本件原発は，省令６２号４条１項，３３条４項に違反するもので

あり，また，改正後の省令６２号５条の２に相当する条項を前提とすれば，経

済産業大臣が，被告東電に対し，技術基準適合命令を発することが可能であっ

た。 10 

 仮に省令６２号３３条４項が内部事象に関する規定であって自然現象等の

外部事象等との関係では適用されないものであったとすれば，長期評価に基づ

く地震・津波予見を踏まえて，非常用電源設備等について，多重性又は多様性

及び独立性を要求するように同条項を改正すべきであった。 

 長期評価によって原子炉施設敷地高さを超える津波による浸水が予見可能15 

となった以上，敷地への浸水によって非常用電源設備等の機能喪失による重大

事故発生の可能性が無視できないものとなったのであるから，非常用電源設備

等及び海水による原子炉施設を冷却する設備等が機能喪失した場合において

も直ちにその機能を復旧できるよう，その機能を代替する設備の確保等の措置

を求めるように，平成２３年改正によって新設された５条の２第２項に相当す20 

る規定を設けるべく，平成１４年までに，遅くとも平成１８年までには，省令

６２号を改正する必要があった。 

⑵ 被告国の責任 

 被告国（経済産業大臣）が，平成１４年までに，遅くとも平成１８年までに，

被告東電に対し，技術基準適合命令を発して，前記２⑴の結果回避措置を講じ25 

るよう命じていれば，本件事故を回避することが可能であった。しかるに，被
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告国は，これを怠ったため，本件事故の発生を回避することができなかったの

であるから，被告国の規制権限不行使は著しく合理性を欠くものであって違法

である。 

（被告国の主張） 

 本件事故前においては，実用発電用原子炉施設に関する安全規制は段階的な5 

安全規制の考え方を前提としており，原子炉設置許可処分においては基本設計

ないし基本的設計方針の安全性に関わる事項の妥当性が審査される一方で，電

気事業法３９条が定める技術基準適合性については，工事計画の認可を経て設

備工事等が終了し，使用前検査を経て現実に使用が開始された実用発電用原子

炉施設に係る事業用電気工作物自体の機能，性能等が省令６２号の定める技術10 

基準に適合するかどうかが判断されていた。そして，本件事故当時，電気事業

法４０条に基づき経済産業大臣が発する技術基準適合命令は，事業用電気工作

物が技術基準に適合しない状態を是正するためのものであり，基本設計ないし

基本的設計方針の安全性に関わる事項について，省令６２号の改正や，電気事

業法４０条に基づく技術基準適合命令により規制することはできなかった。 15 

 また，省令６２号は，原子炉施設の安全確保対策の体系にのっとって規定さ

れたものであり，同体系においては外部事象と内部事象とは区別されているか

ら，省令６２号３３条は，外部事象に対する考慮を求めた規定ではない。 

 本件事故当時における安全確保対策の体系においては，地震及び津波という

自然現象（外部事象）に対する安全性は，安全設計審査や耐震設計審査におい20 

て考慮するものとされており，このような体系は裁判例においても合理性を有

するものと評価されていた。一方，本件事故に至るまで，本件地震及びそれに

伴う津波のような自然現象の発生が予見できたとはいえない。そうすると，経

済産業大臣が省令６２条を改正しなかったことが著しく合理性を欠くとはい

えない。 25 

 以上のとおり，経済産業大臣は，被告東電に対し，本件原発について電気事
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業法４０条に基づく技術基準適合命令を発することはできなかった。 

４ 相互保証  

（被告国の主張） 

 原告らの中には，中華人民共和国籍の者がいるところ（原告番号２４－２，

４５－２），国家賠償法６条により，これらの原告らが同法１条１項に基づく5 

損害賠償請求権を行使するためには，相互の保証があることを要する。 

（原告らの主張） 

 中華人民共和国には国家賠償法が存在し，同法によれば，重要な点において

要件が我が国の国家賠償法と異ならないから，日本と同国との間には相互の保

証があるというべきである。 10 

第２ 被告東電の責任 

（原告らの主張） 

被告東電は，本件事故による損害について，本件原発の原子炉を運転する原子

力事業者として原賠法３条１項本文に基づく原子力損害賠償責任を負うととも

に，民法７０９条に基づく損害賠償責任を負う。 15 

（被告東電の主張） 

被告東電が原賠法３条１項本文に基づく原子力損害賠償責任を負うことは争

わないが，本件事故による損害賠償については，原賠法が適用されるから，被告

東電が民法７０９条による損害賠償責任を負うものではない。 

第２節 損害論 20 

第１ 原告らの主張 

１ 財産的損害 

 ⑴ 主位的主張 

本件事故により，原告らはふるさと・コミュニティにおいて平穏に生活を継

続していく利益を侵害された。本件事故によって侵害された原告らの法的利益25 

は，原発事故前のふるさと・コミュニティにおいて平穏に継続していた生活の
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全体に及ぶものであるから，原告らが受けた被害の実態及び権利侵害の状態を

損害としてありのまま包括的に把握すべきである。 

本件における財産的損害を算定するに当たっては，可能な限り個別的事情を

捨象し，多くの被害者らに共通して生じた事情や典型的な損害を最低限考慮し

た上で，被害者と同等の地位に置かれた標準人を基準として，平均値，統計値5 

を用いて算定する抽象的損害計算の手法を基本とすべきである。また，抽象的

な損害算定においては，事故前のふるさと・コミュニティにおけるのと同等の

レベルの生活を避難先あるいは従前の居住地で回復するための費用が規範的

に算定されなければならない。 

以上により，原告らに生じた財産的損害の実態を総合すると，その損害額は，10 

原告一人当たり少なくとも５００万円を下らない。 

  ⑵ 予備的主張  

   ア 予備的主張について（総論） 

原告らのうち代表的な世帯に生じた具体的な事実を個別に主張立証し，か

かる事実を可能な限り反映させた損害計算方法により各グループに属する15 

全世帯について損害認定を行うべきである。世帯主年齢，子供の有無，分離

避難の有無によって全世帯をグループ分けし，その代表世帯の損害額を主張，

立証し，それをもって，当該世帯グループに属する全世帯について，損害額

を主張及び立証する。その対応関係は，別紙代表世帯一覧表のとおりである。 

原告らに対しては，本件事故がなければ原告らが本件事故当時の生活地域20 

において送っていたのと同等の状態を保障するに足りる賠償がされるべき

であり，物の滅失に関する損害については交換価値ではなく代替物の取得費

用により算定すべきであり，代表世帯における具体的事実を損害算定方法に

反映させつつも，具体的な算定基準をある程度定式化した上で，同一グルー

プ内の他の世帯についても代表世帯と同程度の損害が生じたものとして損25 

害額を認めるべきである。この意味において，抽象的・規範的な損害計算に
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よる損害算定がされるべきである。 

そして，原告らは，生活の見通しが困難で，被告らに対する損害賠償請求

の帰結も不透明なため，自制した経済生活を送らざるを得ないことによって，

原状回復のために本来必要な支出が制限されているのであり，これによる支

出の減少分を損害として認めないとすれば，損害の衡平な分担という不法行5 

為法の基本理念に反する。したがって，避難という損害を発生させる原因事

実が立証されている以上，予備的主張によっては捕捉しきれない損害や支出

が制限された分については，民事訴訟法２４８条に基づいて裁判所が裁量に

よって損害額を認定するか，慰謝料の補完的調整的機能の観点からこれを慰

謝料の算定において斟酌すべきである。 10 

   イ 損害類型及び損害項目について 

本件事故後の実情を踏まえ，便宜上，本件事故によって原告らに生じた財

産的損害を３つの類型とその他の損害に整理した上で，各類型に応じて，損

害項目を挙げた上で，それぞれの算定基準について述べる。 

     財産的損害の類型 15 

ａ 放射線物質による恐怖や不安から逃れるために生じる損害 

  避難交通費 

   原告らの避難経路を個別に主張し，その移動手段の別により，被告

東電が避難指示区域内の住民に対して提示している「標準交通費一覧

表」の額を基に算定する。 20 

例えば，福島県・北海道間を移動した場合，自家用車を利用した場

合には１台当たり６万３０００円，それ以外の交通機関を利用した場

合には一人当たり４万１０００円となる。 

⒝ 宿泊費及び宿泊に伴う食費（以下，損害項目として「宿泊費」とい 

う。） 25 

原告らが避難の過程において実際に宿泊を余儀なくされた有償宿
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泊日数及び宿泊に伴う食費が賠償されるべきである。 

その算定においては，国家公務員等の旅費に関する法律によるのが

相当である。同法別表第一で北海道が属する乙地方の下から２番目の

職階（６級以下３級以上の職務にある者）によるとしても，宿泊費は

一夜につき９８００円，食卓料は２２００円である。そこで，一人当5 

たり１泊１万２０００円に有償宿泊数を乗じて算出すべきである。 

      ⒞ 転居費用（退去費用，処分費用，引越費用及び初期費用）（以下，損 

害項目として「転居費用」という。） 

   原告らは，北海道へ避難するに当たり，避難元の住居を退去したり，

避難先の住居へ転居したりすることに伴い費用を要した。原告らが退10 

去又は転居に伴い，退去費用，家財道具処分費用及び引越費用を実際

に負担した場合は，各単価を以下のとおりとして算定する。 

① 退去費用 

賃貸か持家かを問わず，原告らが支払った原状回復費用の平均額

は，約８万円であるから，８万円が従前の住居の退去費用である。 15 

② 家財道具等の輸送費用 

宿泊費同様に国家公務員等の旅費に関する法律別表に基づき，２

４万８０００円となる。 

③ 家財道具等の処分費用 

リサイクル４品目（エアコン，テレビ，冷蔵庫，洗濯機）につい20 

ては，リサイクル法によりリサイクル料金の負担が必要となる。リ

サイクル料金は，エアコン３台，テレビ・冷蔵庫・洗濯機各１台分

を前提とすると合計１万４９１０円となる。 

④ 避難先での住居確保費用 

敷金，礼金等の初期費用を負担した場合，実際の支出額を損害と25 

して主張する。 
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ｂ 避難先又は避難元において，従前のふるさと・コミュニティにおける

のと同等の経済生活を維持するために生じる損害 

       家財道具の購入費用（以下，損害項目として「家財道具費用」とい

う。） 

原告らが本件事故当時に保有していた家財道具については全て滅5 

失したものと解すべきである。そして，損害保険料算出機構「地震保

険研究１３ 家財の地震被害予測手法に関する研究（その１）家財の

所有・設置状況に関する調査」に従った分類を前提に，原告らが保有

していた家財道具の個数に同研究において単価が定められているも

のはその単価を，単価が定められていないものは原告らの申告による10 

購入額を乗じて損害額を算出した。 

⒝ 食費の増加（以下，損害項目として「食費」という。） 

  原告世帯ごとに，本件事故により食費が増加した場合には，一人当

たり月額５０００円増加したとして，これに避難期間（月数）を乗じ

て算出する。 15 

      ⒞ 住居費（家賃）の増加（以下，損害項目として「住居費」という。） 

原告世帯ごとに本件事故による避難に伴い住居費（家賃，駐車場代

及び共益費）が増加したか否かを具体的に主張し，増加した場合にそ

の差額を損害として主張する。 

⒟ 北海道特有の気候に対応するための費用（以下，損害項目として「気   20 

候対応費用」という。） 

北海道への避難に伴い，スタッドレスタイヤを購入した場合，スタ

ッドレスタイヤは新品タイヤ１本２万円と算定すべきものである。４

本購入すると８万円となる。そこで，北海道への避難に伴いスタッド

レスタイヤを購入した場合には，１セット当たり８万円に購入したセ25 

ット数を乗じて算出する。 
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寒冷地の北海道への避難により冬期間における生活費負担額が増

えた場合には，居住地別生活保護費冬季加算額の差額が根拠となる。

世帯人数に応じて支給される冬季加算額を，避難期間中の１１月から

３月までの月数を乗じて算出する。 

       就労不能損害 5 

 原告ごとに本件事故の前年である平成２２年の収入額と平成２３

年以降の収入額との差額を個別に主張する。 

⒡ 新たな就職に関連する費用（以下，損害項目として「転職費用」と  

いう。） 

原告らが避難に伴い就職活動を行った場合には，一人当たり３万７10 

１６７円とし，世帯ごとに原告数を乗じて算出する。 

算定に当たっては，株式会社ディスコによる「就職活動モニター調

査結果（２０１２年１０月発行）」を参照する。これによると，北海道

における就職活動費用として，資料費１万２１４１円，備品代７６９

２円，優良講座受講費１４１２円，その他諸経費５９２２円が計上さ15 

れている。また，１０回程度の面接回数を要するとすると１回の面接

で１０００円の交通費がかかるとして，１万円を要する。 

以上によれば，原告らが避難に伴い就職活動を行った場合には，一

人当たり３万７１６７円となる。 

⒢ 分離世帯等の二重生活による生活費用の増加（以下，損害項目とし  20 

て「二重生活費用」という。） 

家族が避難元と避難先とに離散して生活している分離世帯につい

て，二重生活によって生活費用が増加した場合には，世帯当たりの増

加額に分離期間を乗じて算出する。 

算定においては，平成２３年総務省統計（全国・地方・年階級別１25 

世帯当たり１か月間の支出（単身世帯）の全国平均による。）を参考と
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し，世帯当たりの増加額を月額６万円とする。 

ｃ 従前のふるさと・コミュニティにおける社会的関係や人間関係を維持 

するために生じる損害 

       通信費 

 避難に伴い通信費が増加した場合には，世帯当たりの増加額を月額5 

１万円として，避難期間（月数）を乗じて算出する。 

⒝ 一時帰宅，帰郷のための費用（以下，損害項目として「一時帰宅費  

用」という。） 

 原告らが実際に一時帰宅，帰郷した日及び経路を明らかにし，その

移動手段の別により被告東電の「標準交通費一覧表」の額を基に算定10 

する。 

      ⒞ 分離世帯等の面会費用（以下，損害項目として「面会費用」という。） 

 母子避難の世帯においては，最低限月に１回の頻度で北海道に避難

している家族に面会することが認められるべきである。避難先の家族

が年に４回一時帰宅することを考慮すれば，避難元滞在者の面会は年15 

間８回となる。 

原告らが実際に面会した日及び経路を明らかにし，その移動手段の

別により被告東電の「標準交通費一覧表」の額を基に算定する。 

     ｄ その他 

 検査費用 20 

  原告らが本件事故により内部被ばく検査又は甲状腺検査を受診し

た場合，内部被ばく検査については１回につき１万円，甲状腺検査に

ついては１回につき８０００円として，これに受診した回数を乗じて

実際の支出額を算出する。 

⒝ その他 25 

原告らが避難に伴い支出せざるを得なかった費用のうち，上記分類
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に当てはまらない費用について，原告世帯ごとに個別に主張する。 

      代表世帯の損害（平成２９年３月３１日までに生じた損害。ただし，

就労不能損害については，平成２７年１２月末日までに生じた損害）に

ついては，別紙代表世帯の損害額のとおりである。 

       各代表世帯は，上記別紙の合計額から明らかなとおり，一人当たり５5 

００万円を下らない財産的損害が生じている。 

２ 精神的損害 

本件事故によって侵害された原告らの生活継続利益のうち，原告らの生活基盤

を前提として展開される人格的利益に係る部分については，精神的損害として賠

償額の算定がされなければならない。かかる人格的利益には，原告らが属するふ10 

るさと・コミュニティにおける自己実現に向けた自己決定権が含まれるものの，

原告らが主張する生活継続利益は，生命・身体に接続する平穏生活権を含む包括

的な生活利益であり，かかる自己決定権のみに限定ないし収れんされるものでは

ない。また，原告らに生じた精神的損害には，放射能に対する不安や恐怖に基づ

く精神的苦痛，避難行動及び避難先での生活において生じた精神的苦痛が含まれ15 

るものの，これらに限られるものではなく，各精神的苦痛は相互に密接に関連す

るものである。 

慰謝料額の算定に当たっては，被告東電及び被告国に重大な過失があること，

原告らには本件事故を回避する余地がなく落ち度もないこと，本件事故による被

害が長期に及ぶこと，被告東電及び被告国の対応が不誠実であったこと，本件事20 

故により原告らに生じた損害は生活基盤を奪う深刻なものであり人格的利益に

対する侵害が重大であること等も考慮されるべきである。加えて，原告らの主張

する主位的主張及び予備的主張のいずれによるとしても，本件事故による被害は

原告らの生活全般に及ぶ広範なものであり，生活基盤そのものを破壊するもので

あることから，原告らに生じた財産的損害を網羅することは困難である。したが25 

って，主位的主張と予備的主張のいずれを採用するとしても，そのような算定方
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法によって捕捉することが困難な部分や客観的な金額算定が困難な部分につい

ては，慰謝料額において調整，補完することが必須である。 

原告らの被った精神的苦痛に対する慰謝料は，仮に被告東電からの既払金を控

除した上でも，なお少なくとも一人当たり１０００万円を下らない。 

３ 弁護士費用 5 

原告らは，損害の賠償を求めるに当たり弁護士に依頼して本件訴訟を提起する

ことを余儀なくされた。本件事故と相当因果関係にある弁護士費用は一人当たり

１５０万円である。 

 ４ 避難の相当性，相当因果関係 

⑴ 本件事故によって，原告らは，被ばくによる健康被害についての極めて強い10 

恐怖・不安を感じざるを得ない状況を作出され，その状況は今もなお変わらず

継続している。原告らは，このような恐怖・不安にさらされたがために従前の

生活を捨てて避難したり家族と離れ離れの生活をしたりすることを余儀なく

されたものである。原告らの被った多種多様な損害は，この被ばくによる健康

被害の恐怖・不安なくしては生じ得なかったのであるから，全ての原告につい15 

て本件事故と損害との間には，相当因果関係が認められる。 

⑵ 被告国による避難指示は，本件原発からの距離，あるいは自治体を単位とし

た形式的・機械的な切り分けによりされたものであって，放射線被ばくによる

健康被害のリスクを正確かつ適正に反映したものではない。避難指示等対象区

域外の地域であっても，高い線量が観測され，あるいは除染廃棄物が大量に貯20 

蔵されているなど，住民が放射線被ばくによる健康被害の恐怖・不安を感じざ

るを得ない地域は多く存在するから，避難指示等対象区域外の地域であっても，

原告らの被った損害について本件事故との相当因果関係が認められる。 

⑶ 原告らの生活圏における放射線量の数値，チェルノブイリ原発事故に関する

情報収集，原告らが接した専門家の知見等，原告らが体験した健康被害への恐25 

怖，除染廃棄物の蓄積，原告らに生じた健康被害，被告らによる情報の隠ぺい，
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発表情報の変遷等を踏まえれば，原告らが放射線被ばくによる健康被害の恐

怖・不安を感じることには合理性が認められるというべきであって，原告らの

避難の合理性，相当性が認められる。原告らは，このようにそれぞれが置かれ

た状況の中で可能な限り情報を集め，最大限の努力を尽くし，そのときその状

況において可能な最善の行動をとったというほかないのであるから，全て等し5 

く合理的であると評価されなければならない。そして，本件訴訟の口頭弁論終

結時においても本件原発付近において放射線被ばくによる健康被害の恐怖・不

安を感じざるを得ない状況は厳然として存在するといわざるを得ないから，原

告らが本件事故によって本件訴訟の口頭弁論終結時までに被った全ての損害

について相当因果関係が認められるべきである。 10 

  ⑷ 一般人によるリスク認知は，個人にとってのリスクを認知するために，おそ    

ろしさ因子，未知性因子を直感的，自動的に判断することによって成り立って

おり，専門家による技術的なリスク解釈（集団の中で望ましくない結果が起こ

る確率でリスクを理解する）とは性質を異にしている。一般人によるリスク認

知は，人間がサバイバルのために発達させてきた能力を用いた方法であって，15 

決して単なる主観や思い込みの類ではない。 

本件事故は上記二つの因子にいずれもよくあてはまる。放射線災害は，一般

人によるリスク認知において恐ろしいと感じられやすく，ゆえに放射線災害に

遭遇した一般人は恐怖感や不安感を抱き続けやすく，またリスクを回避するた

めの行動を積極的に取りやすい動機付けがされているといえる。 20 

一般人たる原告らが本件事故の被災地に居住し続けることを危険であると

判断し，その判断を現在も維持していることは，専門家のリスク解釈によって

否定される誤った判断ではない。 

以上のとおりであるから，本件事故とそれに伴う放射性物質の飛散によって

原告らが被ばくによる健康被害の恐怖・不安を感じることは極めて合理的なこ25 

とであり，これによって発生した損害については，被告らが賠償する責任を負
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う。 

５ 中間指針等 

中間指針等は，原子力損害賠償紛争審査会（審査会）が当事者の自主的解決に

資する一般的指針として策定したものであって，あくまで当事者間の自主的な紛

争解決のための一般的かつ暫定的な指針にとどまる。また，中間指針等は賠償の5 

迅速化を殊更重視し，その審理経過において十分な審議を尽くすことなく決定さ

れたものであり，被害実態の調査を行わないまま作成されたこと等から，被害の

実態を正確に把握した公正妥当な内容とはなっていない。 

中間指針等で定められた賠償額は，その決定過程に合理性がなく，その内容も

合理的な根拠に欠け，賠償基準としては極めて不十分なものである。そして，中10 

間指針等は，その根拠法令である原賠法１８条２項２号の内容，同号に関する確

立した解釈及び中間指針の内容（中間指針に明記されない個別の損害が賠償され

ないということのないよう留意されることが必要であるとのはしがき）から，裁

判規範ではないことは明らかである。 

さらには，中間指針等が前提とする政府による避難指示等対象区域の設定は，15 

避難による社会的混乱等を考慮した政治的判断であり，放射線被ばくの影響につ

いて安全性の観点から設定されたものとは到底いえず，あくまで国が住民に対し

て避難等を指示する区域を画するものにとどまり，科学的な知見に基づく判断で

はなく，専ら政治的判断に基づくものであった。原告らは避難等の指示等こそな

かったものの，本件事故の拡大や放射線被ばくによる健康被害といった重大な危20 

険を避けるために避難を強いられたのであり，本件事故により避難を余儀なくさ

れたという点において，避難指示等対象区域の範囲内から避難した者と何ら差異

はない。  

したがって，本件事故により避難を余儀なくされた原告らについて，極めて政

治的な判断に基づく避難指示等対象区域の設定に基づき避難者の立場が区別さ25 

れるということについて合理的な理由，根拠はない。避難に伴う原告らの損害は



34 

 

原告らの避難実態に鑑みて，中間指針等の基準によることなく，適切に賠償がさ

れるべきである。 

 ６ 弁済の抗弁について 

  ⑴ 原子力損害賠償紛争解決センターは，被告東電の直接請求に基づく自主的避

難等対象区域の避難者らに対する賠償金に関し，妊婦又は子供に対する支払の5 

うち２０万円のみを，それ以外の大人に対する支払のうち４万円のみを，それ

ぞれ精神的損害に対する慰謝料として整理し，その余の賠償金は「実費等」の

財産的損害として整理している。なお，原子力損害賠償紛争解決センターが実

施している和解仲介手続（原発ＡＤＲ）において，「避難雑費」として支払われ

ている和解金は，具体的な使途が特定されたものではないが，避難生活におい10 

て諸々の支出が発生することを考慮して「雑費」名下に支払われているもので

あるから，財産的損害に関する和解金である。 

    実際の手続においても，被告東電による支払の多くは，特定の損害項目に対

する賠償としてされているものであり，包括慰謝料であるとの主張は，被告東

電の一方的かつ独自の解釈によるものにすぎない。 15 

また，原発ＡＤＲにおいて原告らと被告東電との間で締結された和解契約書

においては，支払義務条項として，損害項目（内訳）及び対象期間並びにこれ

らに対する金額が明示され，被告東電がその支払義務を認める条項が定められ

ている。すなわち，被告東電は，原発ＡＤＲの和解契約において，具体的な対

象期間及び損害項目を限定して記載された賠償金の支払を自認している。 20 

  ⑵ したがって，既払金が包括慰謝料であり，財産的損害及び精神的損害の総額

から原発ＡＤＲにおける和解金を含む既払金の総額を控除すべきであるとの

被告東電の主張は，原発ＡＤＲにおける和解契約の内容とも整合しない。本訴

訟においては財産的損害と精神的損害を峻別して既払金の控除を行うべきで

あり，財産的損害及び精神的損害に係る既払金を互いに横断して充当する処理25 

をすべきではない。 
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⑶ 被告東電から提出された相殺の抗弁については，①まず財産的損害及び精神

的損害について，それぞれの損害総額を別々に算定し，②財産的損害に係る損

害総額からは，財産的損害に係る既払金のみを控除し，その残存額を算定し，

他方，精神的損害に係る損害総額からは，精神的損害に係る既払金のみを控除

し，その残存額を算定し，③上記②の結果，財産的損害に係る原告らの請求金5 

額（一人当たり５００万円）が財産的損害に係る既払金控除後の残存額の範囲

内にあるときはそのまま認容し，残存額を超えるときはその残存額の限度で認

容し，同様に精神的損害に係る原告らの請求金額（一人当たり１０００万円）

が精神的損害に係る既払金控除後の残存額の範囲内にあるときはそのまま認

容し，残存額を超えるときはその残存額の限度で認容するという方法で処理す10 

べきである。 

  ⑷ 本訴訟において，財産的損害の総額を世帯単位で認定し，世帯構成員に均等   

に割り付ける方法により，財産的損害に係る原告一人当たりの賠償額を認定す

ることに異論はない。この場合，既払金控除の判断も世帯単位で行うべきであ

る。 15 

他方，精神的損害は，人格的利益を侵害されたことによる損害であり，実際

上の各原告の年齢，就労の有無，世帯内における立場，避難の経過等によって

精神的苦痛の具体的内容も異なり得るのであって，極めて属人的性格が強い損

害であることから，原告ごとに損害額の認定及び既払金控除の判断がされるべ

きである。 20 

第２ 被告東電の主張 

１ 財産的損害 

⑴ 主位的主張 

原告らの主張は，財産的損害の発生の有無自体の立証を不要とする独自の立

場に立つものであって，裁判実務上も全く受け入れられる余地のないものであ25 

る。 
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財産的損害について原告ら個々の損害の発生及び損害額についての主張，立

証は一切不要であるとする原告らの主張は失当である。 

  ⑵ 予備的主張について 

   ア 原子力損害とは，「核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核燃料物質

等の放射線の作用若しくは毒性的作用（括弧内省略）により生じた損害をい5 

う」とされている（原賠法２条２項）ことからすれば，被告東電が同法に基

づいて原子力損害賠償責任を負うのは，本件事故による上記各作用との間に

相当因果関係が認められる損害に限られる。したがって，原告らの避難に係

る財産的損害及び精神的損害の賠償請求を検討するに当たっては，このよう

な視点より，本件事故による放射線の作用との間の相当性について十分に考10 

慮される必要がある。 

   イ 原告らの中には，①政府による避難指示の対象となった区域の住民，②避

難指示ではないが，政府による屋内退避や緊急時避難準備の指示の対象とな

った区域の住民（避難指示等対象区域），さらには，③これらのいずれの対象

とされなかった，避難指示等対象区域の周辺に居住していた住民がいるとこ15 

ろ，それぞれの区域ごとに，本件事故による放射線の作用による原告ら各人

の平穏な生活に対する侵害の有無やその程度には差異があり，そのような相

違を踏まえて判断されるべきである。 

   ウ 審査会は，地域ごとの放射線の影響度や被害者の属性等に応じて損害の類

型ごとに「原子力損害」の範囲を客観的に画し，紛争解決のための指針を提20 

示して訴訟等に至るのを可及的に未然に防ぐため，中間指針等を設定してお

り，それを踏まえ，被告東電は，中間指針等に定める水準以上の十分な賠償

を行っている。他方，原告らは本件訴訟において一律に１人１６５０万円の

損害賠償を求めるが，これは低線量の放射線の科学的な影響の有無や各区域

の客観的状況を無視するものであり，原告ら各人に未払いの原子力損害が生25 

じていることは何ら裏付けられていない。 
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   エ 代表世帯の原告らと代表世帯ではない原告らでは，政府の避難指示により

避難を余儀なくされたかどうかや避難時期，避難後の行動等が大きく異なる。

原告ら各人において実際に生じた財産的損害の立証を原告らがいう「代表的

な立証」によって行うことはできない。 

原告らが，本件事故による財産的損害が生じたと主張するのであれば，原5 

告らごとに被告東電による既払額を超えて，本件事故と相当因果関係のある

原子力損害が発生していることを個別具体的に主張・立証する必要があり，

代表世帯の立証でこれに代えようとする原告らの主張は失当である。 

したがって，本件請求は全て棄却されるべきである。 

  ⑶ 財産的損害の賠償に対する基本的考え方 10 

被告東電による財産的損害の賠償額は本件事故と相当因果関係のある原子

力損害の賠償として十分に合理性・相当性を有するものであり，以下で述べる

とおり，特段の立証がされない限り，被告東電が公表する財産的損害の賠償の

考え方に基づき算出される財産的損害を超えて原告らに本件事故と相当因果

関係のある財産的損害が生じているとは評価し得ない。 15 

   ア 避難指示等対象区域に居住していた原告ら 

避難交通費，宿泊費及び宿泊に伴う食費，転居費用，家財道具費用，食費，

住居費，気候対応費用，転職費用，二重生活費用，通信費，一時帰宅費用，

検査費用について，賠償請求をするためには，領収書等の客観的な証拠に基

づき，具体的に当該費用を支出し又は当該費用が増加したこと，当該支出又20 

は増加が本件事故と相当因果関係のある原子力損害に当たることを個別的

に主張，立証する必要があるが，避難指示等対象区域に居住していた原告ら

はこれをしていない。 

仮に，避難交通費，宿泊費及び宿泊に伴う食費，転居費用，家財道具費用，

住居費，二重生活費用，通信費，一時帰宅費用，検査費用に係る損害の発生25 

が認められるとしても，特段の立証がされていない以上，少なくとも，避難
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指示等対象区域に居住していた原告らに対しての被告東電の既払金を超え

る損害の発生自体を確認できず，理由がない。 

さらに，宿泊に伴う食費については，本件事故の有無にかかわらず生ずる

支出であり，その支出をしたことをもって原子力損害と評価することはでき

ず，仮に食費の増加があるとしても，生活費増加分については，精神的損害5 

の賠償と併せて包括的に賠償されているものであって，これを超える食費の

増加分なる損害が発生したとも評価できない。また，食費については，札幌

市での避難を選択した原告らについては，他の地域ではなく札幌市を避難先

として選択したことに伴い「通常の生活費の増加分」を超える生活費の増加

が生じたのだとしても，かかる超過的な生活費の増加分については，原告ら10 

自身による避難先の選定の結果に起因して生じた増加費用に当たると評価

せざるを得ず，本件事故と相当因果関係のある原子力損害には当たらない。

本件事故と相当因果関係のある食費その他の生活費の増加分の損害を観念

し得るのは，札幌市を避難先に選んだことによる特有の事情については排し

た上で，本件事故による避難に伴い通常生ずると考えられる生活費の増加分15 

の範囲までであると解するのが相当である。 

気候対応費用について，被告東電は，避難等対象者に対する精神的損害の

賠償において，避難生活に伴い通常生ずる生活費の増加分についても考慮の

上で賠償を行っているところ，北海道への避難を選択した原告らについては，

他の地域ではなく北海道を避難先として選択したことに伴い「通常の生活費20 

の増加分」を超える生活費の増加が仮に生じたとしても，かかる超過的な生

活費の増加分については原告ら自身による避難先の選定の結果に起因して

生じた増加費用に当たると評価せざるを得ず，本件事故と相当因果関係のあ

る原子力損害には当たらない。 

   イ 旧緊急時避難準備区域に居住していた原告ら 25 

     避難交通費，宿泊費及び宿泊に伴う食費，転居費用，家財道具費用，食費，
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住居費，気候対応費用，二重生活費用，通信費，一時帰宅費用については，

緊急時避難準備区域においては区域内の住民に対して強制的な避難が求め

られたものではなく，平成２３年９月３０日に同指定が解除されたことや，

その後のインフラ復旧や社会的活動の再開状況等を踏まえれば，遅くとも平

成２４年９月以降において，同区域内で生活を送ることに伴い，本件事故の5 

影響によって法的に保護された権利利益が侵害されている状況が継続して

いるとは評価し得ないから，中間指針第二次追補及び「避難指示区域の見直

しに伴う賠償基準の考え方について」を踏まえると，特段の事情がある場合

を除き，平成２４年８月末までを賠償の対象とすべきであり，これ以降につ

いては本件事故との相当因果関係が認められない。 10 

また，旧緊急時避難準備区域に居住していた原告らの就労不能損害の賠償

請求については，勤務先の事業所の所在地が避難指示区域にあった場合，被

告東電は平成２７年２月までの最大で本件事故後４年間を対象期間として

賠償しているところ，収用補償，失業保険，裁判例における賠償期間をいず

れも大きく上回る長期間にわたって損害賠償を継続するものであって，本件15 

事故と相当因果関係のある就労不能損害は補填されているというべきであ

る。したがって，旧緊急時避難準備区域の居住者のうち勤務先の事業所の所

在地が避難指示区域内にあった原告らについて，遅くとも平成２７年３月以

降については，本件事故と相当因果関係のある就労不能損害が発生している

とは解することができず，これを超える原告らの請求には理由がない。 20 

他方で，勤務先の事業所の所在地が避難指示区域外にあった場合，被告東

電は平成２４年１２月までを対象期間として賠償しているところ，遅くとも

同年９月以降において旧緊急時避難準備区域においては本件事故の影響に

よって法律上保護された利益が侵害されている状況が継続しているとは評

価し得ない。そうすると，それから更に３か月分の賠償をすることで本件事25 

故と相当因果関係のある就労不能損害は補填されているというべきである。
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したがって，旧緊急時避難準備区域の居住者のうち勤務先の事業所の所在地

が避難指示区域外にあった原告らについて，遅くとも平成２５年１月以降に

ついては，本件事故と相当因果関係のある就労不能損害が発生しているとは

解することができず，これを超える原告らの請求には理由がない。 

旧緊急時避難準備区域に居住していた原告らの財産的損害の賠償請求に5 

ついて，上記の点以外は避難指示等対象区域に居住していた原告らの財産的

損害の賠償請求に対する反論と同様である。 

   ウ 自主的避難等対象区域に居住していた原告ら 

     本件事故と相当因果関係のある財産的損害が発生したと主張するのであ

れば，損害の発生と本件事故との相当因果関係について個別具体的な主張・10 

立証が必要であるが，自主的避難等対象区域に居住していた原告らはこれを

しておらず，その損害の発生自体を確認できず，理由がない。 

仮に，財産的損害の発生が認め得るとしても，被告東電は中間指針追補，

中間指針第二次追補を受けて賠償をしている。 

中間指針追補及び中間指針第二次追補に定める自主的避難等対象者に対15 

する賠償額は，審査会における複数回にわたる審議を経て，過去の裁判例も

参照しながら慎重に決定された十分合理性を有する基準である。そして，自

主的避難等対象者の財産的損害の賠償については，精神的損害と一体として

の包括慰謝料方式として考慮された上で相当な賠償額が定められているも

のであり，自主的避難等対象者が政府による避難指示が出されていない区域20 

の住民であることを踏まえれば，かかる賠償額は自主的避難等対象区域に居

住していた原告らの財産的損害を填補するものとして合理性を有する賠償

基準である。 

自主的避難等対象区域に居住していた原告らが，上記による既払金を超え

て本件事故と相当因果関係のある財産的損害が発生したと主張するのであ25 

れば，損害の発生及び当該損害と本件事故との相当因果関係について個別具
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体的な主張・立証が必要であるが，自主的避難等対象区域に居住していた原

告らはこれをしていない。したがって，原告らが特段の立証をしない以上，

自主的避難等対象区域に居住していた原告らの被告東電の既払額を超える

財産的損害の賠償請求は，その損害の発生が認められない。 

   エ 福島県県南地域に居住していた原告ら 5 

     本件事故と相当因果関係のある財産的損害が発生したと主張するのであ

れば，損害の発生と本件事故との相当因果関係について個別具体的な主張・

立証が必要であるが，福島県県南地域に居住していた原告らはこれをしてお

らず，その損害の発生自体を確認できず，理由がない。 

仮に，財産的損害の発生が認め得るとしても，被告東電は中間指針追補10 

等の考え方を踏まえ，本件事故発生時に対象区域に生活の本拠としての住

居があった者で１８歳以下であった者等に対し，賠償を行った。これらの

賠償金は，いずれも生活費の増加分を含む包括慰謝料として賠償している。

また，被告東電は本件事故発生時に福島県県南地域に生活の本拠としての

住居があった者に対し，追加賠償を行った。 15 

したがって，福島県県南地域に居住していた原告らが，被告東電による

上記既払金を超えて本件事故との相当因果関係のある財産的損害が発生し

たと主張するのであれば，損害の発生及び当該損害と本件事故と相当因果

関係について個別具体的な主張・立証が必要であるが，かかる立証はなさ

れていないから，福島県県南地域に居住していた原告らの被告東電の既払20 

金を超える財産的損害の賠償請求は，その損害の発生自体が認められず，

理由がない。 

   オ 避難指示等対象区域，自主的避難等対象区域及び福島県県南地域以外に居

住していた原告ら 

     本件事故と相当因果関係のある財産的損害が発生したと主張するのであ25 

れば，損害の発生と本件事故との相当因果関係について個別具体的な主張・
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立証が必要であるが，原告らはこれをしておらず，その損害の発生自体を確

認できず，理由がない。 

２ 精神的損害 

  ⑴ 避難指示区域（帰還困難区域・避難指示解除準備区域）の原告らの精神的損

害について 5 

   ア 避難指示区域については，政府による避難指示の対象であり，本件事故に

よって避難を余儀なくされたものであり，このことによる平穏な生活利益の

侵害については賠償の対象となると考えられるが，避難指示が解除された後

においては，帰還するか否かを判断し，帰還する場合には帰還のために通常

必要とする準備期間等を考慮した上で，避難指示解除後の相当期間が経過し10 

た後においては，精神的損害等は賠償の対象とならないと考えることは合理

的である。 

   イ 被告東電は，本件事故により避難指示区域に指定された区域に本件事故時

住所地を有する原告らについては，次のとおりの慰謝料の賠償額の認定を行

った。 15 

     まず，帰還困難区域並びに大熊町・双葉町の居住制限区域及び避難指示

解除区域の住民については，長期にわたって帰還することが困難であり，

移住を余儀なくされる状態にあると法的に評価されることから，中間指針

第四次追補を踏まえ，将来にわたる精神的苦痛を一括評価し，本件事故に

より避難を余儀なくされたことによる慰謝料として，平成２３年３月１１20 

日から平成２４年５月末までの１５か月について月額１０万円，平成２４

年６月から平成２９年５月までの５年間について６００万円，更に１００

０万円の慰謝料が認定され（ただし，前記６００万円の賠償額との重複分

を将来に向けてのみ控除することとして，７００万円の追加賠償を実施す

ることとする。），避難等に係る慰謝料の賠償総額は一人当たり１４５０万25 

円となる。 
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     次に，居住制限区域及び避難指示解除準備区域（ただし，大熊町・双葉

町を除く。）については，いずれも平成２９年４月１日までに政府による

避難指示は解除されており，同区域内に立入り，居住し，生活することが

可能となった。そのような中で，被告東電は，中間指針等及び政府復興方

針を踏まえ，平成２９年４月から１年間の「避難指示解除後の相当期間」5 

が経過するまで精神的損害の賠償を行うこととしている。この結果，被告

東電は，平成２３年３月１１日から平成３０年３月末までの７年１か月分

について，一人当たり月額１０万円，総額一人当たり８５０万円の精神的

損害の賠償を行っている。 

ウ 被告東電が賠償している一人月額１０万円の精神的損害の賠償額は，中間10 

指針等を踏まえ，避難を余儀なくされることによって，当該住民がそれまで

生活を営んでいた住居を中心とする生活環境からの離脱を余儀なくされ，そ

れまでの生活基盤を失うことによる精神的苦痛を，賠償の対象となる中核的

な精神的苦痛として位置づけている。 

避難指示等対象区域の居住者に対する被告東電が行う精神的損害の賠償15 

については，１個の加害行為による損害項目が複数にわたる場合でも，それ

らは実体法上同一の請求権の中の細目に過ぎず，同一の不法行為により生じ

た財産上の損害と精神上の損害とは，その賠償の請求権は１個であると考え

られること，慰謝料の補完的機能からいっても，財産的損害について十分に

賠償されている中で，それに追加して避難指示等の期間に応じた慰謝料の支20 

払も実施するものであることからすれば，本件事故による損害については，

十分に填補するものとみるべきである。 

エ 原告らは，旧避難指示準備区域について，避難指示が解除された場合にお

いても，その後のコミュニティ・生活環境の変容が生じており，かかる事情

によって原告らが主張する慰謝料額が基礎付けられるかのように主張する25 

が，避難指示が解除され，帰還が可能であるとしても，当該区域に実際に帰
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還するか否かは各人が判断することとならざるを得ず，ある地域において他

の住民が自らの判断に基づいてどのように行動するかいかんによって，各住

民の居住権や平穏な生活に関する法律上保護される利益侵害の有無が左右

されると解することは相当ではない。 

原賠法に基づく原子力損害の賠償請求の観点からは，政府による避難指示5 

が解除された場合には，住民に対する居住・移転の制限は解除され，帰還し

得る状況に至るのであり，これにより本件事故による権利侵害状態は基本的

に解消される。そして，そのような中で，帰還するかしないかを判断し，帰

還をするとした場合においてもその準備のために必要と認められる相当な

期間が経過した場合には，原子力損害としての慰謝料賠償が終期を迎えると10 

する中間指針等の考え方には合理性がある。他方で，避難指示が解除された

区域への帰還はせず，他所に移住すると決断した者に対しては，被告東電は，

当該旧避難指示区域内の自宅土地の財物損害の賠償を行うことに加えて，移

住を余儀なくされた住民に対する住居確保損害の賠償を行うなどして，その

ような移住に伴う損害についても賠償することとしている。 15 

このように，本件事故による原子力損害の賠償の観点からは，政府による

避難指示が解除され，放射線の作用による居住制限が解消された後において

は，政府復興方針に基づく平成２９年３月までの賠償及びその後１年間の相

当期間の賠償を継続するとする被告東電の賠償方針は，財産的損害の賠償が

別途行われることも相まって，原告らに生じた精神的苦痛を被害者の立場に20 

立って最大限慰謝料額において評価したものとなっていると評価できる。 

したがって，空間線量率が大きく低減し，インフラの復旧等を経て，避難

指示が解除され，本件事故による侵害行為が除去された後，政府復興方針を

踏まえ平成２９年３月から更に１年の相当期間が経過した後においては，本

件事故による放射線の作用による損害（原子力損害）を賠償するとの観点か25 

らは，そのような避難指示解除後の旧居住地の状況それ自体が原告らの人格
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権に対する侵害を基礎付けるものと解することは相当ではなく，避難指示解

除後の旧居住地の状況をもってしても，被告東電が提示している慰謝料額を

超える原告らの慰謝料請求が基礎付けられるものではない。 

本件事故時に居住していた区域に生じた本件事故発生以前と本件事故以

降の状況との比較に基づく変化に対して原告らが抽象的・主観的に抱く心情5 

のありようそれ自体をもって，原告ら各人に法律上保護される利益に当たる

とは評価できない。 

  ⑵ 旧緊急時避難準備区域の原告らの精神的損害について 

   ア 緊急時避難準備区域については，避難指示の対象とはされていないが，本

件事故の進展状況等によっては，緊急時に避難することができるような準備10 

等が求められた区域であり，かかる指定の趣旨から，本件事故後に一定の合

理的な期間においては同区域からの避難を選択することも合理的であり，避

難を実行することの相当性は認められると考えられる。これにより，精神的

苦痛が生じ得るものと解される。しかしながら，平成２３年９月末には緊急

時避難準備区域の指定は解除されていること等からすれば，本件事故の放射15 

線の影響により当該区域の住民の平穏な生活利益に対する侵害が生じたと

しても，平成２４年８月末頃までには，本件事故時住所地での平穏な生活を

再開又は再建し得る状況に至っていたものと解することが相当である。 

   イ 旧緊急時避難準備区域においては，平成２３年４月２２日以降，常に緊急

時に避難のための立退き又は屋内への退避が可能な準備を行うことが求め20 

られていたものの，同区域への立入りに制限はなく，居住も許されている状

況にあったのであって，緊急時避難準備区域に指定された区域の住民と強制

的な避難を余儀なくされた住民との間には，政府による指示内容に大きな相

違があり，それゆえ政府指示に起因する生活の阻害の内容，程度においても

大きな相違がある。  25 

しかしながら，中間指針等においては，政府による指示の対象区域である
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という点に着目して両者を区別せず，強制的に避難を余儀なくされた住民と

同額の基礎額（一人月額１０万円）に基づく慰謝料額を旧緊急時避難準備区

域の居住者に対しても賠償する旨の指針を定め，被告東電もかかる指針に基

づいて旧緊急時避難準備区域の住民の避難慰謝料額を賠償している。 

このように，被告東電が提示している避難慰謝料額は，本件事故後に緊急5 

時避難準備区域内の住民が置かれていた状況については，強制的な避難を余

儀なくされた住民の状況とは異なる事情があり，旧緊急時避難準備区域の住

民の精神的苦痛は強制的にかつ長期にわたって避難指示の対象となった住

民に比しても相対的に大きなものではないと評価できる中で，強制的な避難

指示の対象者に対する慰謝料の基礎額である月額１０万円と同額の基礎額10 

に基づいて算定しているものであり，この点において不合理に低額なもので

あるとは評価し得ない。 

ウ 本件事故発生直後の時期における避難生活等の過酷さやそれに伴う精神

的苦痛については，その後の時間の経過に伴い，避難生活の基盤が整備され，

避難後の生活環境に徐々に適応すること等により緩和されると考えられる15 

ところ，被告東電においては，平成２３年９月末までの緊急時避難準備指示

期間中のみならず同年１０月以降においても指定解除後の相当期間として

期間に要する準備期間等も考慮の上で，平成２４年８月末までの１１か月に

わたって一人月額１０万円を減額することなく賠償する旨公表している。こ

の結果被告東電が原告らに公表する慰謝料額は１８０万円となるが，これは20 

旧緊急時避難準備区域が強制的な避難が求められた区域ではなく，平成２３

年９月末には指定解除されていること，その他インフラ復旧や社会的活動の

再開状況等に鑑みても，本件事故と相当因果関係のある原告らの精神的苦痛

を充分慰謝するに足りる慰謝料額となっている。 

   エ 中間指針第二次追補は，旧緊急時避難準備区域の住民に係る精神的損害の25 

賠償終期については平成２４年８月末を目安とするとしているが，旧緊急時
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避難準備区域が緊急時に備えて避難の準備ができるように求めるものであ

ったこと，指定解除に先立って対象自治体が復旧計画を策定し政府（原災本

部）に提出しており，これに基づく政府と関係市町村との意見交換や連携を

経た上で，原子力安全委員会も指定解除について差し支えないと回答してい

ることも踏まえ，平成２３年９月３０日をもって指定が解除されていること，5 

その前後を通じて本件事故後には同区域での居住や立入りは禁じられてい

ないこと，旧緊急時避難準備区域においては，平成２４年８月頃まではイン

フラの回復などが進捗しており，空間放射線量も低減していること等を踏ま

えて上記の終期が定められたものであり，かかる賠償終期には合理性，相当

性がある。 10 

オ 旧緊急時避難準備区域の住民に対しては，精神的損害の賠償のみならず，

避難費用，一時立入り費用といった財産的損害についても別途賠償される。

賠償の全体像から見ても，被告東電が提示している慰謝料額は通常の生活費

増加分を超える本件事故と相当因果関係のある財産的損害については別途

賠償の対象となることを前提とする損害額として公表されているもので，そ15 

のような観点からも不当な賠償額ではない。 

旧緊急時避難準備区域の指定の意味内容やその解除時期，南相馬市原町区

や田村市内における本件事故後の空間放射線量の状況や社会的活動の再開

状況等を踏まえれば，原告らに認められるべき避難慰謝料額としては，被告

東電が中間指針等を上回る慰謝料額として原告らに対して提示している１20 

８０万円を超えるものではない。 

   カ 本件事故による避難指示に係る精神的損害としては，本件事故当時に享受

していた生活の本拠での平穏な生活を損失したことを中核として検討され

るべきであり，被告東電はこの点も十分に考慮した上で，政府による避難指

示等が解除され，放射線の作用による居住制限が解消され，客観的に帰還し25 

得る状況に至った後においても，避難指示解除後の相当期間として１年間に
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わたって一人当たり月額１０万円の精神的損害の賠償を継続することとし

ているところ，かかる賠償方針は，避難指示によって阻害された平穏な生活

を回復するために必要と考えられる合理的な期間にわたって精神的損害の

賠償を行うものとして，十分に合理的である。  

また，時間の経過に伴って慰謝料の賠償請求額を低減させないで賠償して5 

いることや財産的損害の賠償が別途行われることをも考慮すれば，その精神

的損害の賠償額は，原告らに生じた上記精神的苦痛を慰謝するに足りるもの

である。 

⑶ 自主的避難等対象区域及びその区域外の原告らの精神的損害について 

   ア 本件事故後の状況の下で，避難指示等の対象とされていないものの，避難10 

等対象区域の周辺において，「本件事故による恐怖や不安を抱かざるを得な

いという状況に一定期間置かれたことにより正常な日常生活が相当程度阻

害されたこと」（平穏生活権の侵害）については法的に保護される権利利益

の侵害に当たるということができるものと考えられる。 

そして，本件事故後の避難指示等対象区域外における本件事故由来の放射15 

線による健康リスクは，客観的に健康に対する危険が生じていたとまでは評

価できないものの，他方で，本件事故発生当初の時期においては，状況は必

ずしも明確ではなく，自己の置かれている状況についての情報を正確に把握

することが困難な時期があったことも確かであり，また，本件事故の今後の

進展について恐怖や不安を覚えることもやむを得ない状況にあったことが20 

認められる。 

したがって，本件事故の今後の進展や健康影響が分からないことにより平

均的・一般的な人を基準として，感じることがやむを得ないと考えられる恐

怖や不安に基づいて，自主的な避難を選択し，またはそのような不安の中で

滞在を継続することによって，本件事故が発生しなければ生じなかった日常25 

生活の阻害が生じると考えられる範囲においては，これによる精神的損害は
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賠償の対象となると解することが可能である。 

   イ 避難指示の対象となっていない区域については，放射線による客観的な健

康への危険が生じているとは評価できず，その旨の情報提供は新聞報道等で

もされており，福島県知事も冷静な対応を呼びかけている状況にある。新聞

報道においても避難指示等対象区域外の居住者も避難すべきであるという5 

論調は見当たらない中で，避難指示等対象区域外の居住者に生じ得る恐怖や

不安については，避難指示等により避難を余儀なくされた避難指示区域の居

住者と比較して権利侵害の程度は小さいと考えられる。避難指示等対象区域

外等の避難者の損害については，政府の避難指示等によって避難を余儀なく

されたことによって生じたものではなく，通常よりも高い放射線量や本件事10 

故の進展の状況に対する不安や恐怖を覚えざるを得ない状況に置かれたこ

とによる日常生活の阻害をもって賠償の対象とみることが相当であり，避難

指示により強制的に居住圏の制約を受けた避難等対象者の損害とは異なる。  

したがって，このような避難指示等対象区域外からの避難者の被侵害利益

の特徴も踏まえて相当因果関係を考えるに当たっては，自主的避難等対象区15 

域内に居住している平均的・一般的な人を基準として相当程度の恐怖や不安

を抱いたことにつき，慰謝料や避難の相当性を基礎付ける程度の権利侵害状

態が継続しているか否か，そのように評価し得るのはいつまでか，及びその

適正な損害額はいくらかについて検討すべきであると考えられる。 

そして，自主的避難等対象者の被侵害利益を上記のとおりにとらえること20 

からすれば，本件事故による恐怖や不安を抱かざるを得ないという状況に一

定期間置かれたという点において，自主的避難を選択した者であっても，滞

在者であっても，その置かれていた状況は共通している。そして，自主的避

難者と滞在者の行動の相違に基づき，具体的な精神的苦痛のあり方は異なる

ものではあるが，いずれも放射線被ばくに対する恐怖や不安を基礎として生25 

じている精神的苦痛であり，本件事故の放射線の作用と相当因果関係のある
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日常生活の阻害に基づく精神的損害の評価上，自主的避難者と滞在者とで画

然とした差異があるということはできないことを考慮すれば，自主的避難者

と滞在者の賠償額に差を設けることは公平かつ合理的とはいい難いという

べきである。 

   ウ 自主的避難等対象者の精神的損害の賠償対象期間について 5 

 大人（妊婦を除く。）について 

被告東電は，妊婦・子供以外の大人の自主的避難等対象者に対する精神

的損害等の賠償対象期間を本件事故発生当初の時期（おおむね平成２３年

４月２２日頃までを目安としている。）として，一人当たり８万円の賠償

を行っている。 10 

①平成２３年４月１７日には，事故の収束に向けての道筋が公表され，

収束に向けての方向性が示されていること，②避難指示等対象区域外にお

ける空間放射線量の状況は同年３月１６日以降報道されており，時間の経

過とともに大きく低減し，汚染水の問題等の本件原発の状況によって３０

㎞圏外の住民の生活環境中の放射線量が上昇するという状況にはないこ15 

と，③平成２３年４月２２日には避難指示区域と接する２０～３０㎞圏内

において屋内退避区域の指定が解除され，緊急時避難準備区域として再編

されるに至っていること，④南相馬市の独自の判断に基づく一時避難の要

請についても，平成２３年４月２２日には帰宅を許容する旨の見解が示さ

れるに至っていること等からすれば，自主的避難等対象区域内に居住する20 

平均的・一般的な人を基準として，平成２３年４月２２日頃までには，自

己の置かれている状況について合理的に判断することができる状況に至

っていると評価することができる。 

そのため，自主的避難等対象者については，精神的損害の賠償終期は平

成２３年４月２２日頃であると解すべきである。 25 

賠償期間は，自主的避難者と滞在者とを問わず妥当する。滞在者につい
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ては，滞在に伴い上記のような不安や恐怖を感じるとしても，精神的損害

の賠償の対象として評価すべき相当程度の恐怖や不安を抱かざるを得な

かったと考えられるのは，上記事情を踏まえれば，おおむね平成２３年４

月２２日頃までと解される。自主的避難者についても，避難の原因となっ

た危険の状況について新聞報道等により情報の提供がされ，自己が置かれ5 

ている立場について情報がないとはいえない状態となり，社会的にも避難

指示等対象区域外においてそのような認識が受け入れられるに至り，社会

活動も再開されるという状況に至った場合には，以後の自主的避難を継続

することには法的見地から合理性があるとは評価し得ず，以後の自主的避

難の継続によって権利侵害が基礎付けられるということはできない。 10 

     妊婦及び子供について 

被告東電は，妊婦・子供は放射線への感受性が高い可能性があることが

一般的に認識されていることも踏まえて，平成２４年８月末までを対象と

して精神的損害の賠償を行っている。そして，中間指針第二次追補におい

て，平成２３年９月３０日に指定が解除された旧緊急時避難準備区域に生15 

活の本拠を有する避難等対象者への精神的損害の賠償の終期が平成２４

年８月末までを目安とする旨定められていることも踏まえ，避難等対象者

ではない妊婦・子供の自主的避難等対象者に対する賠償の対象期間を平成

２４年８月３１日までとすることは，被害者保護の観点にも十分配慮して

定められた賠償対象期間であり，合理的かつ相当である。 20 

 同伴者である大人について 

      被告東電は，妊婦・子供の避難に同伴することが必要になる場合が想定

される大人の同伴者の同伴費用についても，妊婦・子供自身の損害に含め

て賠償額を設定している。特定の家族が妊婦・子供の避難に同伴したとし

ても，当該同伴者である大人が事故の被ばくに対する不安から避難するも25 

のでないことも踏まえると，当該同伴費用については妊婦・子供自身の損
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害として補填される状況の下で，同伴行為そのものに起因して当該同伴者

に固有の慰謝料が発生することはないというべきである。 

      仮に，同伴者固有の精神的損害が問題となるのであれば，それは妊婦や

子供が避難を行ったことにより生ずる損害であって，相当因果関係を欠く。

したがって，大人の自主的避難等対象者の精神的損害の賠償対象期間につ5 

いては，妊婦や子供に同伴したかどうかによって別異に解されるものでは

ない。 

エ 賠償額について 

     大人（妊婦，子供以外であり，同伴者を含む。）について 

本件事故と相当因果関係のある精神的損害の賠償対象期間は，おおむね10 

平成２３年４月２２日頃までと解することが相当であり，大人個人に対す

る当該期間についての精神的損害の賠償額は，以下の事情及び裁判例を考

慮すれば，一人当たり８万円が合理的である。被告東電は，これらの事情

及び中間指針追補を踏まえて一人当たり８万円の精神的損害の賠償を行

うとともに，４万円の追加費用の実費賠償を行っている。 15 

賠償額については，①中間指針において，屋内退避区域の居住者に対し

当該指示の期間が約４０日間で１０万円の慰謝料額が定められていると

ころ，自主的避難等対象者については，政府指示によって屋内退避を余儀

なくされた居住者の精神的苦痛を上回る精神的苦痛が生じていると解す

ることは合理的ではないこと，②自主的避難等対象区域においては，本件20 

事故後の空間線量率の情報に照らしても，放射線被ばくによる客観的な健

康リスクにさらされているとは評価できず，そのような科学的知見は本件

事故発生直後から新聞報道等によって継続的に情報提供がされていたこ

と，③そのような中で，それでもなお生じる不安や恐怖に基づく日常生活

阻害の精神的苦痛がここでの賠償対象であり，具体的な権利侵害を認め得25 

るとしても，その侵害の程度は避難指示により避難を強いられた避難等対



53 

 

象者に比して大きいものではなく，上記のとおり不安を緩和する情報提供

がされていることも考慮する必要があること，④妊婦や子供が世帯内にい

る場合には，妊婦や子供一人当たり精神的損害と生活費の増加費用等を一

括した一定額として，平成２３年分として４０万円及び平成２４年１月か

ら同年８月までの分として８万円（一人当たり合計４８万円）を賠償する5 

とともに，そのうち実際に自主的避難を実行した者に対しては追加的費用

として平成２３年分として２０万円及び平成２４年１月から同年８月ま

での分として４万円（一人当たり合計２４万円）を賠償しており，このよ

うな妊婦・子供に対する賠償において世帯内に妊婦・子供がいることによ

る精神的苦痛や実費の支出分についてはてん補されること等を考慮すれ10 

ば，大人個人に対する精神的損害の賠償額としては一人８万円とする賠償

額に十分合理性がある。また，審査会は，一人８万円とする自主的避難等

対象者の損害額を定めるに当たって，平穏生活権の侵害が問題となったこ

れまでの裁判例を参考としている。被告東電が公表している大人について

８万円という賠償額は，裁判例を踏まえても，また客観的な健康リスクと15 

しては喫煙や肥満，野菜不足よりも小さいとされている年間２０ミリシー

ベルトを大きく下回る放射線量の地域における精神的損害の評価の問題

として被害者の視点も十分考慮したものとなっている。 

     妊婦，子供について 

      被告東電は，妊婦・子供一人当たり①精神的損害と生活費の増加費用等20 

を一括した一定額として，平成２３年分として４０万円及び平成２４年１

月から同年８月までの分として８万円（一人当たり合計４８万円）を賠償

するとともに，②妊婦・子供のうち実際に自主的避難を実行した者に対し

ては追加的費用として，平成２３年分として２０万円及び平成２４年１月

から同年８月までの分として４万円（一人当たり合計２４万円）を賠償し25 

ている。 
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 この点については，政府による避難指示等を受けた避難等対象者につい

ての本件事故発生から平成２３年１２月３１日までの慰謝料額は８０万

円（中間指針上，平成２３年３月から同年８月までは月額１０万円，平成

２３年９月からは月額５万円とされている。）とされていることとの対比

で考えても均衡を失するものではなく，妊婦及び子供の自主的避難等対象5 

者に対する平成２３年１２月末までの期間に対する精神的損害の賠償額

を４０万円とすることには合理性がある（なお，被告東電は実際に自主的

避難を実行した妊婦及び子供に対し，更に２０万円の実費賠償を上乗せし

ている。）。 

   オ 自主的避難等対象区域においては，放射線による健康への具体的なリスク10 

が生じているものではなく，そのことは本件事故発生直後より新聞報道等に

おいて繰り返し報じられ，情報提供されていたものであるから，情報の混乱

期を脱し，小・中学校や企業活動その他の社会生活が落ち着きを取り戻した

平成２３年４月２２日頃以降においては，慰謝料を基礎付ける程度の「相当

程度の不安や恐怖」がなお生ずべき状況にあるとは合理的に解し得ない。し15 

たがって，被告東電が賠償する精神的損害の水準は，十分に自主的避難等対

象者の精神的苦痛を慰謝するに足りるものである。 

⑷ 県南地域（白河市，西郷村，泉崎村，中島村，矢吹町，棚倉町，矢祭町，塙

町，鮫川村）の原告らの精神的損害について 

ア 県南地域は，自主的避難等対象区域ですらなく，本件原発からの距離や放20 

射線量等の客観的状況，本件事故による放射線の影響による客観的な危険の

程度，放射線やその健康影響に関する情報提供が本件事故直後よりされてお

り，他の圧倒的多数の住民が冷静な対応を取っていること等の事情に鑑みれ

ば，原則として，その住民が本件事故後に居住を継続することによって本件

事故により法律上保護される利益の侵害が生じていたとは評価できない。 25 

他方で，少なくとも本件事故直後の時期においては，本件原発の周辺地域
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において，①本件事故の今後の進展に対する懸念や②環境中の空間放射線量

の上昇によりいかなる健康影響が生じるか分からないことにより，一定範囲

の地域住民においては，政府による避難指示等の対象とされていなくても，

相当程度の恐怖や不安を抱かざるを得なかったという状況が生じているこ

とも認め得るところであり，一定の合理的な範囲内では，当該地域の住民に5 

ついて一定の範囲で慰謝料の発生を首肯することが考えられる（自主的避難

等対象者がこれに該当する。）。 

しかしながら，そのような地理的範囲にもおのずと合理的な範囲が存する

のであり，県南地域にあっては，本件原発からの距離が自主的避難等対象区

域に比して遠く，かつ，避難指示等対象区域と近接しているという事情もな10 

い。また，自主的避難等対象区域に属する市町村の多くと比べて，県南地域

の空間放射線量は相対的に低く，これに応じて住民が感じる恐怖や不安の程

度も異なると考えられることから，自主的避難等対象区域に含まれる市町村

と県南地域とではその平均的・一般的な住民が抱くであろう恐怖や不安には

かなりの相違があると考えられる。 15 

県南地域の地理的状況，空間放射線量の水準，避難の状況に加えて，放射

線等に関する情報提供の状況にも鑑みれば，その住民が本件事故により平穏

な日常生活を阻害されるほどの相当程度の距離や不安を感じることが平均

的・一般的な人をして合理的な程度に達していたものとは評価できない。県

南地域やその住民については，原則として本件事故による法律上保護される20 

利益の侵害を肯定することができない。 

   イ 審査会においては，本件原発からの距離，空間放射線量，避難者数，ヨウ

素剤が配布された事実の有無にも着目しつつ，中間指針追補において自主的

避難等対象区域が決定されており，この決定は，法律上保護される利益の侵

害の評価に係る基本的な事情を適切に抽出，考慮しており，その地理的範囲25 

を合理的に画したものとして相当である。 
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ウ 被告東電は，県南地域の住民のうち，子供，妊婦に対して賠償する旨を公

表した。 

     県南地域の妊婦，子供について 

  県南地域の中でも限られた市町村においては，短期間であるが，本件事

故直後において毎時１マイクロシーベルトを超える放射線量が計測され5 

た時期が自主的避難等対象区域ほどではないものの，一部の場所に見受け

られるという事情が認められる。県南地域は，自主的避難等対象区域の全

体的な状況に比して相対的に低い空間放射線量で推移しているが，本件事

故直後の時期に限れば，その一部において自主的避難等対象区域の全体の

状況に近い程度に高い時期もあった。 10 

このような事情を考慮すれば，県南地域においては，その住民一般につ

いて法律上保護される利益の侵害は認められないものの，子供，妊婦につ

いては一般に放射線感受性が高い可能性があると認識されていたことか

ら，本件事故後に子供・妊婦の健康に対する不安な心理が生ずることはや

むを得ない事情が存在したと考える。 15 

このため，本件事故直後の一時期に限った空間放射線量の状況に鑑みて，

子供・妊婦については，本件事故による放射線被ばくを受けることによっ

て，相当程度の恐怖や不安を抱くことにより，法律上保護される利益の侵

害は認められ得ると考える。他方で，たとえ例外的に子供・妊婦の法律上

保護される利益の侵害を肯定するとしても，上記の地理的状況等に鑑みれ20 

ば，損害の程度として自主的避難等対象区域と同等と評価することはでき

ない。 

以上のような事情を考慮の上で，被告東電は，地方公共団体を含む関係

各所の意見を聴いて参考にした上で，県南地域の住民のうち子供・妊婦に

ついて，一定の範囲において一定の額の精神的損害等の賠償を行うことと25 

した。 
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     同伴する大人について 

被告東電は，子供・妊婦の避難に大人が同伴した場合の同伴者の同伴費

用については，子供・妊婦自身に生じた損害として賠償している。そして，

子供・妊婦の避難に同伴者（大人）がいたとしても，それは，自身の被ば

くに対する不安から避難するものでないことも踏まえると，当該同伴費用5 

が子供・妊婦自身の損害として填補される状況の下で，同伴行為そのもの

に起因して当該同伴者に固有の慰謝料が発生することはない。 

     妊婦・子供に対する被告東電の精神的損害等の賠償額の合理性 

     ａ 賠償対象期間の合理性 

県南地域の空間放射線量の推移の状況，放射線の健康影響に関する新10 

聞等による情報提供の状況，県南地域における社会的活動の再開状況等

に照らせば，県南地域の妊婦・子供の法律上保護される利益が本件事故

の放射線の影響によって侵害されていると評価し得るとしても，その期

間は，遅くとも平成２４年８月３１日までであり，これを超えるもので

はないというべきであって，被告東電の賠償が平成２４年８月３１日ま15 

でを賠償対象期間としていることは，被害者保護の観点にも十分配慮し

て定められたものであり，十分に合理的かつ相当である。 

     ｂ 賠償額の合理性 

       審査会における裁判例の検討状況に照らしても，県南地域の子供・妊

婦の精神的損害の賠償額として一人当たり２４万円を賠償する被告東20 

電の賠償水準は，当該子供・妊婦の精神的苦痛を慰謝するに十分なもの

といえる。 

３ 本件事故時住所地が福島県会津若松市及び栃木県那須郡那須町であった原告

らの損害論 

  ⑴ 福島県会津若松市及び栃木県那須郡那須町は，自主的避難等対象区域ですら   25 

なく，本件原発からの距離，放射線量等の客観的状況，本件事故による放射線
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の影響による客観的な危険の程度，放射線やその健康影響に関する情報提供が

本件事故直後よりされており，圧倒的多数の住民が冷静な対応をとっているこ

と，社会的活動の再開状況等の事情に鑑みても，本件事故後に居住を継続する

ことによって，本件事故により平穏な生活に関する法律上保護された利益に対

する侵害が生じていたとは評価できない。 5 

そして，福島県会津若松市及び栃木県那須郡那須町の地理的状況，空間放射

線量の水準，避難者数の状況，社会的活動の再開状況等，放射線の健康影響等

に関する新聞等による情報提供の状況にも鑑みれば，福島県会津若松市及び栃

木県那須郡那須町の住民が本件事故の放射線の影響によって，平均的・一般的

な人の視点に立って，本件事故により平穏な日常生活が阻害され，慰謝料の賠10 

償をもって慰謝すべき相当程度の恐怖や不安を感じざるを得ない客観的な状

況に置かれていたものとは評価することができない。 

したがって，そのような状況の下で自主的な判断に基づき避難したとしても，

本件事故と相当因果関係のある原子力損害が基礎付けられるものではない。 

  ⑵ 審査会は，本件原発からの距離，空間放射線量，避難者数，ヨウ素剤が配布15 

された事実の有無にも着目しつつ，自主的避難等対象区域を決定しており，こ

れは，法律上保護される利益の侵害の評価に係る基本的な事情を適切に抽出，

考慮しており，その地理的範囲を合理的に画したものとして相当である。 

⑶ 福島県会津若松市及び栃木県那須郡那須町の居住者である原告らによる原

子力損害賠償請求は，自主的な避難の実行に伴う精神的損害及び財産的損害の20 

賠償請求のいずれについても本件事故との相当因果関係を欠く。 

 ４ 中間指針等 

  ⑴ 中間指針等は，①中立的な専門家からなる審査会が，原賠法１８条２項２号   

に定める法律上の所掌事務として，同項３号に根拠を置く調査・評価の権限に

基づき，会議の公開の下で多数回にわたる審議を経て，原子力損害の範囲の判25 

定に関する一般的な指針として定めたものであり，法令上の根拠に基づく指針
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であること，②審査会の審査においては，本件事故による被害について関係省

庁・関係自治体からの説明の聴取等が行われており，本件事故による広範かつ

膨大な被害の全体像を把握した上で，多数の被害者が生じているという本件事

故の特徴にも鑑み，多数の被害者間において公平かつ適切な原子力損害賠償を

実現しようとする観点から策定されているものであり，このような中間指針等5 

によることにより，多種多様な損害発生状況について公平かつ迅速な解決が可

能となること，③中間指針等の策定の過程においては，審査会における法律専

門家による過去の裁判例等の審議・検討も行われており，裁判上の解決の場合

をも視野に入れて賠償水準が検討，設定されているものであり，かつ，そのよ

うな結果としての中間指針等の内容については裁判上の解決規範としてみて10 

も十分に合理性，相当性を有するものとなっていること，④被告東電において

は，我が国の損害賠償事例史上も類例のない膨大な被害者に対する公平かつ適

切な賠償の実現が求められている状況にあるところ，同様の被害を受けた被害

者に対しては同様の賠償が実現されるべきであるという公平の見地からは，本

件事故のような事案においては，いかに多数の被害者間の賠償を公平に実現す15 

るかという点が極めて重要であり，審査会の定める指針の果たす機能は極めて

重要であること，⑤被告東電においては，ＡＤＲ手続における和解及び裁判上

の和解も含めて，中間指針等に基づき，既に多くの被害者との間で合意に至っ

ており，中間指針等は本件事故の賠償規範として既に定着している実情にある

こと等を踏まえれば，中間指針等の賠償基準は，裁判上の手続においても十分20 

に尊重されるべきものである。 

⑵ 上記事実からすれば，本件事故における中間指針等に基づく精神的損害の賠

償水準は，各種の精神的苦痛がいずれも相当程度に大きいとの前提に立って，

多くの被害者の精神的苦痛を類型的かつ包括的に慰謝するに足りるものとし

て定められているといえる。 25 

したがって，原告らについても，他の被害者に比して客観的に強度の精神的
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苦痛を受けたと評価すべき特段の個別事情があり，被告東電が提示し賠償して

いる慰謝料額によっては慰謝し尽くされていないと評価される特段の事情が

ない限りは，原告らに認められるべき慰謝料額は，中間指針等に基づく被告東

電の公表賠償額を超えるものではない。 

 ５ 民事訴訟法２４８条 5 

民事訴訟法２４８条の適用に係る原告らの主張については，原告らは事実上避

難したという事情のみを主張しているにとどまり，具体的な損害の発生を基礎付

ける事実関係については何ら主張・立証していないから，そもそも損害の発生自

体を確認できない。損害の具体的内容とその発生自体が証拠によって最低限の基

礎付けすらされていない以上は，具体的な損害の発生について認めるに足りない10 

と評価するほかなく，民事訴訟法２４８条を適用する前提を明らかに欠き，同条

を適用して裁判所が裁量によって損害額を認定することはできない。仮に，その

ような損害認定を行う余地があるとしても，避難等対象者の場合には避難に伴い

通常生ずる実費等を充分に填補し得る賠償額をもって定められており，また，自

主的避難等対象者についても，本件事故と相当因果関係のあると考えられる生活15 

費増加分や避難費用については通常生ずると考えられる相当な範囲において既

に賠償されているから，これらの既払金を超える財産的損害の発生についての特

段の個別的立証がされない以上，被告東電が裁判外で原告らに賠償している既払

金を超える財産的損害が生じているとは評価し得ない。 

したがって，原告らの上記主張，立証の内容，程度に基づいて，被告東電が原20 

告らに提示し賠償している賠償額を超える原子力損害が，原告らに現実かつ具体

的に生じているとは評価できない。 

６ 弁済の抗弁 

⑴ 被告東電が避難等対象者，自主的避難等対象者，福島県県南地域に住居があ

った者で１８歳以下であった者及び妊娠していた者について賠償した精神的25 

損害等の賠償金のうち，精神的損害等の賠償として行われているものについて
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は，いずれも生活費の増加分等の損害について斟酌した包括慰謝料としての性

質を有する。そして，このような包括慰謝料の考え方は，不法行為に基づく損

害賠償請求における訴訟物の考え方とも何ら矛盾しない。 

⑵ 本件事故に基づく避難等に係る精神的損害と財産的損害の損害賠償請権は

一つの訴訟物を構成するものであって，弁済としては，仮に特定の項目に対す5 

るものとして支払われた場合であっても，それは他の項目には充当しないとの

趣旨で弁済されたものでない限り，当然別の損害項目に対する弁済に充てられ

るものであるから，原告らの精神的損害と財産的損害の請求に対しては，本件

事故と相当因果関係が認められる損害の有無及び範囲を判断した上で，その認

定額の総額に対して被告東電の既払金の総額が充当され，控除されるべきであ10 

る。とりわけ，被告東電が賠償した包括慰謝料については，財産的損害の一部

の賠償が含まれているものであるが，包括慰謝料としての性質として両者を金

額上分別することは不可能であり，また，精神的損害と財産的損害が別個の訴

訟物を構成するものではないことに鑑みれば，両者を分別することの実益もな

いと解される。 15 

⑶ 以下のとおり，被告東電による弁済の抗弁は，世帯単位で提出することが認

められるべきである。 

避難生活に伴い本件事故と相当因果関係のある生活費増加分等の財産的損

害が生じた場合，その損害世帯内の誰に生じたのかを厳密に峻別・特定するこ

とが困難な場合が多く，支出の実情としては，世帯全体で生じた損害と評価す20 

ることが実態に合致している。また，原告らは，原告ら各人の一人一人の財産

的損害額を算出するに当たり，原告らの世帯に生じたと主張する各項目の財産

的損害の総額を世帯の構成員の人数で機械的に除することによって算出した

金額を当該世帯を構成する原告ら各人の財産的損害として請求しており，かか

る請求は，世帯に生じた財産的損害を世帯単位で請求しているという実質を有25 

する。 
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ＡＤＲ手続においても，財産的損害について，世帯に生じた損害であるとし

て取り扱った上で，和解認容額の総額から世帯に対して既に支払われた賠償額

の総額を控除するという取り扱いがされており，当該原告と被告東電がこのよ

うな和解を受諾することにより当該原告は生活費増加分等の財産的損害につ

いて世帯に生じた損害として賠償されることを了解している。 5 

また，実際上世帯に生じた損害として個々人に結び付けられずにＡＤＲ手続

上取り扱われている財産的損害について，被告東電としては世帯内のどの原告

個人にいくらを割り付けて弁済の抗弁を主張すればよいのかが明らかではな

く，個人単位での弁済の抗弁を提出すること自体が不可能である。したがって，

ＡＤＲ合意を経由した世帯については，世帯単位での弁済の抗弁が認められる10 

べき実質がある（なお，乙共３３１号証において弁済の相手方を記載した「原

告」欄には具体的な原告名を記載しているが，これは便宜的に世帯の代表者名

を記載したものである。）。また，ＡＤＲ手続を経由していない原告らについて

も，原告ら自身が本件訴訟において世帯単位での財産的損害を請求しているこ

と，ＡＤＲ手続における世帯単位での賠償の実績が広く受け入れられており，15 

世帯単位での弁済充当をすることによって当該原告らに不測の不利益が生じ

るとは解されないこと等からすれば，世帯単位での弁済の抗弁が認められるべ

きである。 

⑷ 原告らは，ＡＤＲ手続においては，自主的避難等対象区域の避難者らに支払

われた賠償金の性質について，大人が４万円，妊婦又は子供については２０万20 

円を精神的損害とし，その余を財産的損害として整理しているように，被告東

電の直接請求手続における精神的損害等の賠償は，包括慰謝料の性質を有する

ものではないと主張している。しかしながら，被告東電の自主的避難等対象者

に対する損害賠償は，中間指針等に基づく精神的損害等の賠償として行われて

おり，生活費の増加分などの損害も考慮した上での包括慰謝料として賠償され25 

ているものであるから，このような裁判外における被告東電の賠償の内容や性
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質が，ＡＤＲ手続における和解上の取扱いによって一般に変更されると解され

るものではない。したがって，被告東電の直接請求手続における精神的損害等

の賠償が包括慰謝料の性質を有するものではないとの原告らの主張は失当で

ある。また，原告らは，本件事故により生活継続利益が侵害されており，その

生活継続利益の中には財産的利益と人格的利益の双方が含まれており，それぞ5 

れ被侵害利益の具体的内容が異なることから，財産的損害と精神的損害が区別

して損害額の算定がされるべきであり，既払金の控除に関しても，両損害を区

別して判断すべきであるとも主張するが，原告らの主張は，原告らが従前から

主張する被侵害利益を包括的に把握すべきであるとする主張ともそもそも整

合しない。 10 

⑸ そして，弁済の抗弁においては，そもそも精神的損害と財産的損害の峻別が

不要であるほか，実態としても，慰謝料名目の支払であったとしても賠償は金

銭でされ，支払われた金銭は家計や生活基盤の回復に充てられることが想定さ

れるところ，同一世帯は，家計・生活基盤を共通にすることから，賠償された

金銭の充当に際して，同一世帯内の別の者に対する既払金であっても，特にそ15 

の者の固有の損害を上回る部分がある場合には，世帯の構成員全員の損害に填

補されるべきである。このような世帯単位での弁済の抗弁が認められるべきで

あって，原告らと同一の世帯であり本件訴訟で原告となっていない訴外の者に

対する被告東電の賠償についても，原告らの請求に対して弁済の抗弁が認めら

れるべきである。 20 

  ⑹ 被告東電は，原告らの世帯に対して別紙被告東電の賠償金額一覧表の「賠償

金額」欄のとおりの賠償を行っているところ，原告らの精神的損害及び財産的

損害の請求に対して，同表の「賠償金額」欄記載の金額から，原告らが本件訴

訟において請求していない不動産に係る財物損害及びＡＤＲ手続の弁護士費

用を控除した残額として，原告らの世帯に対して同表の「弁済の抗弁額」欄の25 

とおりの金額を賠償した。 
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したがって，被告東電は，原告らの請求に対して，原告らの各世帯に対して

世帯ごとに同表の「弁済の抗弁額」欄記載の各金額の弁済の抗弁を主張する。 

第３ 被告国の主張 

１ 財産的損害 

⑴ 主位的主張 5 

損害賠償制度はあくまでも被害者に生じた「損害」を填補するものであって，

原告らが支出を抑える選択肢を採用したために実際に支出しなかった費用を

填補することは，抽象的な算定方法を採用するか否かにかかわらず，「財産的

な損害」に対する「損害の填補」とはいえない。原告らが多くの被害者にとっ

て原状回復を図る上で共通するものと主張している損害は，それぞれ交通費等10 

として算定可能なものであるから，抽象的損害算定を可能ならしめる根拠には

なっていないし，それ以外のものも原告らすら具体的に指摘できないような実

体を伴わないものでしかなく，およそ損害算定の抽象化という名目で賠償額を

上乗せできるような事情とはいえない。 

原告らが本件において請求している損害のうち，財産的損害に関しては，個15 

別具体的に主張立証すべきであるにもかかわらず，原告らは独自の見解に依拠

してこれを放棄するもので，その主張にはまったく理由がない。この点を措く

としても，原告らの主張する損害項目は，原告らに共通して発生した損害とは

いえない上，損害の主張として具体性を欠いており，主張自体失当である。 

⑵ 予備的主張 20 

 否認する。 

原告らが，予備的主張においても，代表世帯を除いて，原告ごとの個別具体

的な主張立証が容易な財産的損害に関する主張立証を放棄していることは，主

位的主張と同様であって，そのような主張に理由がないことは，主位的主張に

対する被告国の主張で述べたとおりである。また，代表世帯以外の各原告世帯25 

の損害額が，当該原告世帯の属するグループの代表世帯における損害額と同一
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であることについて何ら裏付けがなく，予備的主張の主張立証構造自体に誤り

がある。 

２ 精神的損害 

  ⑴ 自主的避難等対象区域の居住者に対する賠償の考え方について 

ア 健康影響のリスクが他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいと考5 

えられるような低線量被ばくに対する不安感についての賠償の考え方 

低線量被ばくの健康影響のリスクのように他の要因による影響に隠れて

しまうほど小さいと考えられる事象に対する不安感が生じたとしても，それ

は科学的根拠を欠く極めて主観的なものというべきであり，直ちに賠償の対

象とされるべきようなものではない。 10 

裁判例は，生命・身体に対する危険について侵害を認めるには，少なくと

も危険の現実化する客観的な蓋然性を求めている。すなわち，健康リスクに

対する精神的な不安を，人格権や法的保護に値する利益への侵害と認めるに

当たっては，抽象的，主観的な危険では足りず，具体的な危険，すなわち，

客観的ないし科学的根拠により被害の生じる蓋然性を求めているというこ15 

とができる。 

   イ 自主的避難等対象区域の住民について，本件事故前以上の放射線に被ばく

したとしても，このような低線量被ばくに対する健康影響は，他の要因によ

る影響に隠れてしまうほど小さいことからすると，本件事故により自主的避

難等対象区域の住民が放射線に被ばくしたことについて不安感を抱き，精神20 

的苦痛を感じたとしても，一般不法行為法のみの観点から検討した場合には，

自主的避難等対象区域の住民が受けたであろうと推測される放射線の被ば

くは極めて小さいと評価すべきものであるから，慰謝料の発生を認める程度

の精神的損害が直ちに発生するとまではいえない。 

     したがって，自主的避難等対象区域における放射線被ばく量が健康被害を25 

伴わず，健康影響が他の要因による影響に隠れてしまうほど小さいと考えら
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れることのほか，住民のほとんどが避難しなかったこと，自主的避難等対象

区域が本件原発から遠く離れており，避難指示等の対象ではなかったこと，

本件事故当初については，自主的に避難することが一般的ではなかったこと

に照らすと，当該区域内の住民が自主的に避難したことにより生じた精神的

損害と被告国の規制権限不行使との間に直ちに相当因果関係を認めること5 

はできない。 

ウ 自主的避難等対象区域に関する中間指針等の評価について 

 中間指針等の性質 

      中間指針等は，原賠法１８条に基づき，文部科学省に設置された審査会

が，福島第一，第二原子力発電所事故に係る原子力損害について策定した，10 

原子力損害の賠償に関する紛争について原子力損害の範囲の判定の指針

その他の当該紛争の当事者による自主的な解決に資する一般的な指針で

ある。中間指針等を踏まえ，多数の和解が成立している現在，中間指針等

の果たしている役割は大きく，そして，中間指針等は，原賠法に基づく福

島第一発電所事故に関する損害賠償の範囲について，相当因果関係がある15 

ものとされる損害の範囲について指針を示している。もっとも，相当因果

関係があるものとされる損害の範囲を示すに当たっては，被災者の早期救

済のためなどの政策的観点も加味された上でその範囲を示している。 

      このため，本件においては，中間指針等の前記性質を十分に踏まえた上

で，別途，相当因果関係の存否や損害額が認定されるべきであるし，既払20 

金のある場合にはこれを損害額から控除するとともに，慰謝料の算定に当

たって，早期に十分な被害回復のされたことが考慮されるべきである。 

     自主的避難等対象区域に関する中間指針等の賠償の範囲や額が被災者

に配慮したものであること 

      中間指針第一次追補は，自主的避難や滞在を行った住民の損害賠償を検25 

討するに当たり，本件原発の状況が安定しない中で，放射線被ばくへの恐
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怖や不安，本件原発からの距離，避難指示等対象区域との近接性，自己の

居住する市町村の自主的避難の状況等を総合的に考慮し，被災者救済とい

う政策的観点も加味した上で賠償が認められるべき一定の範囲を示して

いる。 

     本件事故当初の特殊性を踏まえ，自主的避難等対象区域の住民の避難に5 

係る慰謝料を認めるとしても少額にとどまること 

      自主的避難等対象区域の住民による損害賠償請求については，本件原発

の状況が不安定であり，将来的な飛散放射線量の予測ができない状況下に

おいて万一の事態を想定して緊急避難的に避難することは正当化できる

としても，自主的避難等対象区域が広域にわたっていること，その範囲が10 

本件原発からの距離や放射線の線量に必ずしも対応していないこと等に

照らし，慰謝料を認める対象者については行政区画ごとに一律に考えるべ

きではなく，細やかな検討を要する。 

このような慰謝料額の算定に当たっては，本件事故前以上の放射線に被

ばくしたとしても，このような低線量被ばくの健康影響は，他の要因によ15 

る影響に隠れてしまうほど小さく，自主的避難等対象区域の住民について，

客観的にみて，健康被害は生じていないし，肉体的苦痛も受けていないこ

と，本件原発の状況が刻々と変化し，情報が不足していた期間はわずかで

あったこと，政府においても，予防的観点に立ちつつ，当初から情報提供

をしていたこと等も考慮して慰謝料が算定される必要がある。そして，裁20 

判例等も踏まえると，中間指針第一次追補において，自主的避難等対象区

域の滞在者に対し，子供及び妊婦に対しては１人４０万円（本件事故発生

から平成２３年１２月末までの損害として），その余の者に対して８万円

（本件事故発生当初の時期の損害として）賠償するという考え方は，種々

の議論の結果，それまでの裁判例も参照しつつ，低線量被ばくに対する不25 

安を中心に，自主的避難と滞在を分けずに初期の情報が十分でなかったこ
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と等も総合的に考慮したものであって，合理性がある。 

 自主的避難者の精神的損害は４万円を上回らないと考えられること 

      ①自主的避難をした者は，本件事故当初の滞在期間が短い分，滞在者に

比し，被ばくによる健康被害に対する不安感は小さいこと，②避難指示等

を受けず，避難を余儀なくされているとはいえない上に，避難指示等対象5 

区域の住民に比し帰還が容易なため，避難指示等対象区域内の住民よりも

一定期間内に受ける精神的苦痛が小さいことからすれば，自主的避難等対

象区域内の住民については，避難指示等対象区域の住民の受ける慰謝料と

して十分な金額である月額１０万円よりは相当に小さくなるはずである。 

以上のとおり，自主的避難等対象区域の住民についての賠償は，本件事10 

故当初の特殊性を考慮すべきであり，少なくとも避難に伴う高額な損害の

賠償を認めるのは相当ではない。 

  ⑵ 避難指示等の対象区域の居住者に対する精神的損害の賠償の考え方 

ア 避難指示等を受けて避難した者は，自主的に避難した者と異なり，避難を

余儀なくされたということができる上，避難生活が長期間に渡ったため，相15 

応な精神的苦痛を受けていると考えられるから，これについて慰謝料を認め

る余地がある。しかしながら，慰謝料額は，精神的苦痛の内容や類似事案に

おける慰謝料額等を踏まえ，適切に算定される必要がある。この点，中間指

針等において，避難指示等に係る損害として，精神的損害の賠償に係る指針

も示されているが，その内容は，交通事故における損害賠償実務や類似事案20 

の裁判例と比較すると十分な内容となっており，政策的判断も加味されてい

る。このため，本件においては，精神的損害について，中間指針等の内容を

踏まえつつも，適切な慰謝料額が算定されるべきである。また，被告国の支

援の下，被告東電が中間指針等を尊重し，適切な賠償を早期に行っているこ

とや，対象者の要望に応じて対象者が被告東電から賠償を受けるに当たって25 

必要な請求書類を送付するなどして早期の賠償に努めていることは，慰謝料
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の算定に当たっても，十分に考慮されるべきである。 

イ 避難を余儀なくされたことに伴う精神的損害について（帰還困難区域にお

ける一括賠償を除く。） 

避難者は突然の事故によって平穏な日常生活とその基盤を失い，避難によ

る不便な生活を余儀なくされるとともに，帰宅の見通しが不透明なことにつ5 

いて不安を抱くため，精神的苦痛を受けると考えられる。 

他方，避難者は本件事故による身体的障害や健康被害を負っておらず，ま

た，入通院等を余儀なくされていない。さらに，避難生活の長期化に伴い，

当面の間避難を継続することを前提とした生活基盤が整備され，避難者が避

難先の生活に徐々に適応することにより，精神的苦痛は相当に軽減されてい10 

くと考えられる。これらの事実に照らすと，避難者の受ける精神的苦痛は，

交通事故のため入通院を余儀なくされた被害者に比しても相当に小さいは

ずであり，自動車損害賠償責任保険における慰謝料（日額４２００円，月額

換算１２万６０００円）より低額であっても不合理ではない。 

中間指針等では，避難指示等の対象区域住民の受けた避難に伴う精神的苦15 

痛の損害額として，本件事故から６か月（第１期）は一人月額１０万円，そ

の後の避難指示区域の見直し時点まで（第２期）は一人月額５万円（なお，

第２期については実際には一人月額１０万円が支払われている。），その後の

終期まで（第３期）は避難指示解除準備区域，居住制限区域に設定された地

域は一人月額１０万円を目安として賠償することとされている。このような20 

中間指針等の内容は，生活費増が費用が含まれているとしても十分なもので

ある。加えて，前記の損害算定期間の終期について，中間指針等では①避難

指示区域については，解除等から１年間を当面の目安とする，②平成２３年

９月に区域指定が解除された緊急時避難準備区域については支払終期は平

成２４年８月末までを目安とする，③特定避難勧奨地点については，避難指25 

示等の解除後３か月間を当面の目安とするとされており，帰還やその後に安



70 

 

定した生活を営むために一定の期間を要することを踏まえても，中間指針等

では十分な慰謝料額が認められているということができる。 

   ウ 帰還困難区域の住民に対する一括払いの慰謝料について  

中間指針等では，帰還困難区域の住民が受けた精神的苦痛の損害額として，

前記の第１期及び第２期分に加え，中間指針第二次追補で一人６００万円，5 

中間指針第四次追補で一人１０００万円を目安とするとされている（ただし，

支給調整があり，第３期の始期が平成２４年６月の場合の加算額は７００万

円とされる。）。 

このような中間指針等の内容は，交通事故における後遺障害慰謝料等の裁

判例に比しても，十分なものと考えられる。 10 

  ⑶ 区域外居住者の精神的苦痛に対する賠償 

    避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域以外の区域では，自主的避難

等対象区域と同様，１年間の積算線量が２０ミリシーベルトに達するおそれが

なく，本件事故前以上の放射線に被ばくしたとしても，このような低線量被ば

くの健康影響は，他の要因による影響に隠れてしまうほど小さい。このような15 

区域外居住者が放射線被ばくによる健康被害に対する精神的苦痛を感じたと

しても，それは危険の現実化する客観的な蓋然性を伴わない漠然とした恐怖感

や不安感程度のものにほかならず，慰謝料の発生を認める程度の精神的苦痛と

はいえない。したがって，区域外居住者に対する相当因果関係のある損害に基

づく賠償として直ちに認めることはできない。 20 

⑷ ふるさと変容慰謝料について 

原告らが主張するふるさとの喪失による精神的損害は，中間指針等で示され

た賠償の対象となっている精神的損害に含まれていると考えられるため，特段

の事情がない限り，原告らが中間指針等の範囲を超えて慰謝料の支払を求める

ことはできない。 25 
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 ３ 避難の相当性について 

  ⑴ 避難指示等対象区域について  

    避難指示等対象区域は，被告国又は地方公共団体により，避難指示が出され

たり，計画的に避難を準備したり，緊急時には避難できるように準備すること

が要請された区域である。 5 

住民が避難指示を受けた場合は通常これに従うべきであり，避難を要請され

た区域についてもこれに従うことが期待されるため，これらの点を踏まえると，

当該区域内の住民は，通常の場合，避難することになると考えられる。被告国

は，避難指示区域，計画的避難区域，緊急時避難準備区域に避難元住所を有す

る原告らが避難指示又は緊急時避難準備の要請に基づいて避難した場合につ10 

いては，損害との関係でその避難の相当性を争うものではない。そのため，仮

に，被告国の公務員の行為に違法性が認められた場合には，避難に伴って生じ

た損害は，避難に必要かつ相当と認められる限り，上記行為との間に相当因果

関係のある損害と認められるとしてもあながち不合理とはいえない。 

  ⑵ 自主的避難等対象区域及びそれ以外の避難の指示の対象となっていなかっ15 

た区域（区域外）について 

自主的避難等対象区域や区域外に避難元住所を有する原告らについては，原

則として避難ないし避難継続の相当性を争う。 

ア 自主的避難等対象区域について 

  基本的考え方 20 

 損害賠償における因果関係を論じるときに，その避難が必要かつ相当で

あったというためには，避難開始時において，本件事故そのものによる不

安や恐怖が，一般人を基準としてみた場合においても避難することを決断

するに足りる程度に至っていると判断できること，すなわち，放射線被ば

くによる健康被害が合理的に懸念される状況があったことを必要とする。  25 

本件事故後，放射線量のモニタリングは，平成２３年３月１２日又は同



72 

 

月１３日頃から，福島県や被告国が実施し，同月１６日からそのデータが

公表され，同月２５日からはそのデータの原子力安全委員会による評価結

果が公表された。そして，被告国は，これらのモニタリング情報を踏まえ

て，同年４月２２日に避難指示，計画的避難，緊急時避難準備の指示を行

ったところ，これは，住民に対して放射線量や放射線被ばくの影響に関す5 

る情報を適切に提供したものであるとともに，避難指示等対象区域がおお

むね特定されることで，避難指示等対象区域以外の区域については避難を

必要とする状況にないことを示したものである。そうすると，遅くとも平

成２３年４月２２日時点においては，「生活圏内の空間放射線量や放射線

被ばくによる影響等に関する情報がある程度入手できるようになった状10 

況」に至ったというべきである。 

     本件事故から平成２３年４月２１日までの避難開始者について 

    ａ 自主的避難等対象区域が避難元住所である者のうち，本件事故から平

成２３年４月２１日までの間に避難を開始した者については，放射線被

ばくによる健康被害に対する合理的な懸念が形成される状況であった15 

といえるときに，避難の相当性が認められる。 

    ｂ 本件事故直後においては，本件原発及び福島第二原子力発電所からの

距離を基準に避難指示区域等が設定され，本件事故や本件事故により放

出された放射性物質の影響が，基本的に本件原発や福島第二原子力発電

所から離れるに従って小さくなることは，一般人においても理解できた20 

ものである。したがって，本件事故直後の避難の相当性に関しては，避

難元住所と本件原発及び福島第二原子力発電所との間の距離が重要な

要素になるというべきである。 

そして，避難指示区域や屋内退避指示区域は，緊急時被ばく状況にお

ける放射線量の基準値である年２０から１００ミリシーベルトのうち，25 

その下限値の年２０ミリシーベルトを指標として，これを超える地域に
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ついて計画的な避難を実施するとの方針のもとで適切に設定された。 

これに対し，自主的避難等対象区域は，本件原発からの距離が３０㎞

から約１００㎞までの広範囲にわたる地域であり，また，本件事故直後

の時期においても，本件原発から半径３０㎞より以遠の地域については，

放射線量が健康に影響が出るレベルではない旨の専門家の見解等の情5 

報が，新聞報道等によって多数提供されていた。このような事情からす

れば，本件事故直後であっても，自主的避難等対象区域からの避難を相

当とする合理的懸念が形成されていたとは直ちにはいえず，本件事故直

後から平成２３年４月２１日までの段階においても，自主的避難等対象

区域内の住民が避難を選択するのが一般的であったというべきではな10 

い。 

以上によれば，自主的避難等対象区域を避難元住所とする者について

は，平成２３年４月２１日までに避難を開始した者であっても，当然に

避難の相当性が認められるものではなく，避難元住所が自主的避難等対

象区域のうち屋内退避指示区域に隣接していて本件原発との距離が近15 

いかどうかや，放射線への感受性が高い可能性があることが一般に認識

されている子供や妊婦が世帯内にいるかどうかなどの諸事情を考慮に

入れて，個別的に判断されるべきである。 

     ｃ 自主的避難等対象区域は年間積算線量が２０ミリシーベルトに達し      

ない区域であるところ，年２０ミリシーベルトを基準として避難指示等20 

を行った被告国の対応は上記のとおり適切であり，これは，原災本部が

平成２３年１２月には自主的避難等対象区域を含め，避難指示等対象区

域外の区域については放射線被ばくによる健康被害を理由とした居住

制限が必要ない旨を表明したことによっても裏付けられている。そうす

ると，自主的避難等対象区域等の避難の相当性が認められる場合であっ25 

ても，避難を継続する相当性が認められるのは，原則として平成２３年
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４月２２日までであり，子供や妊婦である等の個別事情によって，それ

以降も避難継続の相当性が認められる余地があるとしても，同年１２月

末までというべきである。 

     平成２３年４月２２日以降の避難開始者について 

      遅くとも平成２３年４月２２日には，生活圏内の空間放射線量や放射線5 

被ばくによる影響等に関する情報がある程度入手できる状況に至ってい

たものであるから，自主的避難等対象区域に避難元住所があり，同日以降

に避難を開始した者については，避難開始時における生活圏内の空間放射

線量等に照らし，放射線被ばくによる健康被害に対する懸念が合理的に形

成される状況にあったと評価し得る場合に限って，避難の相当性が認めら10 

れる。 

この点，自主的避難等対象区域は，本件事故後年間積算線量が２０ミリ

シーベルトを超えたことがない区域であり，そのような年２０ミリシーベ

ルト以下の低線量被ばくは健康被害を懸念するレベルのものではない。そ

して，被告国は，平成２３年４月２２日，年間積算線量２０ミリシーベル15 

トを基準に避難指示等を行うこととしてその旨を公表し，避難指示等対象

区域を設定したのであって，翻って，自主的避難等対象区域については避

難の必要がないことを示していた。 

これらの事情を踏まえると，平成２３年４月２２日以降，自主的避難等

対象区域において，なお放射線被ばくによる健康被害を懸念し，その恐怖20 

や不安から避難を選択するということが，一般人を基準としてみた場合に

合理的であるということはできず，避難元住所近傍の放射線量が年間積算

線量２０ミリシーベルトにどれだけ近い値であったか，それが増大する見

込みであったか，子供や妊婦であったかなどの個別事情によって，例外的

に避難の相当性を認める余地があるにとどまるというべきである。 25 

したがって，自主的避難等対象区域に避難元住所があり，平成２３年４
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月２２日以降に避難を開始した者については，原則として避難の相当性が

認められず，避難元住所近傍の放射線量，子供や妊婦であるかなどの個別

事情いかんによって，例外的に避難の相当性を認める余地があるにとどま

るというべきである。なお，そのような避難につき相当性が認められると

しても，平成２４年１月以降については，上述のとおり避難継続の相当性5 

を欠く。 

   イ 区域外からの避難及び避難継続の相当性      

区域外は，年間積算線量が２０ミリシーベルトに達しない区域であり，被

告国による避難指示・避難要請等がなかった点で自主的避難等対象区域と同

じであるから，区域外からの避難及び避難継続の相当性については，自主的10 

避難等対象区域について述べたところが妥当する。 

⑵  一般人のリスク認知は経験的システムによるとの原告らの主張について 

 原告らは，一般人たる原告らが経験的システムを用いて本件事故の被災地に

居住し続けることを危険であると判断し，本件事故とそれに伴う放射性物質の

飛散によって，原告らが被ばくによる健康被害の恐怖・不安を感じることは極15 

めて合理的なことであり，これによって発生した損害について被告らが賠償す

る責任を負うこととなると主張し，その主張に際しＵ氏の意見書及び証人調書

を提出するが，それは人の考え方の傾向を一般化して科学的に分析しただけで，

人の考えた内容それ自体が合理的かどうかを直接導き出すものではなく，損害

賠償の対象となる損害の範囲を論じるに当たって有益性が乏しいというべき20 

である。 

 ４ 被告東電と被告国の賠償責任の範囲 

   仮に被告国の規制権限不行使について，国家賠償法 1条 1項の違法性が認めら

れるとしても，これと被告東電の不法行為は，共同不法行為とはならず，単に不

法行為が競合しているにすぎないことから，被告国の責任の範囲は第一次的責任25 

者である被告東電に比して相当程度限定されたものになるべきである。 
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５ 弁済の抗弁  

被告東電による次の主張を援用する。 

被告東電は，原告らの世帯に対して，別紙被告東電の賠償金額一覧表の「賠償

金額」欄のとおりの賠償を行い，原告らの精神的損害及び財産的損害の請求に対

して，同表の「賠償金額」欄記載の金額から，原告らが本件訴訟において請求し5 

ていない不動産に係る財物損害及びＡＤＲ手続の弁護士費用を控除した残額と

して，原告らの世帯に対して同表の「弁済の抗弁額」欄のとおりの金額を賠償し

ている。したがって，被告東電は，原告らの請求に対して，原告らの各世帯に対

して，世帯ごとに同表の「弁済の抗弁額」欄記載の各金額の弁済の抗弁を主張す

る。 10 

第４章 当裁判所の判断 

第１節 被告国の責任 

第１ 規制権限の有無 

１ 判断枠組み 

経済産業大臣の規制権限の不行使が国家賠償法１条１項の適用上違法となる15 

のは，炉規法や電気事業法の趣旨，目的や，その権限の性質等に照らし，権限を

行使すべきであったとされる当時の具体的事情の下において，その不行使が許容

される限度を逸脱して著しく合理性を欠くときに限られると解するのが相当で

ある（最高裁平成元年１１月２４日第二小法廷判決・民集４３巻１０号１１６９

頁，最高裁平成７年６月２３日第二小法廷判決・民集４９巻６号１６００頁，最20 

高裁平成１６年４月２７日第三小法廷判決・民集５８巻４号１０３２頁，最高裁

平成１６年１０月１５日第二小法廷判決・民集５８巻７号１８０２頁，最高裁平

成２６年１０月９日第一小法廷判決・民集６８巻８号７９９頁参照）。 

本件では，経済産業大臣が，本件事故前に，被告東電に対し，原告らが主張す

る措置を講じるよう技術基準適合命令を発しなかったことは争いがない。そこで，25 

経済産業大臣が技術基準適合命令を発しなかったことについて，①技術基準適合
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命令を発する権限があったか，②発しなかったことについて著しく合理性を欠く

といえるか否かを検討する。 

２ 法令の趣旨，目的 

  ⑴ 原子力基本法 

    平成１４年当時の原子力基本法は，１条において，「この法律は，原子力の研5 

究，開発及び利用を推進することによって，将来におけるエネルギー資源を確

保し，学術の進歩と産業の振興とを図り，もって人類社会の福祉と国民生活の

水準向上とに寄与することを目的とする。」と規定し，２条において，「原子力

の研究，開発及び利用は，平和の目的に限り，安全の確保を旨として，民主的

な運営の下に，自主的にこれを行うものとし，その成果を公開し，進んで国際10 

協力に資するものとする。」と規定しており，「安全の確保を旨として」原子力

を利用することを基本方針としていた。 

  ⑵ 炉規法 

    平成１４年当時の炉規法は，１条において，「この法律は，原子力基本法（昭

和３０年法律第１８６号）の精神にのっとり，核原料物質，核燃料物質及び原15 

子炉の利用が平和の目的に限られ，かつ，これらの利用が計画的に行われるこ

とを確保するとともに，これらによる災害を防止し，及び核燃料物質を防護し

て，公共の安全を図るために，製錬，加工，貯蔵，再処理及び廃棄の事業並び

に原子炉の設置及び運転等に関する必要な規制等を行うほか，原子力の研究，

開発及び利用に関する条約その他の国際約束を実施するために，国際規制物資20 

の使用等に関する必要な規制等を行うことを目的とする。」と規定し，２３条

１項１号において，実用発電用原子炉を設置しようとする者は経済産業大臣の

許可を受けなければならないと定め，２４条１項４号において，経済産業大臣

は，原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質，原子炉等による災害の防

止上支障がないと認めるときでなければ，上記許可をしてはならないと定めて25 

いた。このように，同法は，原子力基本法に定める基本方針を受け，災害の防
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止上支障がないと認められる場合に限って原子炉の設置を認めることとして，

原子炉等による災害を防止しようとしていたものであった。 

⑶ 電気事業法 

    電気事業法は，１条において，「この法律は，電気事業の運営を適正かつ合理

的ならしめることによって，電気の使用者の利益を保護し，及び電気事業の健5 

全な発達を図るとともに，電気工作物の工事，維持及び運用を規制することに

よって，公共の安全を確保し，及び環境の保全を図ることを目的とする。」と規

定し，電気工作物の維持，運用等を規制することによって，公共の安全を確保

し，環境の保全を図ることを目的とすることを明らかにしている。そして，平

成１４年当時の同法は，３９条１項において「事業用電気工作物を設置する者10 

は，事業用電気工作物を経済産業省令で定める技術基準に適合するように維持

しなければならない。」と規定し，同条２項１号において，技術基準の要件の一

つとして，事業用電気工作物は人体に危害を及ぼさないようにすることを求め

ていた。これを受けて，平成１４年当時の同法４０条は，「経済産業大臣は，事

業用電気工作物が前条第１項の経済産業省令で定める技術基準に適合してい15 

ないと認めるときは，事業用電気工作物を設置する者に対し，その技術基準に

適合するように事業用電気工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，若しく

はその使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制限することができ

る。」と規定し，経済産業大臣は事業用電気工作物が技術基準に適合していな

いと認めるときは，いわゆる技術基準適合命令を発することができることとし20 

ていた。このように，同法は，技術基準の策定及び適合命令の発令という仕組

みを設けることによって，事業用電気工作物の安全性を確保しようとしていた。 

⑷ 省令６２号 

    平成１４年当時の省令６２号は，４条１項において，「原子炉施設並びに一

次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が25 

地すべり，断層，なだれ，洪水，津波又は高潮，基礎地盤の不同沈下等により
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損傷を受けるおそれがある場合は，防護施設の設置，基礎地盤の改良その他の

適切な措置を講じなければならない。」と規定し，津波によって原子炉施設等

が損傷を受けることのないように，適切な措置を講じることを求めていた。 

３ 技術基準適合命令の可否 

   以上の各法令の規定及び趣旨に照らすと，平成１４年当時においても，電気事5 

業法４０条所定の技術基準適合命令は，原子力発電所の安全性を確保するために

発することが想定されていたというべきである。そうすると，経済産業大臣は，

原子炉施設の一部である非常用電源設備が津波により損傷を受けるおそれがあ

る場合には，原子炉施設の設置者に対し，防護施設の設置その他の適切な措置を

講じるよう技術基準適合命令を発することができたものと解するのが相当であ10 

る。 

   そして，本件原発は，電気事業法にいう「事業用電気工作物」に当たるから，

これが省令６２号所定の技術基準に適合しない場合には，経済産業大臣は技術基

準適合命令を発することができたというべきである。 

４ 被告国の主張について 15 

   これに対し，被告国は，本件事故前においては，実用発電用原子炉施設に関す

る安全規制は段階的な安全規制の考え方を前提としており，基本設計ないし基本

的設計方針の安全性に関わる事項について技術基準適合命令により規制するこ

とはできなかったと主張する。 

   しかしながら，炉規法や電気事業法が段階ごとに安全規制をするという仕組み20 

を採用しているからといって，基本設計ないし基本的設計方針の安全性に関わる

事項について技術基準適合命令を発することができないと解することはできな

い。その理由は，次のとおりである。 

そもそも，技術基準適合命令について定める電気事業法４０条は，事業用電気

工作物が技術基準に適合することを求めるのみであって，同条には，技術基準適25 

合命令が基本設計ないし基本的設計方針の安全性に関わる事項に限られる旨の
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文言はない。そして，同条を受けて制定された省令６２号においても，このよう

な限定をする旨の文言や規定は存しない。実質的に考えても，一旦設置許可を得

た原子炉施設であっても，その後の科学的知見の進展に伴い基本設計ないし基本

的設計方針の安全性を見直すべき事態が生ずることは当然に予想されるのであ

って，このような場合であっても経済産業大臣が技術基準適合命令を発すること5 

ができないとすれば，原子炉施設の安全性を確保しようとする原子力基本法，炉

規法，電気事業法，省令６２号の理念が没却されることになり，極めて不合理な

結果となる。 

そうすると，炉規法や電気事業法が段階的安全規制の仕組みを採用しているこ

とは，基本設計ないし基本的設計方針の安全性に関わる事項について技術基準適10 

合命令を発することの妨げになるものではないと解するのが相当である。 

第２ 予見義務及び予見可能性 

１ 認定事実 

⑴ 長期評価公表前 

ア ４省庁報告書 15 

 農林水産省構造改善局，農林水産省水産庁，運輸省港湾局，建設省河川局

は，平成９年３月，４省庁報告書を作成した。 

 ４省庁報告書は，総合的な津波防災対策計画を進めるための手法を検討す

ることを目的として，推進を図るため，太平洋沿岸部を対象として，過去に

発生した地震・津波の規模及び被害状況を踏まえ，想定し得る最大規模の地20 

震を検討し，それにより発生する津波について，津波数値解析を行い，津波

高の傾向や海岸保全施設との関係について概略的な把握を行ったものであ

る。４省庁報告書では，津波防災計画策定の前提となる対象津波については，

既往最大の津波を原則としつつ，津波を伴う地震の発生の可能性が指摘され

ているような沿岸地域については，想定し得る最大規模の地震津波を検討し，25 

既往最大津波との比較検討を行った上で，常に安全側の発想から沿岸津波水
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位のより大きい方を対象津波として設定するものとされていた。もっとも，

津波数値解析計算は，計算過程等を一部簡略化しており，精度の高いもので

はないし，様々な仮定に基づいて計算されたものであった。 

 ４省庁報告書では，本件原発が所在する福島県大熊町の想定地震津波は６．

４ｍとされていた。（以上につき，甲Ａ１０の１，２〔１４８頁〕，甲Ａ７５5 

〔２丁，４２頁〕） 

イ ７省庁手引き，津波浸水予測図 

 国土庁，農林水産省構造改善局，農林水産省水産庁，運輸省，気象庁，

建設省，消防庁は，平成９年３月，７省庁手引きを作成した。７省庁手引

きは，行政機関が，地域防災計画における津波対策の強化を図るため，津10 

波防災対策の基本的な考え方，津波に係る防災計画の基本方針並びに策定

手順等について取りまとめたものである。（甲Ａ８，７６〔３〕） 

 ７省庁手引きは，津波防災計画の前提として設定される対象津波につい

て，従来は，既往最大の津波を採用することが多かったところ，地震地体

構造論，既往地震断層モデルの相似則等の理論的考察の進歩や地震観測技15 

術の進歩に伴い，将来起こり得る地震や津波を過去の例に縛られることな

く想定することも可能となってきていることから，既往最大津波と想定地

震津波を比較した上で常に安全側になるよう，沿岸津波水位のより大きい

方を対象津波として設定したものであった。（甲Ａ８〔３０〕，７６〔３０〕） 

 また，７省庁手引きの別冊として「津波災害予測マニュアル」が作成さ20 

れており，同マニュアルでは，津波数値計算には至る所で誤差が入り込み

得るから，計算結果を利用するに当たっては，その利用目的ごとに判断す

ることが重要であることが指摘されている。（甲Ａ９，１１５） 

 国土庁と財団法人日本気象協会は，平成１１年３月，「津波災害予測マ

ニュアル」に基づき，「津波浸水予測図」を作成，公表した。「津波浸水予25 

測図」は，対象区域ごとに気象庁から発表される量的津波予報で予報され
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た津波の高さ２ｍ，４ｍ，６ｍ，８ｍに対応する浸水状況を予測したもの

であり，それによれば，本件原発１～４号機は，津波の高さが６ｍ，８ｍ

の場合，建屋のほぼ全体において浸水深さ０～４ｍで浸水すると予測され

ていた。（丙Ａ５４，弁論の全趣旨） 

ウ 電事連ペーパー 5 

電気事業連合会は，平成９年１０月１５日付けで，７省庁手引き等に対す

る原子力事業者としての対応方針を定めた「７省庁津波に対する問題点及び

今後の対応方針」（電事連ペーパー）を作成した。（甲Ａ１４４） 

電事連ペーパーでは，７省庁手引きにおいて，地震地体構造的見地から想

定される最大規模の地震津波を考慮していることから，今後は，必要に応じ10 

て地震地体構造の地震津波も検討条件として取り入れる方向で検討・整備し

ていく必要がある旨記載されている。 

被告東電は，４省庁報告書の想定地震断層モデルに基づいて数値シミュレ

ーションを実施し，本件原発が立地する双葉町・大熊町において，推計津波

高さが平均でＯ．Ｐ．＋６．４～６．８ｍ，最大でＯ．Ｐ．＋７．０～７．15 

２ｍであるとの結果が出たことから，本件原発の安全性には問題がないと結

論付けた。（甲Ａ１５３） 

エ 津波評価技術 

 平成１１年，原子力施設の津波に対する安全性評価技術の体系化及び標

準化について検討を行うことを目的として，社団法人土木学会原子力土木20 

委員会に津波評価部会が設置された。津波評価部会の主査はＨが務め，委

員はＣ，Ｇら地震学者や被告東電等の各電気事業者の研究従事者等によっ

て構成されていた。（甲Ａ７の１，弁論の全趣旨） 

 土木学会原子力土木委員会は，平成１４年２月，「原子力発電所の津波

評価技術」（津波評価技術）を作成した。（甲Ａ７の１～３） 25 

 津波評価技術は，既往津波の痕跡高を最もよく説明する断層モデルを基
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に，津波をもたらす地震の発生位置や発生様式を踏まえたスケーリング則

に基づき，想定するモーメントマグニチュード（Ｍｗ）に応じた基準断層

モデルを設定し，その上で，想定津波の波源の不確定性を設計津波水位に

反映させるため，基準断層モデルの諸条件を合理的範囲内で変化させた数

値計算を多数実施し（パラメータスタディ），その結果得られた想定津波5 

群の波源の中から評価地点に最も影響を与える波源を選定する。既往津波

には，おおむね過去４００年間の歴史資料や堆積物調査の結果によって判

明しているものを取り込んでいる。この手法によって得られる設計想定津

波は，平均的には，既往津波の痕跡高の２倍になっていた。（乙Ａ４の１

〔１８〕，丙Ａ７８〔１１〕，弁論の全趣旨） 10 

 各電気事業者は，津波評価技術の発表後，これに基づいて自主的に津波

評価を行い，保安院に結果を報告した。被告東電は，平成１４年３月，「東

京電力株式会社 福島第一原子力発電所 福島第二原子力発電所 津波

の検討－土木学会「原子力発電所の津波評価技術」に関わる検討－」によ

り，津波評価技術に従った数値シミュレーションを行った結果を報告した。15 

同報告書によれば，最大水位上昇量に朔望平均満潮位を考慮した設計津波

最高水位は，本件原発では近地津波でＯ．Ｐ．＋５．４～５，７ｍ，遠地

津波でＯ．Ｐ．＋５．４～５．５ｍであった。 

なお，被告東電が，耐震バックチェックの最終報告書を提出するに当た

り，平成２１年２月に最新の海底地形と潮位観測データを考慮して津波評20 

価技術に基づく計算を行ったところ，本件原発における津波の潮位はＯ．

Ｐ．＋５．４～６．１ｍであった。（以上につき，甲Ａ１の１〔３８１〕，

乙Ａ４の１〔１９〕，乙Ａ１０，丙Ａ２６） 

 原子力規制機関も，原子炉の設置許可処分に先立つ審査の際に，津波評

価技術の考え方と同様の考え方を用いて津波に対する安全性を確認して25 

いた。保安院が平成１８年にバックチェックルールに基づいて耐震バック
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チェックを指示した際も，津波に対する安全性の確認基準は津波評価技術

の考え方を踏まえて作成された。（甲Ａ１の１〔３８９〕，丙Ａ７７の１〔７〕，

９６〔３〕，１８０〔４，５，３９～４１〕，丙Ｂ６５） 

また，本件事故後に策定された原子力発電所の新規制基準である「基準

津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」においても，津波評価技術の5 

考え方が採用されている。（丙Ｃ７１，弁論の全趣旨） 

 米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）が２００９年（平成２１年）に作成し

た報告書では，津波評価技術が「世界で最も進歩しているアプローチ」と

評価され，ＩＡＥＡが２０１１年（平成２３年）１１月に公表した報告書

においても，基準の例として参照されている。（丙Ａ３５〔５９〕，３６〔１10 

１３～１１６〕） 

⑵ 長期評価 

ア 長期評価の概要 

 平成７年に発生した阪神・淡路大震災を契機とし，地震防災対策特別措

置法が成立し，同法に基づき，総理府に推進本部が設置された。（甲Ａ２15 

１，丙Ａ４３，１０２） 

  推進本部は，本部長（文部科学大臣）と本部員から構成され，その下に

関係機関の職員及び学識経験者から構成される地震調査委員会と政策委

員会が設置されている。地震調査委員会には長期評価部会が設置され，同

部会には更に分科会があり，その中の１つである海溝型分科会の当時の委20 

員は，主査がＪであり，委員はＫ，Ｃ，Ｎら地震・津波の研究者が務めて

いた。推進本部の所掌事務は，地震に関する観測，測量，調査及び研究の

推進について，①総合的かつ基本的な施策の立案，②関係行政機関の予算

等の事務の調整，③総合的な調査観測計画の策定，④関係行政機関，大学

等の調査研究結果等の収集，整理，分析及び総合的な評価，⑤④の評価に25 

基づく広報の５つである。（甲Ａ２１，丙Ａ４３，弁論の全趣旨） 
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  推進本部は，平成１１年４月２３日，「地震調査研究の推進について」と

題する報告書において，総合的かつ基本的な施策を策定し，活断層調査，

地震の発生可能性の長期評価，強震動予測等を統合した地震動予測地図の

作成を，当面推進すべき地震調査研究の主要な課題の一つと位置付けた。

その上で，推進本部は，全国地震動予測地図の作成に向け，地震調査委員5 

会において日本全国９８の活断層と海溝型地震の長期評価の検討・公表を

順次行っていくこととした。（丙Ａ９８，１０２） 

 海溝型分科会での多数回にわたる議論を経て，推進本部地震調査委員会

は，平成１４年７月３１日，「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長

期評価」（長期評価）を公表した。（甲Ａ６，１０９の１～５） 10 

  その概要は，次のとおりである（以下「長期評価の見解」という。）。（甲

Ａ６〔４，９，１３，１８〕） 

ａ 発生場所 

三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域については，過去にＭ８クラ

スの地震がいくつか知られている。日本海溝付近のプレート間で発生し15 

たＭ８クラスの地震は１７世紀以降では，１６１１年の慶長三陸地震，

１６７７年１１月の延宝房総沖地震，１８９６年の明治三陸地震が知ら

れている。しかし，過去の同様の地震の発生例は少なく，このタイプの

地震が特定の三陸沖にのみ発生する地震であるとは断定できないので，

同じ構造を持つプレート境界の海溝付近に，同様に発生する可能性があ20 

る。 

ｂ 発生確率 

 Ｍ８クラスのプレート間の大地震は，過去４００年間に３回発生して

いることから，この領域全体では約１３３年に１回の割合で大地震が発

生すると推定される。ポアソン過程により，今後３０年以内の発生確率25 

は２０％程度，今後５０年以内の発生確率は３０％程度と推定される。 
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ｃ 留意事項 

 長期評価には，「データとして用いる過去地震に関する資料が十分に

ないこと等による限界があることから，評価結果である地震発生確率や

予想される次の地震の規模の数値には誤差を含んでおり，防災対策の検

討など評価結果の利用に当たってはこの点に十分留意する必要がある。」5 

とのなお書きが記載されている。 

⑶ 長期評価公表後 

ア 被告国の被告東電に対するヒアリング 

 保安院の原子力発電安全審査課耐震班は，長期評価の公表直後の平成１４

年８月５日以後，長期評価の見解に対する対応方針等につき被告東電の担当10 

者からヒアリングを行った。その際，保安院の原子力発電安全審査課耐震班

が，被告東電の担当者に対し，長期評価の見解に基づき，福島沖から茨城沖

の領域で津波地震が発生した場合のシミュレーションを行うべきであると

述べたのに対し，被告東電の担当者は，ＢＣ論文（下記⑷イ参照）に基づき

その必要はないと説明した。その後，被告東電は，Ｃに長期評価の見解の理15 

学的根拠の程度について問合せを行い，その回答を踏まえ，長期評価の見解

を決定論的安全評価には取り入れず，確率論的安全評価の中で取り入れてい

く方針であると報告し，保安院もこれを了解した。（丙Ａ９６〔２～１２〕） 

イ 信頼度の公表 

 平成１４年８月２６日開催の推進本部第２１回政策委員会において，防20 

災機関が長期評価の利用についての検討を行う際には，その精粗に関する

情報が必要であるとの意見が出された。これを契機に，推進本部は，長期

評価の信頼度の公表に関する検討を開始し，長期評価に信頼度を付すこと

となった。（丙Ａ６５，１０８～１１０） 

 推進本部は，平成１５年３月２４日，「プレートの沈込みに伴う大地震25 

に関する長期評価の信頼度について」を公表した。その概要は，次のとお
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りである。（丙Ａ７） 

ａ 評価の信頼度は，想定地震の発生領域，規模，発生確率のそれぞれの

評価項目について与える。 

ｂ 評価の信頼度は，評価に用いたデータの量的・質的充足性などから，

評価の確からしさを，次のようにＡからＤの４段階で表す。 5 

Ａ：（信頼度が）高い，Ｂ：中程度，Ｃ：やや低い，Ｄ：低い 

ｃ 発生領域の評価の信頼度については，想定地震と同様な地震が発生す

ると考えられる領域を１つの領域とした場合では，想定地震と同様な地

震が領域内で４回以上発生しており今後も領域内のどこかで発生する

と考えられる場合がＢ，１～３回しか発生していない場合がＣ，０回の10 

場合がＤとなる。 

ｄ 規模の評価の信頼度については，想定地震と同様な地震が３回以上発

生している場合がＡ，１，２回発生している場合がＢ，過去に参照でき

る地震がない場合はＣないしＤとなる。 

ｅ 発生確率の評価の信頼度については，ポアソン過程を適用した場合で15 

は，想定地震と同様な地震が領域内で１０回以上発生している場合がＡ，

５～９回発生している場合がＢ，２～４回の場合がＣ，１回以下の場合

はＤとなる。 

ｆ 三陸北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震については，発生

領域の評価の信頼度がＣ，規模の評価の信頼度がＡ，発生確率の評価の20 

信頼度がＣである。 

ウ 中央防災会議 

 災害対策基本法１１条１項に基づき内閣府に設置された機関である中央

防災会議は，防災基本計画を作成し，その実施を推進すること，内閣総理大

臣の諮問に応じて防災に関する重要事項を審議することなどの事務をつか25 

さどっている。 
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 中央防災会議は，平成１５年１０月，同年５月に宮城県沖を震源とする地

震，同年７月に宮城県北部を震源とする地震，同年９月に十勝沖地震が発生

し，東北・北海道地方における地震防災対策強化の必要性が認識されたこと

から，これらの地域で発生する大規模海溝型地震対策を検討するため，「日

本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会」（日本海溝・千島海溝5 

調査会）を設置した。同調査会では，地震学，地質学，土木工学，建築学等

の専門家１４名を委員として検討が行われた。（丙Ａ８の２〔８１〕，丙Ａ４

４） 

 日本海溝・千島海溝調査会は，平成１８年１月２５日，日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震に着目して，防災対策の対象とすべき地震を選定し，その10 

結果を「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告」（日本

海溝・千島海溝報告書）に取りまとめた。日本海溝・千島海溝報告書では，

防災対策の検討対象とする地震については，三陸沖北部の地震，宮城県沖の

地震等が検討対象とされたものの，福島県沖海溝沿いの領域については検討

対象として採用されなかった。その結果，防災対策の検討対象とした地震に15 

よる海岸での津波高さの最大値は，本件原発がある福島県双葉郡大熊町にお

いてＴ．Ｐ．（東京湾平均海面）＋５ｍを超えないものと判断された。（丙Ａ

８〔１４〕，８の２〔５９，６２，６５〕，弁論の全趣旨） 

エ 地震動予測地図 

 推進本部地震調査委員会は，平成１７年３月，長期評価等を総合的に取り20 

まとめて，「全国を概観した地震動予測地図」（丙Ａ１６１の１～３）を公表

した。 

 上記地図は，「確率論的地震動予測地図」と「震源断層を特定した地震動予

測地図」から成っている。 

「確率論的地震動予測地図」は，ある一定期間内に，ある地域が強い揺れ25 

に見舞われる可能性を，確率論的手法を用いて評価し，地図上に確率で表示
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したものである。基礎資料として用いられる地震は，発生可能性があると考

えることができる全ての地震であり，長期評価の見解が示した津波地震も含

まれている。 

他方，「震源断層を特定した地震動予測地図」は，対象とする地震を特定し

た上で，その地震の将来の発生確率の大小を考慮せず，あらかじめ想定され5 

た形で地震が起きた場合にどのような地震動が生じるかを予測計算し，その

計算結果を地図上に表示したものである。これは，長期評価の対象となった

地震の中から，発生確率の高さ及び評価に用いられた科学的データの充足性

等を考慮して選定された１２の地震に対して実施された強震動評価を取り

まとめたものであるが，長期評価の見解が示した日本海溝沿いの津波地震は，10 

基礎資料には含まれていなかった。（以上につき丙Ａ１６１の１〔２，５４〕，

２，３〔１７４，２２１〕，丙Ａ１６２，弁論の全趣旨） 

オ 原子力安全委員会の見解 

原子力安全委員会は，平成１８年９月１９日付けで「発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針」の全面改訂を行った。これを受けて，保安院は，15 

同月２０日，全国の電気事業者に対し，同指針に基づく既設原子力発電所の

耐震安全性の評価（耐震バックチェック）を行うよう指示した。（丙Ａ７７の

１〔９〕，３〔１〕） 

原子力安全委員会は，耐震設計審査指針の改訂に際して，公衆から寄せら

れた意見に対する回答として，推進本部の活断層調査結果等については，目20 

的，評価方法，データが異なることから，直接それらを取り入れることは求

めておらず，既往の研究成果及び既往の資料等として，安全審査において総

合的な検討を行う際に参照されることになると回答している。（丙Ｂ７０〔３

８〕） 

カ 溢水勉強会 25 

 平成１８年１月から平成１９年３月までの間，保安院と独立行政法人原
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子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）は，米国内発電所の内部溢水に対する設計

脆弱性の問題やスマトラ沖津波によるインド発電所の海水ポンプ浸水等

を踏まえ，溢水勉強会を開催し，電気事業連合会及び各電気事業者は，オ

ブザーバーとして同勉強会に参加した。（甲Ａ３４，３５の１～１０，甲Ａ

３６，丙Ａ９１） 5 

 平成１８年５月１１日に行われた第３回溢水勉強会においては，本件原

発５号機（Ｏ．Ｐ．＋１３ｍ）について，Ｏ．Ｐ．＋１４ｍ，Ｏ．Ｐ．＋

１０ｍの津波水位を仮定し，これによる建屋，構築物，機器への影響範囲

を段階的に整理した結果が報告された。その内容は，①敷地高さを超える

津波に対しては建屋へ浸水する可能性があることが確認され，機器につい10 

ては津波水位がＯ．Ｐ．＋１０ｍ，Ｏ．Ｐ．＋１４ｍのいずれでも非常用

海水ポンプが津波により使用不能な状態となる，②Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの場

合，建屋への浸水はないと考えられることから，建屋内の機器への影響は

ないが，Ｏ．Ｐ．＋１４ｍの場合，タービン建屋大物搬入口，サービス建

屋入口から流入すると仮定した場合，タービン建屋の各エリアに浸水し，15 

電源設備の機能を喪失する可能性があることを確認した，③Ｏ．Ｐ．＋１

４ｍのケースでは浸水による電源の喪失に伴い，原子炉の安全停止に関わ

る電動機，弁等の動的機器が機能を喪失するというものであった。（甲Ａ

３５の３，弁論の全趣旨） 

キ ＪＮＥＳの報告書 20 

ＪＮＥＳは，平成２１年５月，既往津波や海底活断層に関する文献を調査

して整理した上で，これを考慮して検討すべき津波波源及び解析条件を整備

した報告書を公表した。同報告書では，中央防災会議等の波源モデル及び領

域区分が採用され，三陸沖北部と福島県沖を一体とみなす長期評価の見解の

領域区分は採用されなかった。（丙Ａ１８６，弁論の全趣旨） 25 

また，ＪＮＥＳは，東北電力女川原子力発電所のバックチェックに対する
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クロスチェック解析を行い，平成２２年１１月３０日に報告書を公表したが，

同報告書でも長期評価の見解の領域区分は採用されなかった。（丙Ａ１８７，

弁論の全趣旨） 

ク マイアミ論文 

 被告東電の従業員４名及び東電設計の従業員１名は，２００６年（平成１5 

８年）７月１７日から同月２０日にかけてアメリカのフロリダ州マイアミで

行われた原子力工学国際会議において，「日本における確率論的津波ハザー

ド解析法の開発」と題する論文（マイアミ論文）を発表した。（甲Ａ３８の１，

２） 

 マイアミ論文では，津波という現象に関しては不確かさがあり，津波高さ10 

が，設定した設計津波高さを超過する可能性があるため，津波評価では，設

計基準を超える現象を評価することが有意義であるとし，福島県沿岸につい

て確率的津波ハザード解析法を適用している。そして，マイアミ論文には，

日本海溝沿いの地域（ＪＴＴ系列）について，明治三陸地震が発生したＪＴ

Ｔ１，延宝房総沖地震が発生したＪＴＴ３，その間にある福島県沖のＪＴＴ15 

２に区分し，「ＪＴＴ系列はいずれも似通った沈み込み状態に沿って位置し

ているため，日本海溝沿いの全てのＪＴＴ系列において津波地震が発生する

と仮定してもよいのかもしれない。他方では，ＪＴＴ２では既往津波が確認

されていないことから，津波地震はＪＴＴ１とＪＴＴ３のみで発生すると仮

定してもよいのかもしれない。」と記載されている。（甲Ａ３８の１，２） 20 

ケ ロジックツリーアンケート 

 土木学会原子力土木委員会津波評価部会は，平成１６年及び平成２０年に

確率論的津波ハザード解析に適用するロジックツリー分岐の重み設定案を

作成するため，津波評価部会の委員及び幹事並びに外部専門家に対し，アン

ケートを実施した。（甲Ａ１２２，１２３） 25 

 平成１６年のアンケートでは，三陸から房総沖海溝寄りの海域で超長期
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（１万年オーダーの地質学的時間）の間にＭ８級の津波地震が発生する可能

性について，同海域が一体の活動域で活動内のどこでも津波地震が発生する

との回答が，重み合計１．０のうち，全体の平均で０．５，地震学者のグル

ープ平均では０．６５であった。（甲Ａ１２２） 

 平成２０年のアンケートでは，三陸から房総沖海溝寄りの海域で超長期の5 

間にＭ８級の津波地震が発生する可能性について，重みの合計１．０のうち，

活動域内のどこでも津波地震が発生するが，北部領域に比べ南部ではすべり

量が小さいとの回答が０．３５であり，活動内のどこでも津波地震が発生し，

南部でも北部と同程度のすべり量の津波地震が発生するとの回答が０．２５

であった。（甲Ａ１２３） 10 

コ 平成２０年推計 

 被告東電は，社内で耐震バックチェックにおける長期評価の取扱いにつ

いて議論となっていたことから，平成２０年２月頃，津波工学の専門家で

あるＧに対し，耐震バックチェックに当たり長期評価の見解を取り込むべ

きかについて意見を求めた。これに対し，Ｇは，同月２６日，「福島沖の海15 

溝沿いでも大地震が発生する可能性が理学的に完全に否定しきれない以

上，波源として考慮した内部的な検討を行ったらどうか。」とアドバイス

した。（甲Ａ１３２〔１０，１１〕，１３３，丙Ａ７８〔３０，３１〕） 

 これを受け，被告東電は，東電設計に津波評価を委託した。東電設計は，

平成２０年４月１８日付けで，「新潟県中越沖地震を踏まえた福島第一・20 

第二原子力発電所の津波評価委託」を作成した。これに示された津波高さ

の推計が，平成２０年推計である。（甲Ａ８５，１３２〔１１〕，乙Ａ２６

の２・添付資料１，弁論の全趣旨） 

 平成２０年推計は，長期評価の見解を踏まえ，断層モデル（波源モデル）

として明治三陸地震の断層モデル（波源モデル）を仮想的に福島県沖海溝25 

沿い領域に置いた上で，パラメータスタディ，すなわち，当該断層モデル
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（波源モデル）の位置や向きなどの様々なパラメータを合理的な範囲内で

変動させた多数の数値シミュレーションを実施したものである。（甲Ａ８

５，１３３〔３〕） 

  その結果，本件原発における最大津波高さは，敷地南側でＯ．Ｐ．＋１

５．７０７ｍ（浸水深５．７０７ｍ），４号機原子炉建屋中央付近でＯ．Ｐ．5 

＋１２．６０４ｍ（浸水深２．６０４ｍ），４号機タービン建屋中央付近で

Ｏ．Ｐ．＋１２．０２６ｍ（浸水深２．０２６ｍ）と試算され，１～３号

機タービン建屋付近も浸水深１ｍ以上と試算された。また，敷地への津波

の遡上は，南側と北側からのみであり，東側からの津波の遡上はないと試

算された。（甲Ａ８５〔９〕，１３３〔４，５〕） 10 

サ 本件原発に関する耐震バックチェック 

 保安院は，平成２１年，本件原発の津波に対する評価を行うに当たり，被

告東電からバックチェック最終報告書の提出を受けた上でＪＮＥＳによる

クロスチェック解析を実施し，審議会において議論を行い，その評価の妥当

性を審議したが，この際，審議に参加した専門家の中から，長期評価の見解15 

に基づいて福島県沖の海溝寄りの領域でＭｔ８．２クラスの津波自身が発生

することを想定して解析・評価を実施する必要があるという意見が出される

ことはなかった。（丙Ａ１６〔３～６，２４〕，１８０〔６～８，１２，１４

～１９〕，弁論の全趣旨） 

⑷ 長期評価に対する意見 20 

ア Ａ論文 

 Ａは，平成１５年の論文（Ａ論文）において，延宝房総沖地震について，

各地の津波の状況や震度分布によれば，マグニチュードは６．５程度かもし

れず，房総沖の海溝寄りで発生したＭ８クラスのプレート間地震であるとの

推進本部地震調査委員会の見解は疑問であり，慶長三陸地震，明治三陸津波25 

地震と一括して，その活動の評価を行った作業は適切ではないかもしれない
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との見解を示している。（丙Ａ１１） 

イ ＢＣ論文 

 Ｂ及びＣは，平成８年の論文（ＢＣ論文）において，①北緯４０度から３

９度の間では典型的なプレート間大地震が起きていないこと，②明治三陸地

震が発生した地点は海底面の起伏が大きい「粗い」海底面であることに着目5 

し，津波地震は，明治三陸地震が発生した場所付近の海底のように，限られ

た領域で発生するとの見解を述べている。（丙Ａ６１） 

ウ Ｂ意見書 

 Ｂは，平成２９年７月６日付けの意見書（Ｂ意見書）において，慶長三陸

沖地震や延宝房総沖地震は，津波地震と捉えるべきか否かについて争いがあ10 

ると述べている。また，Ｂは，Ｂ意見書において，本件地震前も現在も，明

治三陸地震のような津波地震は限られた領域でのみ発生する可能性が高い

ものと考えており，このような地震が福島県沖でも発生する可能性が高いと

は思っていない，本件地震は明治三陸地震のような津波地震が福島県沖で発

生したものではないと述べている。（丙Ａ８８） 15 

エ Ｄ論文 

 Ｄは，平成１４年の論文（Ｄ論文）において，海溝軸付近の堆積物の形状

等を観測し，①地塁－地溝構造が日本海溝外側斜面の北部で進展する一方，

南部では海山が観測される，②北部の海溝軸に平行する等間隔の地形的隆起

があるのに対し，南部では海洋プレートに等間隔の地形的特徴はない，③北20 

部の地質構造は大陸プレートの海側端で相対的に低速な楔形ユニットを示

しているのに対し，南部の地質構造には楔形構造は見られないと指摘して，

三陸沖と福島県沖では，海溝沿いの凹凸地形の状況や堆積物の集積モデルが

異なっていることを明らかにした。（丙Ａ５９の１，２，弁論の全趣旨） 

オ Ｅ意見書 25 

平成１４年に長期評価の見解を公表した当時の推進本部の委員長である
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Ｅは，平成２８年９月１２日付けの意見書（Ｅ意見書）において，長期評価

の見解について，三陸沖から房総沖の日本海溝寄りの領域については過去の

地震の活動履歴として確認できる資料が極めて乏しいにもかかわらず，過去

に津波地震の発生が確認されていない福島県沖や茨城県沖の日本海溝沿い

も含めた日本海溝沿いの領域が単に陸側のプレートに太平洋プレートが沈5 

み込んでいる点で構造が同じであるという極めて大雑把な根拠で，三陸沖か

ら房総沖までの広大な日本海溝沿いの領域を一括りにして津波地震が発生

する可能性があるとしたものであり，成熟した知見とか，地震・津波の学者

たちの統一的見解とか，最大公約数的見解とはいい難いと述べている。（丙

Ａ７３） 10 

カ ＦＬ論文，Ｆ論文，Ｆ意見書 

 平成１６年４月から平成２８年３月まで推進本部地震調査委員会長期

評価部会の委員を務めたＦ及びＬは，平成１５年，「地震観測から見た東

北地方太平洋下における津波地震発生の可能性」と題する論文（ＦＬ論文）

を発表した。ＦＬ論文は，津波地震について巨大な低周波地震であるとの15 

考え方が多くの研究者によってされているところ，福島県沖から茨城県沖

にかけての領域においても大規模な低周波地震が発生する可能性がある

が，福島県沖の海溝近傍では，三陸沖のような厚い堆積物は見つかってお

らず，大規模な低周波地震が起きても，海底の大規模な上下変動は生じに

くく，結果として大きな津波は引き起こさないかもしれないと結論付けて20 

いる。（丙Ａ９） 

 Ｆは，平成２３年１１月，「なぜ東北日本沈み込み帯でＭ９の地震が発

生しえたのか？－われわれはどこで間違えたのか？」と題する論文（Ｆ論

文）を発表した。Ｆ論文では，本件事故前においては，①「比較沈み込み

学」（プレートの沈み込み方と地震の起こり方に相関関係があるとする考25 

え方）が展開され，海洋プレートと大陸プレートの固着が強ければ大地震
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が生じやすいところ，東北地方中央部から南部にかけての領域では，固着

は弱いと考えられていたこと，②「アスペリティ・モデル」（地震時に大き

な滑りを生じる場所はあらかじめ決まっているとの考え方）によれば，宮

城県沖から福島県沖までの海溝付近では，小さなアスペリティ（非常に速

度弱化の程度の大きな領域。普段は強く固着しているが地震時には大きな5 

滑りを示す。）さえなく，Ｍ９の地震が発生する可能性は低いと考えられ

ていたことが紹介されている。（丙Ａ２１） 

 Ｆは，平成２８年９月２８日付けの意見書（Ｆ意見書）において，長期

評価の見解は，発生領域及び発生確率の両方において科学的根拠が薄弱で

あり，これを新たな知見として取り入れて，切迫性をもって対策を講じる10 

べきとは考えていなかったと述べている。（丙Ａ７４） 

キ Ｇ意見書 

 津波工学の専門家であり，推進本部地震調査委員会津波評価部会部会長を

務めるＧは，平成２８年１２月１９日付けの意見書（Ｇ意見書）において，

三陸沖はプレート間の固着が強く，海溝沿いの堆積物の量も多いのに対し，15 

福島沖・茨城沖はプレート間の固着が弱く，海溝沿いの堆積物の量も少ない

という理学的な根拠に基づく違いがあり，長期評価のように，既往津波地震

について考慮する以外に，それを超えて，津波地震が，日本海溝沿いのどの

地域でも発生すると取り扱うべきとは考えられず，多くの専門家も同様に考

えていたとの意見を述べている。（丙Ａ７８） 20 

ク Ｈ意見書 

 平成１１年から平成２４年まで土木学会原子力土木委員会津波評価部会

主査を務めたＨは，平成２９年２月２３日付け意見書（Ｈ意見書）において，

長期評価の見解は，確定論に取り入れ直ちに対策を採らせるような説得力の

ある見解とは考えられていなかったと述べている。（丙Ａ７９） 25 

ケ Ｉ意見書 
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推進本部地震調査委員会委員や中央防災会議日本海溝・千島海溝調査委員

会委員を務めた地震学者のＩは，平成２９年７月２４日付け意見書（Ｉ意見

書）において，長期評価の見解は理学的に否定できないというものであるこ

とは間違いないものの，それ以上の具体的な根拠があるものとはいえないと

の見解を述べている。（丙Ａ８９） 5 

コ Ｃ意見書①，② 

 推進本部地震調査委員会長期評価部会部会長を務める地震学者のＣは，平

成２７年７月３日付け意見書（Ｃ意見書①）において，①第９回海溝型分科

会において，津波地震は日本海溝沿いのどこでも起こるという考え方と，明

治三陸地震の波源域において繰り返し起こるとする考え方のどちらをとる10 

のかが議論になったが，結局，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震の波源域が

明らかでないことから，過去の津波地震は海溝沿いのどこかで発生したとし

て評価することとなったこと，②第１０回海溝型分科会では，延宝房総沖地

震と慶長三陸地震について，津波地震ではないとの指摘がされたことなどを

述べた。（甲Ａ１０２） 15 

 Ｃは，別件訴訟の証人尋問において，①日本海溝寄りの北部から南部の領

域についてはプレートの沈み込み角度はそれほど異ならないが，海溝軸付近

の地形や地質に違いがあり，日本海溝北部は海溝付近に凸凹があり海溝軸付

近で楔形に堆積物がたまっているのに対し，日本海溝南部は海底地形に凸凹

がなく，堆積物は一様な厚さで沈み込んでいる，②日本海溝寄りの北部と南20 

部では微小地震の起こり方や低周波地震，低周波地震の起こり方について明

確に違いがあるが，これらの点について，長期評価を策定した海溝型分科会

では，そもそも議論していなかった，③本件地震前において，明治三陸地震

と同様の津波地震が福島沖を含む日本海溝寄りのどこでも起こるという見

解は地震学者の間で統一的な見解ではなく，土木学会津波評価部会で専門家25 

にアンケートを実施したところでも，全体の２５％しか，上記見解に賛同す
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る者はいなかった，④長期評価が最終的に日本海溝寄りの領域について北部

から南部の領域を１つの領域としてまとめたのは，慶長三陸地震及び延宝房

総沖地震の発生領域が特定できなかったからである，⑤比較沈み込み学によ

れば，福島沖で大規模な地震が起こるとは考えられていなかったと供述して

いる。（甲Ａ１０３） 5 

 Ｃは，平成２９年５月１６日付け意見書（Ｃ意見書②）において，地震空

白域とは，大地震が繰り返し発生している領域であることを前提にしており，

将来大地震が発生する有力候補地であるが，三陸沖から房総沖にかけての領

域については，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震の地震像が不明確であり，

慶長三陸地震，延宝房総沖地震及び明治三陸地震をいずれも繰り返し性のあ10 

る地震と認めることができない以上，同領域を地震空白域に当たるとみる考

えには疑義があると述べている。（丙Ａ８７） 

サ Ｍ意見書 

 東北大学名誉教授で元日本地震学会会長，元地震予知連絡会会長でもある

Ｍは，平成１４年８月８日，推進本部の委員長であったＥに対し，長期評価15 

の見解に対する意見及び質問事項を記載した書面を送付した。Ｍは，上記書

面において，三陸沖南部海溝寄りの領域に関する長期評価の見解には，タイ

プの異なる２つの地震データを用いるなど，相当の問題が含まれているとの

考えを示し，さらに，長期評価の見解が宮城県沖地震及び南海トラフ地震の

長期評価に比べて格段に高い不確実性を持つことを明記すべきではないか20 

との意見を述べた。（丙Ａ１７２） 

シ Ｔマップ 

 Ｔらは，平成１５年，地震地体構造の知見として，「日本列島と周辺海域の

地震地体構造区分」（Ｔマップ）を公表した。Ｔマップでは，明治三陸地震発

生の構造区，福島県東方沖地震発生の構造区，延宝房総沖地震の構造区を異25 

なる区分としており，三陸沖の海溝寄りから房総沖の海溝寄りまでを一体と
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みなす長期評価の見解とは異なる立場を採用していた。（丙Ａ５７，弁論の

全趣旨） 

ス Ｎ意見書 

 歴史地震の専門家であり，推進本部長期評価部会委員及び津波評価部会委

員を務めるＮは，平成２７年３月１０日付け意見書（Ｎ意見書）において，5 

①長期評価の見解では，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄り」という領域は，

明治三陸地震，延宝房総沖地震，慶長三陸地震及び昭和三陸地震がいずれも

日本海溝寄りで発生していること，同じ構造を持つプレート境界の海溝付近

ではどこでも同様に発生する可能性があることを根拠として設定したこと，

②明治三陸地震，慶長三陸地震，延宝房総沖地震はいずれも震害が記録され10 

ていないのに津波による甚大な被害が発生していることから津波地震と位

置付けたこと，③延宝房総沖地震の震源については，震源を陸寄りに考える

Ａの見解が検討され，慶長三陸地震については断層の位置が分からないとの

意見が出たが，部会での議論の結果，明治三陸地震，慶長三陸地震及び延宝

房総沖地震のいずれも日本海溝沿いの津波地震として括ることとなったこ15 

となど，分科会での議論にも言及した上で，学者たちの議論を経て長期評価

が示されたことを紹介している。（甲Ａ９２） 

セ Ｊ意見書 

地震学の専門家であり，推進本部長期評価部会長や日本海溝・千島海溝調

査会の委員を務めていたＪは，平成２７年３月２８日付け意見書（Ｊ意見書）20 

において，①長期評価は，ＦＬ論文，Ａ論文で示された見解についても議論

した上で，これを織り込んだ上で策定されている，②Ｊは，日本海溝・千島

海溝調査会において，長期評価と同様に日本海溝付近のどこでも明治三陸地

震級の津波地震が発生することを被害想定に含めるよう主張したが，大勢に

押し切られ，Ｊの主張は受け入れられなかった，③同調査会の地震の選択は25 

歴史地震の資料が限られている点が十分に考慮されておらず，空白域の考え
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方が取り入れられていないもので，地震学の観点からは疑問の残る判断であ

ったなどと述べている。（甲Ａ９６） 

⑸ 貞観地震の知見 

 「日本三代実録」には，８６９年（貞観１１年）に貞観地震が発生した記録

が残されている。貞観地震については，本件地震前から東北地方の太平洋域の5 

地質学的な調査が行われており，それによって発生間隔や津波の浸水域を明ら

かにすることができたものの，本件地震発生前においては，仙台湾に面した宮

城県から福島県北部の平野における調査が実施されていたにとどまり，津波堆

積物分布域の北限と南限は確定されておらず，南限を決めるための調査は福島

県南部から茨城県北部において開始されていたにすぎなかった。（甲Ａ１４～10 

１９，３９～５０，丙Ａ１９，２０，５６，６７） 

２ 予見可能性の対象について  

 原告らは，被告国が予見すべきであった津波について，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超

える津波が予見の対象となると主張するのに対し，被告国は，本件津波（Ｏ．Ｐ．

＋１５．５ｍ）と同程度の津波の到来が予見の対象となると主張する。 15 

  そこで検討すると，本件事故は，本件原発の主要建屋の敷地高であるＯ．Ｐ．

＋１０ｍを超える津波が到来したことによって１～４号機の主要建屋設置エリ

アが浸水し，全交流電源を喪失したことによって発生したものであるから，予見

の対象は，敷地高であるＯ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波の到来であると考えるの

が相当である。これに対し，本件津波と同程度の津波の到来を予見の対象と考え20 

るとすると，本件事故を発生させ得るＯ．Ｐ．＋１０ｍの津波の発生すら予見し

なかった場合であっても予見可能性が否定され責任を免れるという不合理な結

果となるのであって，このような解釈は採り得ない。 

  そこで，以下，被告国がＯ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波の到来を予見すること

ができたか否かについて，検討することとする。 25 
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３ 津波に関する予見可能性の有無について 

⑴ 検討 

長期評価は，地震防災対策特別措置法に基づき，政府が設置した機関である

推進本部 ）。また，長期評

価の見解は，海溝分科会において，慶長三陸地震や延宝房総沖地震の発生位置5 

やメカニズム，ポアソン過程で評価することの相当性等について専門家の間で

過去の地震に関する資料が十分にないこと等による限界があるにせよ，専門家

による十分な議論を経たものであると認められる。 

  そうすると，長期評価の見解は，一定の信頼性のある知見であるというべき10 

であるから，被告国としては，三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域で，今

後３０年以内は２０％程度，今後５０年以内は３０％程度の確率でＭ８クラス

の地震が発生するとの見解が示された以上，被告東電に対して，本件原発が受

ける影響について，長期評価に基づく試算を行わせるべきであったといえる

（なお，被告国は，長期評価の見解公表後に，被告東電の担当者に対するヒア15 

リングを行い，長期評価の見解を確率論的安全評価の中で取り入れていくとの

被告東電の方針を了承しているが，上記のとおり，長期評価の見解が一定の信

頼性のある知見であることからすると，被告国の対応は不十分であったという

べきである。）。 

  そして，被告東電が長期評価の見解を踏まえて行った平成２０年推計の結果20 

く試算が行われ

ていれば，平成２０年推計と同様の試算結果を得ることができたはずであるか

ら，被告国は，平成１４年には，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波が本件原発に

到来することを予見することができたと認めるのが相当である。 

⑵ 被告国の主張について 25 

ア 被告国は，長期評価の見解は，これと異なる理学的知見が多く示されてい
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たほか，その策定に関与した専門家らも一様に理学的根拠に乏しいものであ

った旨の意見を述べていたと主張する。 

 確かに，長期評価の見解に対しては，今日，長期評価の策定に関与した者

も含め，複数の専門家からその信頼性について疑問が呈されており（認定事

実 ），本件地震の発生前において，長期評価の見5 

解とは異なる理学的知見も示されていたことからすると（認定事実⑷ア，イ，

），長期評価の見解が通説的な見解であったとは認められな

い。 

 しかしながら，長期評価は，そのような否定的な見解があることも踏まえ

つつ，政府の専門機関である推進本部が取りまとめた見解なのであるから，10 

単なる一学説ないし一見解の域にとどまるようなものではなかったという

べきである（このことは，長期評価の公表後，被告東電が平成２０年推計を

行うなど，長期評価を踏まえた対策の検討を行っていたことからも明らかで

ある。）。加えて，平成１６年及び平成２０年のロジックツリーアンケートに

おいても，三陸から房総沖海溝寄りの海域で超長期の間にＭ８級の津波地震15 

が発生する可能性について，活動内のどこでも津波地震が発生するとの回答

が全体の半数であったことからすると，長期評価の見解が少数説であったと

もいい難い。万が一にも重大事故が発生しないよう，原子力発電所の施設に

は極めて高度な安全性が要求されることに鑑みると，被告国としては，長期

評価の見解を考慮すべき知見として取り込んだ対策を講じるべきであった20 

というべきである。 

イ 被告国は，推進本部も，長期評価で示された個々の見解にはその信頼度に

大きな違いがある旨の注意喚起をした上で，長期評価の見解の信頼度をＣと

していたと主張する。 

  しかしながら，地震の発生領域や発生確率の信頼度は，既往地震の発生回25 

数によって形式的に定められたものにすぎず，信頼度がＣであるからといっ
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て長期評価の見解が信頼できない知見であるとはいえない。 

ウ 被告国は，平成１４年２月に公表された津波評価技術こそが，最新の科学

的，技術的知見を踏まえた合理的な予測によってリスクを示唆するための知

見であったのであり，これに基づき被告東電が平成１４年３月に行ったシミ

ュレーションによれば，本件原発における設計津波最高水位は最大でもＯ．5 

Ｐ．＋５．７ｍにすぎなかったのであるから，本件津波を予見することはで

きなかったと主張する。 

  確かに，津波評価技術における評価手法自体は合理的な計算手法であって，

その公表当時，おおむね過去４００年間の既往津波を評価対象として取り込

んで断層モデルを設定したこと自体も，不合理であるとまではいい難い。し10 

かしながら，津波評価技術の公表後，長期評価の見解が明らかにされ，三陸

沖北部から房総沖の海溝寄りの区域における地震発生の可能性が指摘され

るに至ったのであるから，こうした最新の知見を取り入れたシミュレーショ

ンを行うことが求められていたというべきである。そうすると，平成１４年

２月ないし３月の時点で最大でもＯ．Ｐ．＋５．７ｍの津波が予見されてい15 

たにすぎなかったとしても，長期評価の公表後においても敷地高を超える津

波の予見可能性がなかったとはいえない。 

⑶ まとめ 

したがって，被告国は，平成１４年には，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波が

到来することを予見することができたと認められる。 20 

第３ 結果回避義務及び結果回避可能性 

１ 認定事実 

⑴ 本件津波 

 本件津波による本件原発への影響は，おおむね次のとおりである。（甲Ａ１

４０の１） 25 

ア １～４号機付近の流況 
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本件地震発生より４０分後に，港外から南護岸（Ｏ．Ｐ．＋４ｍ）への遡

上が始まり，海側エリア（Ｏ．Ｐ．＋４ｍ）を南から北へ浸水し，その１分

後には港内からも遡上が始まり，南護岸から遡上した津波と合流した。さら

に，本件地震発生より約４８分後に最大波が到達し，南防波堤の外側から敷

地高Ｏ．Ｐ．＋１０ｍエリア南東側へ高流速で遡上が始まり，その後，流速5 

の速い津波が４号機建屋背後に回り込んだ。（甲Ａ１４０の１〔４－１〕） 

イ 主要建屋への浸水経路 

最大浸水深は，１～４号機の建屋があるＯ．Ｐ．＋１０ｍの敷地では主要

建屋の南側で４～５．５ｍ程度，東側で４～５ｍ程度，西側で１．５～３ｍ

程度であった。（甲Ａ１４０の１〔４－１４〕） 10 

津波を受けた主要建屋について，外壁や柱等の構造躯体に有意な損傷は確

認されていない。一方で，地上の開口に取り付けられているドア，シャッタ

ー，ルーパ及びハッチカバーには，津波あるいは漂流物によるものと思われ

る損傷が確認されており，地上の開口が津波による建屋内への海水の浸入経

路になったと考えられる。また，津波による浸水深が開口下端レベルを上回15 

った際は，主にハッチ開口やルーバ開口から建屋内へ海水が浸入したと考え

られる。そのほか地下のトレンチやダクトに接続する開口も浸水経路として

考えられる。（甲Ａ１４０の１〔４－１４〕） 

⑵ 平成２０年推計を踏まえた対策の検討 

ア 被告東電は，平成２０年推計を前提として，仮に防潮堤を設置することで20 

津波の敷地への遡上を防ぐとすれば，敷地内のどこにどれくらいの高さの防

潮堤を設置する必要があるのかについて，東電設計に解析を委託した。東電

設計は，平成２０年４月１８日付け「新潟県中越沖地震を踏まえた福島第一・

第二原子力発電所の津波評価委託 資料１ 鉛直壁を設置した場合の検討」

を作成した。 25 

 当該解析結果は，敷地全面にＯ．Ｐ．＋２０ｍの鉛直壁を一律仮定し，そ
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の鉛直壁が存在した場合の各地点における津波高さや挙動がどのように変

化するかを確認したものであり，解析の結果，敷地南側では，鉛直壁がある

ことによる津波の挙動変化により，鉛直壁前面の津波高さが最大Ｏ．Ｐ．＋

１９．９３３ｍとなる，敷地東側では，Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超えないという

結果が得られた。（以上につき乙Ａ２６の２） 5 

イ 被告東電は，平成２０年推計に基づき浸水防止対策を行っていた場合に本

件事故を防ぐことができたか否かについて，津波の数値計算を実施し，平成

２８年７月２２日，その結果を取りまとめた「２００８年試計算結果に基づ

く確認の結果について」と題する文書を公表した。同文書では，①敷地南側

にＯ．Ｐ．＋２２ｍ及びＯ．Ｐ．＋１７．５ｍの天端高さの防潮堤の設置，10 

②１号機北側にＯ．Ｐ．＋１２．５ｍの天端高さの防潮堤の設置，③北側敷

地にＯ．Ｐ．＋１４ｍの天端高さの防潮堤の設置をした場合でも，敷地（Ｏ．

Ｐ．＋１０ｍ盤）への浸水は防ぐことができなかったとされている。（丙Ａ８

４） 

⑶  学者等の見解 15 

ア Ｇ意見書 

 Ｇは，平成２８年１２月１９日付け意見書（丙Ａ７８。Ｇ意見書）におい

て，①本件事故前の原子炉施設における津波防護は，主要機器のある地盤高

を設計想定津波の高さより高くすることで必要十分であると考えられてい

たため，津波の越流を前提としたさまざまなレベルでの津波防護に関する工20 

学的な検討はほとんどされておらず，被告国や事業者が防潮堤以外の対策を

講じなかったとしても工学的に不合理とはいえない，②平成２０年推計は，

陸上構造物のモデル化がされておらず，津波の遡上解析が不十分であること

から，設備・施設の水密化や機器の高所設置という具体的対策の内容を決定

するに足りるだけの情報が得られない，③津波対策に要する時間は，本件事25 

故後の知見によるのではなく，本件事故前の事例を取り上げて検討すべきで
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ある，④平成２０年推計に基づき防潮堤を設置しても，本件津波の荷重に耐

えられたと断言することは困難である，⑤平成２０年推計の結果から，本件

事故前の知見に基づいて水密扉・強化扉を設計した場合，当該水密扉・強化

扉は本件津波の波圧に耐えられなかった可能性がある，⑥水密化をする場合，

漂流物の挙動や衝突力を適切に推定する必要があるところ，本件事故前の知5 

見のみに基づいて適切な推定をすることは非常に困難であった，⑦非常用電

源等の高所設置という発想は原子力防災関係者のコンセンサスにはなって

いなかったとの意見を述べている。（丙Ａ７８〔３８～５８〕） 

イ Ｏ意見書 

 原子力発電所の安全研究に従事してきた原子力規制庁技術参与のＯは，平10 

成２８年１２月１６日付け意見書（Ｏ意見書）において，本件事故前の安全

審査においては，敷地の高さが想定される津波の高さ以上にあることをもっ

て津波の影響が生じないことが基本設計での想定だったと思うと述べてい

る。（丙Ａ８０〔４４〕） 

ウ Ｐ意見書 15 

原子炉工学とリスク評価を専門とする東京大学大学院教授のＰは，平成２

８年９月２９日付け意見書（丙Ａ７６。Ｐ意見書）において，本件事故前の

知見は，主要機器の設置された敷地に浸水するということ自体があってはな

らない非常事態なので，浸水を前提に対策を講じさせるという知見はなかっ

たし，リソースが有限である中で安全対策を考える以上，余計な設備を増や20 

すことによって，かえって施設全体の安全性に不当なリスクが生じる危険性

もあるため，計算上，ドライサイトを維持できる対策のみを講じることの合

理性を否定できるものではないと述べている。（丙Ａ７６〔６，７〕） 

エ Ｑ意見書①，② 

 原子力工学の専門家であり，東京大学大学院教授のＱは，平成２８年８月25 

２４日付け意見書（Ｑ意見書①）において，①原子力発電所の安全対策に投
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入できる資源や資金に限りがあることからすれば，あらゆる事態を想定した

アクシデントマネジメントを行うというのは工学的な考え方としてはあり

得ないのであって，平成２０年推計を前提とした場合，敷地の高さを上回る

津波が来る敷地の南北のみに防潮堤を建てるという安全対策には合理性が

認められる，②本件事故前においては，設定想定の津波を超える津波を想定5 

した対策を講じるという発想はなく，そうである以上は，主要施設の水密化

や非常用電源・配電盤・高圧注水系等へ接続するための各種ケーブル等の高

所移設などをすべきであったとはとてもいえないとの意見を述べている。

（丙Ａ７２の１〔１４～１７〕） 

 また，Ｑは，平成２８年１０月７日付け意見書（Ｑ意見書②）において，10 

①主要施設の水密化をする場合，津波の波力（水圧や漂流物が衝突した際の

衝撃力）を設計において考慮するとともに，地震動によって水密性が損なわ

れることがないようにする必要があること，②非常用電源設備等の高所配置

をする場合には，地震等に対する設計上の対応を十分考慮する必要があるこ

と，③高所配置には不具合発生のリスクも伴うこと，④高所配置は二，三年15 

では完了しないことなどの意見を述べている。（丙Ａ７２の３） 

オ Ｒ陳述書 

 本件事故当時，保安院の原子力発電安全審査課耐震安全審査室において安

全審査官の業務を行っていたＲは，平成２８年１２月１９日付け陳述書（Ｒ

陳述書）において，本件原発の敷地に津波が浸水することを回避するには，20 

防潮堤の設置が最も抜本的かつ実効的な回避措置として合理的であると述

べている。（丙Ａ７７の１〔２１〕） 

カ Ｈ意見書 

平成１１年から平成２４年まで土木学会原子力土木委員会津波評価部会

主査を務めたＨは，平成２９年２月２３日付け意見書（Ｈ意見書）において，25 

本件事故前においては，想定津波を超えた津波としてどのような津波を想定
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すべきかに関する知見や，当該津波に対する具体的な対応方法に関する知見

がなく，これを研究開発している段階であったと述べている。（丙Ａ７９〔２

０～２４〕） 

キ Ｓ意見書 

 株式会社東芝で本件原発３，５号機の基本設計等を担当したＳは，平成２5 

８年３月２５日付け意見書（Ｓ意見書）において，地震動がないという前提

条件で，①本件原発において，仮に敷地高を２ｍ超える津波が襲来したとき

にも，津波から非常用電源設備及びその附属設備等を防護するために，どの

ような対策工事をしておくべきであったのか，その工期はどのくらいの期間

か，②本件原発において，仮に敷地高を２ｍ超える津波が襲来したときにも，10 

海水を使用して原子炉施設を冷却する設備の機能を喪失しないために，どの

ような対策工事をしておくべきであったのか，その工期はどのくらいの期間

か，③敷地高２ｍを超える津波対策を採っていたならば，仮に敷地高を５ｍ

超える津波が襲来したときに，非常用電源設備及びその附属設備等並びに海

水を使用して原子炉施設を冷却する設備を防護することができるかなどに15 

ついて，回答している。その概要は，次のとおりである。（甲Ｂ３３） 

 ①について 

タービン建屋大物搬入口等への「構造強化及び水密化」対策などの浸水

を防ぐ対策が必要である。この対策としては，強度強化扉と水密扉の二重

扉を設置するという対策が適切であり，その工期は３年である。その他，20 

換気空調系ルーバーなどの外壁開口部の水密化対策として自動ルーバー

閉止装置の設置工事が適切であり，その工期は２年である。 

また，タービン建屋内に浸水が発生する事象に備えて，非常用電源設備

及びその附属設備等の重要機器が設置されている機器室の水密化対策を

することが必要であり，その工期は２年である。 25 

さらに，タービン建屋内の非常用電源設備及びその附属設備が設置され
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た機器室内に浸水があるかもしれないことに備えて，計器類のための非常

用電池，非常用電源設備としての配電盤を，タービン建屋の高所又は敷地

内の高所（Ｏ．Ｐ．＋３２ｍ以上の高台）に配置する対策を採ることが適

切であり，その工期は２年である。 

 ②について 5 

緊急時海水取水ポンプ室の増設をすべきであり，その工期は２．５年で

ある。 

 ③について 

敷地高を２ｍ超える津波対策と，敷地高５ｍを超える津波が襲来したと

きの対策では，設計強度も比例的に２．５倍に増やさなければならないが，10 

原子炉の設計に関し，万全の裕度を持つのは当然であり，工学的に安全率

を３以上に設定することは原子力発電所の重要機器の設計枠内であるか

ら，２ｍ対策をとっていれば，５ｍの津波にも耐えられたと考えられる。 

２ 検討 

⑴ 防潮堤の設置 15 

ア 前記認定事実によれば，本件津波は，本件原発１～４号機主要建屋設置エ

リアにおいて最大でＯ．Ｐ．＋１５．５ｍであったから，原告らが主張する

ように，１～４号機の原子炉・タービン建屋につき，その敷地南側側面から

東側全面を囲う１０ｍ（Ｏ．Ｐ．＋２０ｍ）の防潮堤を設置すれば，主要建

屋に対する浸水を防ぐことができ，ひいては本件事故の発生を防ぐことがで20 

きたと認めるのが相当である。そして，平成２０年推計では１～４号機の敷

地南側でＯ．Ｐ．＋１５．７ｍの津波高が予測されていたことからすると，

遅くとも平成１４年末までに長期評価の見解に基づく推計を行っていれば，

平成２０年推計と同内容の結果を得ることができ，これを踏まえて本件地震

の発生時までに上記防潮堤を設置することは可能であったと認めるのが相25 

当である。 
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イ これに対し，被告国は，平成２０年推計では主要建屋の敷地高を超える津

波は南側から流入するとされていたから，これと同様の推計に基づき防潮堤

を設置することとなれば，南側に設置することになるところ，本件津波は北

側や東側からも襲来していたから，本件津波の敷地への流入を防ぐことはで

きなかったと主張する。 5 

    しかしながら，平成２０年推計は一つのシミュレーションにすぎないので

あって，長期評価の見解が，本件原発の北側や東側からはおよそ津波が襲来

しないことを保証するものでもない。むしろ三陸沖から房総沖の海溝寄りの

海域ではどこでもＭ８クラスの地震が発生する可能性があるという長期評

価の見解の趣旨を尊重し，万が一にも事故を発生させないという安全側の発10 

想に立つならば，本件原発の南側のみに防潮堤を建設するのでは，結果回避

措置として不十分であるといわざるを得ない。また，そもそも津波は，防潮

堤に達すると大量の海水がせき止められ，防潮堤に押し寄せた津波が重なっ

てゆき，その結果防潮堤を超える高さに達することがあると考えられるから，

万が一にも津波により全電源を喪失するという事態が起こらないようにす15 

るためには，平成２０年推計と同様の推計結果を得ていたとしても，敷地南

側のみに防潮堤を設置することは，必ずしも合理的な対策とはいえない。実

際，前記認定事実のとおり，東電設計は，平成２０年推計を踏まえ，１～４

号機の原子炉・タービン建屋を東側前面から北側側面を囲うように防潮堤

（鉛直壁）を設置するなどの具体的対策を盛り込んだ検討結果を報告してい20 

るのである。 

そうすると，長期評価の見解を踏まえて本件事故を回避するためには，１

～４号機の原子炉・タービン建屋につき，敷地南側側面から東側前面を囲う

１０ｍ（Ｏ．Ｐ．＋２０ｍ）の防潮堤（鉛直壁）を設置するとともに，５号

機及び６号機の原子炉・タービン建屋につき東側前面から北側側面を囲う防25 

潮堤（鉛直壁）を設置することが合理的であったというべきであり，これに
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反する証拠はない。 

⑵ 主要建屋の水密化 

ア また，上記⑴の防潮堤の設置に加えて，あるいは防潮堤の設置に代えて，

非常用電源及び配電盤の浸水対策（いわゆる水密化）を講じていれば，本件

津波により全電源を喪失する事態を回避することができたと認められる。す5 

なわち，タービン建屋の出入口や大物搬入口につき，強度強化扉と水密扉の

二重扉を設置し，タービン建屋の換気空調系ルーバーなどの外壁開口部の水

密化工事を行い，タービン建屋の貫通部からの浸水防止対策工事を行うとと

もに，万が一タービン建屋内に浸水が発生した場合に備えて，タービン建屋

内の機械室出入口に水密扉を設置し，配管貫通部の浸水防止対策工事を行う10 

など所要の水密化対策を講じていれば，タービン建屋への浸水を防止するこ

とができたというべきである。 

イ これに対し，被告国は，平成２０年推計と同様の試算結果を踏まえて水密

扉を設置したとしても，本件津波による波力に耐え得るようなものであった

どうかは不明であると主張し，Ｇ意見書を提出する。 15 

     確かに，Ｇ意見書には，平成２０年推計に基づいて，本件事故前の知見に

基づいて波力評価をした上で水密扉を設計しても，これが本件津波の波圧に

耐えられなかった可能性がある旨の記載がある。 

     しかしながら，Ｇ意見書は，そのような可能性があるということを指摘す

るにすぎず，本件事故前の知見では本件津波の波圧に耐えられる水密扉の設20 

計が不可能であったことをいうものではない。そして，実際，本件津波によ

っても本件原発の主要建屋の外壁や柱等の構造躯体に有意な損傷は確認さ

れていないのであるから，本件事故前に水密扉を設置したとしても，本件津

波による波力に耐えられたものと推認するのが相当であって，上記意見書の

指摘を根拠として，結果回避可能性がなかったと結論付けることは相当では25 

ない。 
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⑶ 非常用電源設備の高所設置 

ア さらに，これらの措置によってもタービン建屋内の非常用電源設備等に浸

水があった場合に備えて，計器類のための非常用電池や非常用電源設備とし

ての配電盤をタービン建屋の高所に配置していれば，全電源喪失の事態を回

避することができたと認められる。 5 

イ これに対し，被告国は，非常用電源設備等を高所に配置しても，同所と建

屋との間に敷設されるケーブル等が本件津波によって流されるリスクや，本

件地震により非常用電源設備等やこれを格納する建屋が破損するリスクが

あったから，本件事故を回避できたとは限らないと主張する。 

     しかしながら，被告国の主張は，抽象的なリスクの存在を指摘するものに10 

すぎないのであって，非常用電源設備等の高所配置がおよそ功を奏しないと

認めるに足りる証拠はない。かえって，Ｓ意見書では，計器類のための非常

用電池，非常用電源設備としての配電盤を，タービン建屋の高所又は敷地内

の高所（Ｏ．Ｐ．＋３２ｍ以上の高台）に配置する対策を採ることが適切で

あるとされており，Ｑ意見書②においても，非常用電源設備等の高所配置が15 

実現不可能であるとはされておらず，リスクも念頭に置きながら，それに応

じた更なる対応を考慮することによって全体的なリスクを提言していく必

要があるとされている。したがって，被告国の上記主張を採用することはで

きない。 

第４ 小括 20 

  以上によれば，経済産業大臣が，平成１４年末以降，遅くとも平成１８年末頃ま

でに，電気事業法４０条に基づく技術基準適合命令を発して，被告東電に対し，所

要の防潮堤の設置，主要建屋の水密化，非常用電源設備の高所設置のいずれかの対

策をとるよう命じていれば，本件事故が発生した平成２３年３月までにはこれらの

対策が完了し，本件事故は避けられたというべきであって，これを怠ったことは，25 

その規制権限を付与された目的，権限の性質等に照らし，その許容される限度を逸
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脱して著しく合理性を欠くというべきである。したがって，経済産業大臣の権限不

行使は違法であり，過失も認められる。 

  よって，被告国は，国家賠償法１条１項により，本件事故によって原告らに生じ

た損害を賠償する責任を負う。 

第５ 相互保証 5 

  原告らの中には，中華人民共和国籍の者がいるところ，①同国の国家賠償法にお

いては，公務員の行為によって生じた損害の賠償が認められており，相互保証の規

定があること，②同法の対象とならない行政行為についても一般司法の枠内（民法

通則や中華人民共和国権利侵害責任法）により国の責任が認められる可能性がある

ことが認められる（弁論の全趣旨）。 10 

そうすると，中華人民共和国においても，重要な点において要件が我が国の国家

賠償法と異ならない定めの下で日本人に対して国家賠償請求権の行使が認められ

ているということができるから，同国と我が国との間では，国家賠償法６条１項に

いう相互保証があると認められる。 

  したがって，本件事故を理由とする国家賠償請求については，上記原告らについ15 

ても国家賠償法の適用があるというべきである。 

第２節 被告東電の責任 

第１ 民法７０９条の適用の可否 

 原告らは，本件事故については，原賠法３条のほか，民法７０９条も適用される

と主張している。 20 

  しかしながら，原賠法は，原子力事業者に対する無過失責任（３条１項），責任集

中（４条），求償権の制限（５条）を定めている。これらの規定に照らすと，原賠法

は，被害者の保護及び原子力事業の健全な発達という目的（１条）を達成するため，

民法の特則として，原子力事業者の責任を定めたものと解されるから，原賠法３条

１項が適用される限りにおいて，民法７０９条の適用は排除されるものと解するの25 

が相当である。 
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第２ 被告国の責任との関係 

  前記認定事実によれば，本件事故は，被告国の規制権限の不行使と，被告東電の

津波対策の不備とが相まって発生したものと認められるから，被告東電は，本件事

故により原告らに生じた損害の全部について，被告国と連帯してこれを賠償する責

任を負うというべきである。 5 

第３ まとめ 

  したがって，被告東電は，本件事故による原子力損害について，原賠法上の責任

を負う。 

第３節 損害論 

第１ 認定事実 10 

１ 避難指示区域の変遷等 

  ⑴ 本件事故発生から平成２３年３月１５日までの避難指示等の区域 

ア 内閣総理大臣は，平成２３年３月１１日，原災法１５条３項に基づき，本

件原発から半径３㎞圏内の住民に対して避難を，本件原発から半径１０㎞圏

内の住民に対して屋内退避を指示した。（乙共８） 15 

   イ 内閣総理大臣は，同月１２日，原災法１５条３項に基づき，本件原発から

半径２０㎞圏内の住民及び福島第二原子力発電所から半径１０㎞圏内の住

民に対して避難を指示した。（乙共９，１０） 

   ウ 内閣総理大臣は，同月１５日，原災法１５条３項に基づき，本件原発から

半計２０㎞圏内の住民に対して退避を，本件原発から半径２０㎞以上３０㎞20 

圏内の住民に対して屋内退避を指示した（屋内退避区域の指定）。なお，後記

のとおりこの屋内退避区域の指定は，平成２３年４月２２日解除された。（乙

共１１，１４） 

  ⑵ 南相馬市による一時避難要請区域の指定 

    南相馬市は，平成２３年３月１６日，市民の生活の安全確保等を理由として，25 

南相馬市民に対し一時避難を要請するとともに，一時避難を支援したが，屋内
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退避区域の指定が解除された同年４月２２日には，一時避難要請区域から避難

していた住民に対して，自宅での生活が可能な者の帰宅を許容する旨の見解を

示した。（乙共１〔８〕） 

  ⑶ 「福島第一原子力発電所・事故の収束に向けた道筋」 

    被告東電は，平成２３年４月１７日，「福島第一原子力発電所・事故の収束に5 

向けた道筋」を取りまとめ，「放射線量が着実に減少傾向となっている」ことを

「ステップ１」，「放射性物質の放出が管理され，放射線量が大幅に抑えられて

いる」ことを「ステップ２」とする２つの目標を設定した。なお，ステップ１

は３か月程度，ステップ２はステップ１終了後の３～６か月程度を目安として

設定されていた。（乙共１８） 10 

⑷ 平成２３年４月２１日の警戒区域の指定等 

    平成２３年（２０１１年）福島第一及び第二原子力発電所に係る原子力災害

対策本部長（原災本部長）である内閣総理大臣は，同年４月２１日，原災法２

０条３項に基づき，避難のための立退きをすべき居住者等の区域を福島第二原

子力発電所から半径８㎞圏内に変更するとともに，本件原発から半径２０㎞圏15 

内を原災法２８条２項，災害対策基本法６３条１項の警戒区域に設定し，緊急

事態応急対策に従事する者以外の者に対して，市町村長が一時的な立入りを認

める場合を除き，当該区域への立入りを禁止するとともに，当該区域からの退

去を命ずる指示をした。（乙共１２，１３） 

⑸ 平成２３年４月２２日の避難指示等の区域の指定 20 

    原災本部長である内閣総理大臣は，平成２３年４月２２日，原災法２０条３

項に基づき，本件原発から半径２０㎞から３０㎞圏内の屋内退避指示を解除し

た。それとともに，原災本部長である内閣総理大臣は，以下のとおり計画的避

難区域及び緊急時避難準備区域を指定し，指示をした。（乙共１４） 

   ア 計画的避難区域 25 

     葛尾村，浪江町，飯舘村，川俣町の一部及び南相馬市の一部であって，本
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件原発から半径２０㎞圏内を除く区域。 

     当該区域の居住者等は，原則としておおむね１月程度の間に順次当該区域

外へ避難のための立退きをすること。 

イ 緊急時避難準備区域 

     広野町，楢葉町，川内村，田村市の一部及び南相馬市の一部であって，本5 

件原発から半径２０㎞圏内を除く区域。 

当該区域の居住者等は，常に緊急時の避難のための立退き又は屋内への退

避が可能な準備を行うこと。当該区域においては引き続き自主的避難をし，

特に，子供，妊婦，要介護者，入院患者等は，当該区域内に入らないように

すること。また，保育所，幼稚園，小中学校及び高等学校は，休所，休園又10 

は休校とすること。しかし，勤務等のやむを得ない用務等を果たすために当

該区域内に入ることは妨げられないが，その場合においても常に避難のため

の立退き又は屋内への退避を自力で行えるようにしておくこと。 

  ⑹ 特定避難勧奨地点の指定 

    原災本部は，平成２３年６月３０日から同年１１月２５日にかけて，本件事15 

故発生後１年間の積算線量が２０ミリシーベルトを超えると推定される次の

地点について，住居単位で特定避難勧奨地点を指定した。同地点は，政府が一

律に避難を指示したり，産業活動を規制したりするような状況ではないが，該

当する住民に対して注意喚起，避難の支援や促進を行うことを表明した地点で

ある。なお，特定避難勧奨地点は，平成２６年１２月２８日までに全て解除さ20 

れた。（甲個１７の２，１８の２，乙共１６，１７の１～６） 

ア 伊達市霊山町上小国，下小国，石田 

イ 伊達市月舘町月舘 

ウ 伊達市保原町富沢 

エ 南相馬市鹿島区橲原 25 

オ 南相馬市原町区大谷，大原，高倉，押釜，片倉，馬場 
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⑺ 原子力災害対策本部によるステップ１達成の確認等 

    原災本部は，平成２３年７月１９日，モニタリングポスト等が示す放射線量

は減少傾向にあること等を確認し，ステップ１（放射線量が着実に減少傾向と

なっている）が達成されていることを確認した。（乙共１９） 

    原災本部は，平成２３年８月９日，ステップ１の達成により原子力発電所の5 

状況が著しく改善したことから，「避難区域等の見直しに関する考え方」を公

表した。（乙共２３０） 

⑻ 緊急時避難準備区域の解除 

平成２３年９月３０日，緊急時避難準備区域の指定が解除された。（乙共１

５） 10 

⑼ 原災本部によるステップ２達成の確認及び避難指示区域等の見直し 

原災本部は，平成２３年１２月１６日，原子炉は安定状態を達成し，発電所

の事故そのものは収束に至ったことを確認した。そして，原子炉の冷温停止状

態の達成，使用済み燃料プールのより安定的な冷却の確保等の目標が達成され

ていることから，発電所全体の安全性が総合的に確保されていると判断し，ス15 

テップ２（放射性物質の放出が管理され，放射線量が大幅に抑えられている）

の目標達成と完了を確認した。（乙共２０，２１） 

また，原災本部は，平成２３年１２月２６日，「ステップ２の完了を受けた警

戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課題

について」を発表し，警戒区域は基本的には解除の手続に入ることが妥当であ20 

るとし，現在の避難指示区域のうち，①年間積算線量が２０ミリシーベルト以

下となることが確実であると確認された地域を「避難指示解除準備区域」に，

②現時点からの年間積算線量が２０ミリシーベルトを超えるおそれがあり，住

民の被ばく線量を低減する観点から引き続き避難を継続することを求める地

域を「居住制限区域」に，居住制限区域のうち，５年間を経過してもなお年間25 

積算線量が２０ミリシーベルトを下回らないおそれがあり，現時点で年間積算
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線量が５０ミリシーベルト超の地域を「帰還困難区域」に設定し，避難指示区

域等の見直しの方針を示した。（乙共２１） 

⑽ 平成２４年１２月１４日以降の避難指示区域の解除等 

ア 原災本部は，平成２４年１２月１４日，伊達市霊山町，月舘町及び保原町

に指定した特定避難勧奨地点を解除した。（乙共１７の３） 5 

イ 平成２６年４月１日，田村市の避難指示区域の指定が解除された。（乙共

１０３） 

ウ 平成２６年１０月１日，川内村の避難指示解除準備区域の指定が解除され

た。（乙共１２１の３） 

エ 平成２７年９月５日，楢葉町の避難指示解除準備区域の指定が解除された。10 

（乙共１０４） 

オ 平成２８年６月１２日，葛尾村の居住制限区域及び避難指示解除準備区域

の指定が，同月１４日，川内村の避難指示解除準備区域の指定が，同年７月

１２日，南相馬市の居住制限区域及び避難指示解除準備区域の指定が解除さ

れた。（乙共１０５） 15 

カ 平成２９年３月３１日，飯舘村の居住制限区域及び避難指示解除準備区域

の指定及び川俣町の居住制限区域及び避難指示解除準備区域の指定が解除

された。（乙共１０６，１０７） 

キ 平成２９年３月３１日，浪江町の居住制限区域及び避難指示解除準備区域

の指定が，同年４月１日，富岡町の居住制限区域及び避難指示解除準備区域20 

の指定が解除された。（乙共１０８） 

ク 平成２９年４月１日までには，避難指示区域のうち，大熊町及び双葉町を

除く避難指示解除準備区域及び居住制限区域の指定がいずれも解除された。

平成３１年４月１０日，大熊町の避難指示解除準備区域及び居住制限区域の

指定がいずれも解除された。（甲個１７の２，１８の２，乙共１０２） 25 
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２ 避難の概況 

⑴ 平成２３年３月１５日時点における自主的避難者数は以下のとおりである。

なお，括弧内の数字は，人口に占める自主的避難者数の割合である。（乙共５

２，１６０，２６８の１） 

  いわき市    １万５３７７人（４．５％） 5 

郡山市      ５０６８人（１．５％） 

   相馬市       ４４５７人（１１．８％） 

福島市       ３２３４人（１．１％） 

   須賀川市         １１３８人（１．４％） 

国見町        ９８６人（９．８％） 10 

二本松市       ６４７人（１．１％） 

白河市        ５２２人（０．８％） 

矢吹町        ３６５人（２．０％） 

本宮市        １３３人（０．４％） 

鏡石町        １０８人（０．８％） 15 

   会津若松市       ９９人（０．１％） 

西郷村         ９２人（０．５％） 

泉崎村         ６０人（０．９％） 

   天栄村         ５６人（０．９％） 

  桑折町         ４０人（０．３％） 20 

   田村市         ３９人（０．１％） 

   葛尾村         ３５人（２．３％） 

石川町         １６人（０．１％） 

   玉川村         １４人（０．２％） 

   棚倉町       １４人（０．１％） 25 

伊達市         １４人（０．０％） 



120 

 

  小野町          ９人（０．１％） 

中島村          ９人（０．２％） 

   大玉村          ７人（０．１％） 

猪苗代町          ３人（０．０％） 

   川俣町        １人（０．０％） 5 

⑵ 福島県民の自主的避難者数（推計）は以下のとおりである。（乙共５２，１６

０，２６８の１） 

   自主的避難者数 避難者数（避難等指示区域

内） 

避 難 者

総数 

 県内 県外  県内 県外 

３ 月

（3/15）

【 事 故

直後】 

40,256 40,256 ― 62,392 62,392 ― 102,648 

３ 月

(3/25) 

23,659 20,727 2,932 65,650 44,536 21,114 89,309 

４ 月

（4/22） 

22,315 18,489 3,826 61,706 35,127 26,579 84,021 

５月 

（5/22） 

36,184 19,184 17,000 69,031 47,135 21,896 105,215 

６月 

（6/30） 

34,093 16,599 17,494 92,483 64,735 27,748 126,576 

７月 

（7/28） 

41,377 19,437 21,940 97,243 70,280 26,963 138,620 

８月 47,786 22,473 25,313 103,941 73,461 30,480 151,727 

 

基準月日 

 

避難先等 
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（8/25） 

９月 

（9/22） 

50,327 23,551 26,776 100,510 70,817 29,693 150,837 

３ 中間指針等 

⑴ 中間指針（乙共１） 

ア 平成２３年４月，原賠法１８条１項に基づき，原子力損害賠償紛争審査会

（審査会）が設置された。審査会は，原賠法１８条２項２号に基づき，原子

力損害の範囲の判定の指針その他の当該紛争の当事者による自主的な解決5 

に資する一般的な指針として同年８月５日，中間指針を策定した。その概要

は，以下のとおりである。（弁論の全趣旨） 

イ 対象区域 

    以下の区域を政府による避難等の指示等の対象区域（避難指示等対象区域）

と定義した。 10 

    避難区域 

     屋内退避区域 

     計画的避難区域 

     緊急時避難準備区域 

     特定避難勧奨地点 15 

     一時避難要請区域（南相馬市が，独自の判断に基づき住民に対して一時

避難を要請した区域である。） 

   ウ 避難等対象者 

     以下の者を避難等対象者と定義した。 

     本件事故が発生した後に対象区域内から対象区域外へ避難のための立20 

退き及びこれに引き続く同区域外滞在を余儀なくされた者（ただし，平成

２３年６月２０日以降に緊急時避難準備区域（特定避難勧奨地点を除く。）

から同区域外に避難を開始した者のうち，子供，妊婦，要介護者，入院患
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者等以外の者を除く。） 

     本件事故発生時に対象区域外におり，同区域内に生活の本拠としての住

居があるものの引き続き対象区域外滞在を余儀なくされた者 

     屋内退避区域内で屋内退避を余儀なくされた者 

   エ 避難等対象者の賠償額の目安 5 

    政府による避難等の指示等に係る損害について，以下のとおりの賠償すべ

き損害と認められる一定の範囲の損害類型を示した。 

    検査費用（人） 

本件事故の発生以降，避難等対象者のうち避難若しくは屋内退避をした

者，又は対象区域内滞在者が放射線へのばく露の有無又はそれが健康に及10 

ぼす影響を確認する目的で必要かつ合理的な範囲で検査を受けるために

負担した検査費用（検査のための交通費等の付随費用を含む。） 

     避難費用 

避難等対象者が，必要かつ合理的な範囲で負担した①対象区域から避難

するために負担した交通費，家財道具の移動費用，②対象区域外に滞在す15 

ることを余儀なくされたことにより負担した宿泊費及びこの宿泊に付随

して負担した費用，③避難等によって増加した生活費 

①，②について，避難等対象者が現実に負担した実費を損害額とするの

が合理的な算定方法であるが，領収証等による損害額の立証が困難な場合

には，平均的な費用を推計することにより損害額を立証することも認めら20 

れる。③について，原則として後記精神的損害の額に加算し，その加算後

の一定額をもって両者を損害額とするのが公平かつ合理的な算定方法と

認められる。 

避難指示等の解除等から相当期間経過後に生じた避難費用は，特段の事

情がある場合を除き，賠償の対象とはならない。 25 

     一時立入費用 
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    避難等対象者のうち，警戒区域内に住居を有する者が，市町村が政府及

び県の支援を得て実施する「一時立入り」に参加するために負担した交通

費，家財道具の移動費用，除染費用等のうち，必要かつ合理的な範囲 

 帰宅費用 

    避難等対象者が，対象区域の避難指示等の解除等に伴い，対象区域内の5 

住居に最終的に戻るために負担した交通費，家財道具の移動費用等のうち，

必要かつ合理的な範囲 

 生命，身体的損害 

    避難等対象者が本件事故により①避難等を余儀なくされたため，傷害を

負い，治療を要する程度に健康状態が悪化し，疾病にかかり，あるいは死10 

亡したことにより生じた逸失利益，治療費，薬代，精神的損害等，②避難

等を余儀なくされ，これによる治療を要する程度の健康状態の悪化等を防

止するために負担が増加した診断費，治療費，薬代等 

 精神的損害 

   ａ 本件事故において，避難等対象者が受けた精神的苦痛（「生命・身体的15 

損害」を伴わないものに限る。）のうち，少なくとも以下の精神的苦痛は

賠償すべき損害と認められる。 

    ① 対象区域から実際に避難した上引き続き同区域外滞在を長期間余

儀なくされた者（又は余儀なくされている者）及び本件事故発生時に

は対象区域外におり，同区域内に住居があるものの引き続き対象区域20 

外滞在を長期間余儀なくされた者（又は余儀なくされている者）が，

自宅以外での生活を長期間余儀なくされ，正常な日常生活の維持・継

続が長期間にわたり著しく阻害されたために生じた精神的苦痛 

    ② 屋内退避区域の指定が解除されるまでの間，同区域における屋内退

避を長期間余儀なくされた者が，行動の自由の制限等を余儀なくされ，25 

正常な日常生活の維持・継続が長期間にわたり著しく阻害されたため
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に生じた精神的苦痛 

     ｂ 上記ａ①及び②に係る精神的損害の損害額については，前記避難費用

のうち生活費の増加費用を合算した一定の金額をもって両者の損害額

と算定する。 

そして，上記ａ①又は②に該当する者であれば，その年齢や世帯の人5 

数等にかかわらず，避難等対象者個々人が賠償の対象となる。 

     ｃ 上記ａ①の具体的な損害額の算定に当たっては，差し当たってその算

定期間を以下の３段階に分け，それぞれの期間について以下のとおりと

する。 

     ① 本件事故発生から６か月間（第１期） 10 

       一人月額１０万円を目安とする。ただし，この間，避難所・体育

館・公民館等（以下「避難所等」という。）における避難生活等を余

儀なくされた者については，避難所等において避難生活をした期間

は一人月額１２万円を目安とする。 

     ② 第１期終了から６か月間（第２期） 15 

一人月額５万円を目安とする。ただし，警戒区域等が見直される

などの場合には，必要に応じて見直す。 

     ③ 第２期終了から終期までの期間（第３期） 

       今後の本件事故の収束状況等諸般の事情を踏まえ，改めて損害額

の算定方法を検討する。 20 

     ｄ 上記ａ①の損害発生の始期及び終期について 

     始期は原則として個々の避難等対象者が避難等をした日にかかわら

ず，本件事故発生日である平成２３年３月１１日とする。ただし，緊急

時避難準備区域内に住居がある子供，妊婦，要介護者，入院患者等であ

って，同年６月２０日以降に避難した者及び特定避難勧奨地点から避難25 

した者については，当該者が実際に避難した日を始期とする。 
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     終期は，避難指示等の解除等から相当期間経過後に生じた精神的損害

は，特段の事情がある場合を除き，賠償の対象とはならない。 

     ｅ 上記ａ②の損害額については，屋内退避区域の指定が解除されるまで

の間，同区域において屋内退避をしていた者（緊急時避難準備区域から

平成２３年６月１９日までに避難を開始した者及び計画的避難区域か5 

ら避難した者を除く。）につき，一人１０万円を目安とする。 

     就労不能等に伴う損害 

    対象区域内に住居又は勤務先がある勤労者が避難指示等により，その就

労が不能等となった場合には，かかる勤労者について給与の減収分及び必

要かつ合理的な範囲の追加的費用 10 

  ⑵ 中間指針追補 

    審査会は，平成２３年１２月６日，避難指示等に基づかずに行った避難（自

主避難）にかかる損害について，中間指針追補を策定した。（乙共２） 

   ア 自主的避難等対象区域 

     福島県内の市町村のうち，避難指示等対象区域を除く以下の区域を自主的15 

避難等対象区域（以下「自主避難区域」ということがある。）とし，本件原発

からの距離，避難指示等対象区域との近接性，政府や公共団体から公表され

た放射線量に関する情報，自己の居住する市町村の自主的避難の状況（自主

的避難者の多寡等）等の要素を複合的に勘案すると，少なくとも自主避難区

域においては，住民が放射線被ばくへの相当程度の恐怖や不安を抱いたこと20 

には相応の理由があり，また，その危険を回避するために自主的避難を行っ

たことについてもやむを得ない面があるとした。 

     県北地域 

      福島市，二本松市，伊達市，本宮市，桑折町，国見町，川俣町，大玉村 

     県中地域 25 

      郡山市，須賀川市，田村市，鏡石町，天栄村，石川町，玉川村，平田村，
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浅川町，古殿町，三春町，小野町 

     相双地域 

      相馬市，新地町 

     いわき地域 

      いわき市 5 

   イ 自主的避難等対象者 

     本件事故発生時に自主避難区域内に生活の本拠としての住居があった者

（本件事故発生後に当該住居から自主的避難を行った場合，本件事故発生時

に自主避難区域外におり引き続き同区域外に滞在した場合，当該住居に滞在

を続けた場合等を問わない。）を自主的避難等対象者とした。 10 

   ウ 自主的避難等対象者への賠償の目安 

     自主的避難等対象者が受けた損害のうち，以下のものが一定の範囲で賠

償すべき損害と認められるとした。 

     ａ 放射線被ばくへの恐怖や不安により自主避難区域内の住居から自主

的避難を行った場合（本件事故発生時に自主避難区域外におり引き続き15 

同区域外に滞在した場合を含む。）には，①自主的避難によって生じた

生活費の増加費用，②自主的避難により正常な日常生活の維持・継続が

相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛，③避難及び帰宅に要した

移動費用 

  ｂ 放射線被ばくへの恐怖や不安を抱きながら自主避難区域内に滞在を20 

続けた場合における①放射線被ばくへの恐怖や不安，これに伴う行動の

自由の制限等により，正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻害され

たために生じた精神的苦痛，②放射線被ばくへの恐怖や不安，これに伴

う行動の自由の制限等により生活費が増加した分があれば，その増加費

用 25 

     自主的避難等対象者のうち，子供及び妊婦については，本件事故発生か
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ら平成２３年１２月末までの損害として一人４０万円を目安とする。 

     

の損害として一人８万円を目安とする。 

エ また，本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった者について

は，一定の期間については自主的避難等対象者の場合に準じるものとし，具5 

体的な算定に当たっては次のとおりとした。 

     中間指針の精神的損害の賠償対象とされていない期間については，前記

及び

安であることを勘案した金額とする。 

 子供及び妊婦が自主避難区域内に避難して滞在した期間については，本10 

件事故発生から平成２３年１２月末までの損害として一人２０万円を目

安としつつ，これらの者が中間指針追補の対象となる期間に応じた金額と

する。 

  ⑶ 中間指針第二次追補（乙共３） 

    審査会は，平成２４年３月１６日，中間指針第二次追補を策定し，中間指針15 

及び中間指針第一次追補の対象となった避難等の指示等に係る損害，自主的避

難等に係る損害等に関し，次のとおりの指針を示した。 

   ア 政府による避難指示等に係る損害について 

 避難費用及び精神的損害 

     ａ 避難指示区域 20 

       平成２４年３月末を一つの目途に避難指示解除準備区域，居住制限区

域，帰還困難区域が設定されること等を踏まえ，これらの避難指示区域

が設定された地域（避難指示区域）内に本件事故発生時における生活の

本拠としての住居があった者の避難費用及び精神的損害は以下のとお

りとする。 25 

       中間指針の「第２期」を避難指示区域見直しの時点まで延長し，当
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該時点から終期までの期間を「第３期」とする。 

      ⒝ 第３期において賠償すべき避難費用及び精神的損害並びにそれら

の損害額の算定方法は，原則として引き続き中間指針のとおりとする。 

      ⒞ の第３期における精神的損害の具体的な損害額（避難費用の

うち通常の範囲の生活費の増加費用を含む。）の算定に当たっては，5 

避難者の住居があった地域に応じて以下のとおりとする。 

① 避難指示解除準備区域については，一人月額１０万円を目安と

する。 

② 居住制限区域については，一人月額１０万円を目安とした上，

おおむね２年分としてまとめて一人２４０万円の請求をするこ10 

とができるものとする。ただし，避難指示解除までの期間が長期

化した場合は，賠償の対象となる期間に応じて追加する。 

③ 帰還困難区域については，一人６００万円を目安とする。 

      ⒟ 中間指針において避難費用及び精神的損害が特段の事情がある場

合を除き賠償の対象とはならないとしている「避難指示等の解除等か15 

ら相当期間経過後」の「相当期間」は，避難指示区域については今後

の状況を踏まえて判断されるべきものとする。 

     ｂ 旧緊急時避難準備区域 

     旧緊急時避難準備区域については，平成２３年９月３０日に解除され

ていること等を踏まえ，当該区域内に住居があった者の避難費用及び精20 

神的損害は次のとおりとする。 

       中間指針の第３期において賠償すべき避難費用及び精神的損害並

びにそれらの損害額の算定方法については引き続き中間指針のとお

りとする。 

      ⒝ 中間指針の第３期における精神的損害の具体的な損害額（避難費用25 

のうち通常の範囲の生活費の増加費用を含む。）の算定に当たっては，
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一人月額１０万円を目安とする。 

      ⒞ 中間指針において避難費用及び精神的損害が特段の事情がある場

合を除き賠償の対象とはならないとしている「避難指示等の解除等か

ら相当期間経過後」の「相当期間」は，平成２４年８月末までを目安

とする。ただし，同区域のうち楢葉町の区域については，同町の避難5 

指示区域について解除後「相当期間」が経過した時点までとする。 

     ｃ 特定避難勧奨地点 

特定避難勧奨地点については，解除に向けた検討が開始されているこ

と等を踏まえ，当該地点に住居があった者の避難費用及び精神的損害は

次のとおりとする。 10 

       中間指針の第３期において賠償すべき避難費用及び精神的損害並

びにそれらの損害額の算定方法は，引き続き中間指針のとおりとする。 

⒝ 中間指針の第３期における精神的損害の具体的な損害額（避難費用

のうち通常の範囲の生活費の増加費用を含む。）の算定に当たっては，

一人月額１０万円を目安とする。 15 

      ⒞ 中間指針において避難費用及び精神的損害が特段の事情がある場

合を除き賠償の対象とはならないとしている「避難指示等の解除等か

ら相当期間経過後」の「相当期間」は，３か月間を当面の目安とする。 

     就労不能等に伴う損害 

      中間指針に示したもののほか，次のとおりとする。 20 

     ａ 中間指針の就労不能等に伴う損害の終期は，当面は示さず，個別具体

的な事情に応じて合理的に判断する。 

     ｂ 就労不能等に伴う損害を被った勤労者による転職や臨時の就労等が

特別の努力と認められる場合には，かかる努力により得た給与等を損害

額から控除しない等の合理的かつ柔軟な対応が必要である。 25 

   イ 自主的避難等に係る損害について 
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     第一次追補において示した自主的避難等に係る損害について，平成２４年

１月以降に関しては，次のとおりとする。 

     少なくとも子供及び妊婦については，個別の事例又は類型ごとに，放射

線量に関する客観的情報，避難指示区域との近接性等を勘案して，放射線

被ばくへの相当程度の恐怖や不安を抱き，また，その危険を回避するため5 

に自主的避難を行うような心理が，平均的・一般的な人を基準としつつ，

合理性を有していると認められる場合には，賠償の対象となる。 

     

の損害額の算定方法は，原則として第一次追補に示したとおりとする。具

体的な損害額については，同追補の趣旨を踏まえ，かつ，当該損害の内容10 

に応じて，合理的に算定するものとする。 

  ⑷ 中間指針第四次追補（乙共７） 

    審査会は，平成２５年１２月２６日，中間指針第四次追補を策定し，次のと

おり指針を示した。 

ア 避難費用及び精神的損害について 15 

     避難費用及び精神的損害については，中間指針及び中間指針第二次追補で

示したもののほか，次のとおりとする。 

 帰還困難区域又は大熊町若しくは双葉町の居住制限区域若しくは避難

指示解除準備区域については，中間指針第二次追補で帰還困難区域につい

て示した一人６００万円に一人１０００万円を加算し，右６００万円を月20 

額に換算した場合の将来分（平成２６年３月以降）の合計額（ただし，通

常の範囲の生活費の増加費用を除く。）を控除した金額を目安とする。具

体的には，第３期の始期が平成２４年６月の場合は，加算額から将来分を

控除した後の額は７００万円とする。 

     上記  25 

 住居確保に係る損害の賠償を受ける者の避難費用（生活費増加費用及び
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宿泊費等）が賠償の対象となる期間は，特段の事情がない限り，住居確保

に係る損害の賠償を受けることが可能になった後，他所で住居を取得又は

賃借し，転居する時期までとする。ただし，合理的な時期までに他所で住

居を取得又は賃借し，転居しない者については，合理的な時期までとする。 

     中間指針において避難費用及び精神的損害が特段の事情がある場合を5 

除き賠償の対象とはならないとしている「避難指示等の解除等から相当期

間経過後」の「相当期間」は，避難指示区域については１年間を当面の目

安とし，個別の事情も踏まえ柔軟に判断するものとする。 

 ４ 避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方 

  経済産業省は，平成２４年７月２０日，「避難指示区域の見直しに伴う賠償基10 

準の考え方」を取りまとめ，公表した。経済産業省は，同考え方において，賠償

基準は，被告東電が定めるものであるが，今回の賠償基準は避難指示区域の見直

し及び今後の被害者の生活再建に密接に関わるものであるため，政府としても被

害を受けた自治体や住民の実情を踏まえて賠償基準に反映させるべき考え方を

取りまとめることとし，今後同考え方を受けて被告東電が具体的な賠償基準を策15 

定することとなっているとした。 

同考え方では，精神的損害に対する賠償について，以下のような考え方が示さ

れた。（乙共３８の１，２，３） 

  ⑴ 平成２４年６月以降の精神的損害について，帰還困難区域で６００万円，居

住制限区域で２４０万円（２年分），避難指示解除準備区域で１２０万円（１年20 

分）を標準とし，一括払いを行う。 

 ⑵ 居住制限区域，避難指示解除準備区域について，解除の見込み時期が上記⑴

の標準期間を超える場合には，解除見込み時期に応じた期間分の一括払いを行

う。その上で，実際の解除時期が標準の期間や解除の見込み時期を超えた場合

は，超過分の期間について追加的に賠償を行うこととする。 25 
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５ 被告東電の損害賠償基準 

⑴ 被告東電は，平成２３年８月３０日付けプレスリリースで，中間指針を踏ま

え，確定した損害に対する補償について進めること，公正かつ迅速な補償を行

う観点から，中間指針で示された損害項目ごとに補償基準を策定したことを公

表した。その際示された政府による避難等の指示等に係る損害についての補償5 

基準の中には以下のようなものがある。（乙共３６） 

ア 避難費用，帰宅費用，一時立入費用 

 補償対象者 

避難等対象者の者（本件事故が発生した後に避難等対象区域内から同区

域外へ避難のための立退き及びこれに引き続く同区域外滞在を余儀なく10 

された者，本件事故発生時に避難等対象区域外におり，同区域内に生活の

本拠としての住居があるものの引き続き避難対象区域外滞在を余儀なく

された者又は屋内退避区域内で屋内への退避を余儀なくされた者）のうち，

避難等のための交通費，宿泊費等を負担した者 

     交通費 15 

同一都道府県内の移動は，原則として１回あたり一人５０００円を支払

う。都道府県を超える自家用車による移動の場合，移動元，移動先ごとに

策定した標準金額（自家用車）を支払う。都道府県を超えるその他の手段

による移動の場合，原則として移動元，移動先ごとに策定した標準金額（そ

の他交通機関）を支払う。 20 

     宿泊費 

実費を基準とするが，原則として１泊当たり一人８０００円を上限とす

る。 

イ 避難生活等による精神的損害 

     補償対象者  25 

避難等対象者の者 
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 避難した者については，平成２３年３月１１日から同年８月３１日まで

の避難分として月額１０万円あるいは月額１２万円，同年９月１日から平

成２４年２月２９日までの避難分として月額５万円をそれぞれ支払う。屋

内退避を継続している者については，一人当たり１０万円を支払う。 

ウ 検査費用（人） 5 

 補償対象者  

避難等対象者のうち，本件事故が生じたことにより，健康診断費用，放

射線検査費用等を負担した者 

 検査費用 

健康診断については，１回当たり８０００円を支払う。放射線検査に10 

ついては，１回当たり１万５０００円を支払う。 

  ⑵ 被告東電は，平成２３年１１月２４日付けプレスリリースで，避難生活等に

よる精神的損害に対する賠償について，次のとおり賠償基準を見直すことを公

表した。（乙共３７） 

平成２３年９月１日から平成２４年２月２９日までの賠償金額を，一人当た15 

り月額５万円から，一人当たり月額１０万円又は１２万円とする。 

  ⑶ 被告東電は，平成２４年２月２８日付けプレスリリースで，中間指針追補を

踏まえ，本件事故発生時に自主避難区域内に生活の本拠としての住居があった

者に対する賠償について，以下のとおりの賠償基準を公表した。（乙共５６） 

ア １８歳以下であった者（誕生日が平成４年３月１２日～同年１２月３１日20 

の者）及び妊娠していた者（平成２３年３月１１日～同年１２月３１日の間

に妊娠していた期間のある者） 

     対象期間 平成２３年３月１１日～同年１２月３１日 

 賠償金額 一人当たり４０万円 

 自主避難（政府による避難等の指示等に基づかずに行った避難）をした25 

場合は，２０万円を追加する。 
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   イ 上記以外の者 

 対象期間 平成２３年３月１１日～同年４月２２日 

 賠償金額 一人当たり８万円 

⑷ 被告東電は，平成２４年３月５日付けプレスリリースで，以下のとおり賠償

項目の追加をしたことを公表した。（乙共４３） 5 

  ア 親戚宅や知り合い宅への宿泊実費分 

    対象者 

     平成２３年３月１１日から同年１１月３０日の間に避難等対象区域か

らの避難に伴い，親戚宅や知り合い宅に宿泊した者 

    対象となる損害 10 

     平成２３年３月１１日から同年１１月３０日の間に避難に伴い親戚宅

や知り合い宅に宿泊し，実際に負担した宿泊費等の実費分 

    賠償金額 

     １世帯当たり１泊につき２０００円（目安） 

     １世帯当たり１月につき６万円まで 15 

イ 自主避難等に係る損害 

    本件事故発生時に避難等対象区域内に生活の本拠としての住居があった

者で，避難等対象区域又は自主避難区域に避難又は滞在していた１８歳以下

の者及び妊娠していた者について，一人当たり４０万円を賠償する（対象期

間：平成２３年４月２３日～同年１２月３１日）。 20 

  ⑸ 被告東電は，平成２４年６月１１日付けプレスリリースで，本件事故発生時

に福島県の県南地域（白河市，西郷村，泉崎村，中島村，矢吹町，棚倉町，矢

祭町，塙町，鮫川村）に生活の本拠としての住居があった者で，１８歳以下で

あった者（誕生日が平成４年３月１２日～同年１２月３１日の者）及び妊娠し

ていた者（平成２３年３月１１日～同年１２月３１日の間に妊娠していた期間25 

のある者）について，次のとおりの賠償基準を公表した。（乙共５７） 
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ア 対象期間 平成２３年３月１１日～同年１２月３１日 

  イ 賠償金額 一人当たり２０万円 

  ⑹ 被告東電は，平成２４年６月２１日付けプレスリリースで，中間指針第二次

追補等を踏まえ，本件事故発生時に旧緊急時避難準備区域に生活の本拠として

の住居があった者については，避難の有無や帰還の時期にかかわらず，平成２5 

４年３月１日から同年５月３１日を対象期間とする精神的損害に係る賠償金

として一人当たり月額１０万円を支払う旨を公表した。（乙共８７） 

⑺ 被告東電は，平成２４年７月２４日付けプレスリリースで，中間指針第二次

追補及び「避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方について」を踏まえ，

避難指示区域における賠償を以下のとおり実施する旨を公表した。（乙共２２，10 

３９） 

同プレスリリースにおいて，精神的損害（避難に伴う生活費の増加分を含む）

については，以下のとおりとされた。 

ア 帰還困難区域  

一人当たり６００万円（対象期間：平成２４年６月１日～平成２９年５月15 

３１日） 

  イ 居住制限区域  

一人当たり２４０万円（対象期間：平成２４年６月１日～平成２６年５月

３１日） 

ウ 避難指示解除準備区域  20 

一人当たり１２０万円（対象期間：平成２４年６月１日～平成２５年５月

３１日） 

エ 旧緊急時避難準備区域 

    一人当たり３０万円（対象期間：平成２４年６月１日～同年８月３１日）。

中学生以下については，学校等の再開状況を踏まえ，平成２４年９月１日か25 

ら平成２５年３月３１日までの精神的損害に係る賠償として一人当たり３
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５万円（月額５万円） 

  オ 旧緊急時避難準備区域，旧屋内退避区域及び南相馬市の一部地域に早期に

帰還した者や本件事故発生当初から避難せずに当該区域に滞在し続けた者 

一人当たり月額１０万円（対象期間：旧緊急時避難準備区域については平

成２３年３月１１日～平成２４年２月２９日，旧屋内退避区域及び南相馬市5 

の一部地域については平成２３年３月１１日～同年９月３０日） 

  ⑻ 被告東電は，平成２４年８月１３日付けプレスリリースで，旧緊急時避難準

備区域等における精神的損害について，以下のとおり損害を賠償することを公

表した。（乙共４２） 

ア 対象者 10 

  本件事故発生当時に旧緊急時避難準備区域，旧屋内退避区域及び南相馬市

の一部地域に生活の本拠としての住居があった者のうち，本件事故発生によ

り避難後，以下の対象期間内に帰還し，又は本件事故発生当初から避難せず

に当該区域に滞在し続けたことにより以下の対象期間において避難生活等

による精神的損害に係る賠償金を受領していない期間のある者 15 

イ 対象期間 

    旧緊急時避難準備区域 

     平成２３年３月１１日～平成２４年２月２９日 

    旧屋内退避区域及び南相馬市の一部地域 

     平成２３年３月１１日～同年９月３０日 20 

  ウ 対象となる損害 

    避難等によって被った精神的苦痛に対する損害 

    避難生活等による生活費の増加費用 

エ 賠償金額 

  上記対象期間のうち避難生活等による精神的損害に係る賠償金を受領し25 

ていない期間に応じて一人当たり月額１０万円 
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  ⑼ 被告東電は，平成２４年１２月５日付けプレスリリースで，中間指針追補及

び中間指針第二次追補を踏まえ，以下のとおり追加の賠償を実施することを公

表した。（乙共５９） 

   ア 自主避難区域 

     精神的損害等に対する賠償 5 

    ａ 対象者 

本件事故発生当時に自主避難区域に生活の本拠としての住居があっ

た者のうち，平成２４年１月１日から同年８月３１日の間に１８歳以下

であった期間がある者（誕生日が平成５年１月２日～平成２４年８月３

１日の者）又は平成２４年１月１日から同年８月３１日の間に妊娠して10 

いた期間がある者（なお，平成２３年３月１２日から平成２４年８月３

１日の間に上記対象者から出生した者も対象者とする。） 

ｂ 賠償の対象となる損害 

平成２４年１月１日から同年８月３１日の間における①自主避難に

より正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻害されたために生じた精15 

神的苦痛，生活費の増加費用並びに避難及び帰宅に要した移動費用，②

自主避難区域に滞在を続けた場合における放射線被ばくへの恐怖や不

安，これに伴う行動の自由の制限等により正常な日常生活の維持・継続

が相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛及び生活費が増加した

分があればその増加費用 20 

ｃ 賠償金額 

    精神的苦痛，生活費の増加費用を含めて一人当たり８万円 

     追加的費用等に対する賠償 

ａ 対象者 

本件事故発生当時に自主避難区域に生活の本拠としての住居があっ25 

た者（なお，平成２３年３月１２日から平成２４年８月３１日までの間
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に上記対象者から出生した者も対象者とする。） 

     ｂ 賠償の対象となる損害 

本件事故に起因して負担した①自主避難区域での生活において負担

した追加的費用，②前回の賠償金額を超過して負担した生活費の増加費

用並びに避難及び帰宅に要した移動費用等のうち，一定の範囲 5 

ｃ 賠償金額 

一人当たり４万円 

   イ 福島県県南地域（白河市，西郷村，泉崎村，中島村，矢吹町，棚倉町，矢

祭町，塙町，鮫川村） 

     精神的損害に対する賠償 10 

     ａ 対象者 

本件事故発生当時に福島県県南地域に生活の本拠としての住居があ

った者のうち，平成２４年１月１日から同年８月３１日の間に１８歳以

下であった期間がある者（誕生日が平成５年１月２日～平成２４年８月

３１日の者）又は平成２４年１月１日から同年８月３１日の間に妊娠し15 

ていた期間がある者（なお，平成２３年３月１２日から平成２４年８月

３１日の間に上記対象者から出生した者も対象者とする。） 

ｂ 賠償の対象となる損害 

平成２４年１月１日から同年８月３１日の間における①自主避難に

より正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻害されたために生じた精20 

神的苦痛，生活費の増加費用並びに避難及び帰宅に要した移動費用，②

福島県の県南地域に滞在を続けた場合における放射線被ばくへの恐怖

や不安，これに伴う行動の自由の制限等により正常な日常生活の維持・

継続が相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛及び生活費が増加

した分があればその増加費用 25 

     ｃ 賠償金額 
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精神的苦痛，生活費の増加費用等を含めて一人当たり４万円 

     追加的費用等に対する賠償 

ａ 対象者 

本件事故発生当時に福島県の県南地域に生活の本拠としての住居が

あった者（なお，平成２３年３月１２日から平成２４年８月３１日まで5 

の間に上記対象者から出生した者も対象者とする。） 

ｂ 対象となる損害 

本件事故に起因して負担した①福島県の県南地域での生活において

負担した追加的費用，②前回の賠償金額を超過して負担した生活費の増

加費用並びに避難及び帰宅に要した移動費用等のうち，一定の範囲 10 

ｃ 賠償金額 

 一人当たり４万円 

⑽ 被告東電は，平成２５年２月１３日付けプレスリリースで，避難等対象区域

の者に対する追加の賠償を以下のとおり行うことを公表した。（乙共６０） 

ア 精神的損害等に対する賠償 15 

  対象者 

本件事故発生時に避難等対象区域に生活の本拠としての住居があり，平

成２４年１月１日から同年８月３１日までの間に避難等対象区域又は自

主避難区域に避難又は滞在した者のうち，平成２４年１月１日から同年８

月３１日の間に１８歳以下であった期間がある者（誕生日が平成５年１月20 

２日～平成２４年８月３１日の者）又は平成２４年１月１日から同年８月

３１日の間に妊娠していた期間がある者（なお，平成２３年３月１２日か

ら平成２４年８月３１日の間に上記対象者から出生した者も対象者とす

る。） 

なお，本件事故発生当時に旧屋内退避区域及び南相馬市の一部地域に生25 

活の本拠としての住居があった者のうち，これらに該当する者については，
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避難の有無及び避難先を問わず支払の対象となる。 

     対象となる損害 

平成２４年１月１日から同年８月３１日の間における①自主避難によ

り正常な日常生活の維持・継続が相当程度阻害されたために生じた精神的

苦痛等，②避難等対象区域又は自主避難区域に滞在を続けた場合における5 

放射線被ばくへの恐怖や不安，これに伴う行動の自由の制限等により正常

な日常生活の維持・継続が相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛等

のうち，一定の範囲 

     賠償金額 

一人当たり８万円 10 

   イ 追加的費用等に対する賠償 

     対象者 

本件事故発生当時に旧屋内退避区域及び南相馬市の一部地域に生活の

本拠としての住居があった者（なお，平成２３年３月１２日から平成２４

年８月３１日までの間に上記対象者から出生した者も対象者とする。） 15 

     対象となる損害 

本件事故に起因して負担した避難等対象区域での生活において負担し

た追加的費用等のうち一定の範囲 

 賠償金額 

一人当たり４万円 20 

⑾ 被告東電は，平成２６年３月２６日付けプレスリリースで，中間指針第四次

追補を踏まえ，以下のとおり賠償することを公表した。（乙共４０，４１） 

ア 移住を余儀なくされたことによる精神的損害について 

 対象者 

本件事故発生時点において，生活の本拠が帰還困難区域又は大熊町若し25 

くは双葉町の居住制限区域若しくは避難指示解除準備区域にあり，避難等
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を余儀なくされ，かつ避難指示区域見直し時点又は平成２４年６月１日の

うちいずれか早い時点において避難等対象者である者 

 賠償金額 

一人当たり７００万円 

イ 避難指示解除後の相当期間（１年間）に発生する損害について 5 

     対象者 

      本件事故発生時点において居住制限区域若しくは避難指示解除準備区

域（ただし，いずれも大熊町及び双葉町を除く。）のうち，避難指示が解除

された区域に生活の本拠があった者 

     対象となる損害 10 

 避難生活等による精神的損害 

 その他実費等（避難・帰宅等にかかる費用相当額及び家賃にかかる費用

相当額） 

     賠償金額 

一人当たり１２０万円（相当期間分を一括で支払う場合） 15 

一人当たり月額１０万円（相当期間終了までに３か月ごとに支払う場合） 

⑿ 被告東電は，平成２７年８月２６日付けプレスリリースで，避難指示解除準

備区域及び居住制限区域における精神的損害等に係る賠償を以下のとおり実

施する旨を公表した。（乙共１１１） 

   ア 対象者 20 

  本件事故発生時点における生活の本拠が避難指示解除準備区域・居住制限

区域（大熊町・双葉町を除く。）にあった者で避難継続を余儀なくされている

者（既に避難指示が解除された田村市，川内村の旧避難指示解除準備区域に

ついても，避難指示解除後の避難継続の有無にかかわらず対象となる。） 

   イ 対象となる損害 25 

     避難生活等による精神的損害 
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     その他実費等（避難・帰宅等にかかる費用相当額，家賃にかかる費用相当

額） 

   ウ 対象期間 

平成３０年３月まで 

   エ 賠償金額 5 

一人当たり月額１０万円 

⒀ 以上の賠償基準等によれば，帰還困難区域，旧居住制限区域，旧避難指示解

除準備区域，旧緊急時避難準備区域及び自主的避難等対象区域に本件事故当時

に生活の本拠があった者に対する被告東電の精神的損害に対する賠償額は，お

おむね以下のとおりとなる。 10 

ア 帰還困難区域 

    平成２３年３月１１日から平成２４年５月３１日 

 一人当たり月額１０万円 

    平成２４年６月１日から平成２９年５月３１日 

     １人６００万円 15 

    中間指針第四次追補に基づく７００万円 

    合計 １４５０万円 

イ 旧居住制限区域，旧避難指示解除準備区域 

   平成２３年３月１１日から平成３０年３月３１日まで一人月額１０万  

   円 20 

   合計８５０万円 

ウ 旧緊急時避難準備区域 

   平成２３年３月１１日から平成２４年８月３１日まで月額１０万円 

   合計１８０万円 

エ 自主的避難等対象区域 25 

  平成２３年３月１１日以降本件事故発生当初の時期（平成２３年４月２
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２日頃まで）について，子供及び妊婦以外の者に対して８万円 

 平成２３年３月１１日から同年１２月３１日まで，１８歳以下であった

者及び妊婦に対して４０万円 

 平成２４年１月１日から同年８月３１日までの間に１８歳以下であっ

た期間がある者及び妊娠していた期間がある者に対して８万円  5 

第２ 避難の相当性，避難継続の相当性について 

１ 帰還困難区域 

前記認定事実によれば，被告国は平成２３年３月１１日に本件原発から半径３

㎞圏内に避難指示を出して以降，屋内退避区域及び計画的避難区域等を設定して

避難指示等を出したこと，原災本部が同年１２月２６日に「ステップ２の完了を10 

受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検

討課題について」を公表し，その中で，５年間を経過してもなお，年間積算線量

が２０ミリシーベルトを下回らないおそれのある，前記時点で年間積算線量が５

０ミリシーベルトを超える地域を帰還困難区域に設定したことが認められる。 

そうすると，帰還困難区域に居住していた者は，避難指示等により避難を余儀15 

なくされたものであるから，避難を行ったこと及び避難を継続していることにも

合理性があるといえる。 

２ 旧避難指示解除準備区域 

前記認定事実によれば，被告国は平成２３年３月１１日に本件原発から半径３

㎞圏内に避難指示を出して以降，屋内退避区域及び計画的避難区域等を設定して20 

避難指示等を出したこと，原災本部が同年１２月２６日に「ステップ２の完了を

受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検

討課題について」を公表し，その中で年間積算線量が２０ミリシーベルト以下と

なることが確実であると確認された地域を避難指示解除準備区域に設定したこ

とが認められる。そうすると，本件事故時に旧避難指示解除準備区域に居住して25 

いた者は，いずれも避難指示等により避難をしたのであるから，避難開始の相当
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性が認められる。そして，避難指示解除準備区域のうち，平成２９年４月１日ま

でに大熊町及び双葉町を除く避難指示解除準備区域の指定がいずれも解除され

たが，避難指示解除までに６年もの長期間避難をしていたことからすれば，避難

先から帰還するに当たっても，相当程度の期間を要すると解されるから，平成３

０年３月３１日までは避難の継続の相当性が認められるというべきである。 5 

３ 旧緊急時避難準備区域 

前記認定事実によれば，被告国は平成２３年３月１１日に本件原発から半径３

㎞圏内に避難指示を出して以降，屋内退避区域及び計画的避難区域等を設定して

避難指示等を出したこと，被告国は同年４月２２日，原災法２０条３項に基づき，

本件原発から半径２０㎞から３０㎞圏内の屋内退避指示を解除するとともに，原10 

災本部長である内閣総理大臣は，緊急時避難準備区域を指定したこと，同区域の

居住者等は，常に緊急時の避難のための立退き又は屋内への退避が可能な準備を

行うこと，当該区域においては引き続き自主的避難をし，特に，子供，妊婦，要

介護者，入院患者等は，当該区域内に入らないようにすること，また，保育所，

幼稚園，小中学校及び高等学校は，休所，休園又は休校とすること，しかし，勤15 

務等のやむを得ない用務等を果たすために当該区域内に入ることは妨げられな

いが，その場合においても常に避難のための立退き又は屋内への退避を自力で行

えるようにしておくことを求められたことが認められる。そうすると，本件事故

時に旧緊急時避難準備区域に居住していた者は，緊急時には立退き等を行う必要

があることを想定しながら生活をする必要があったといえる。そのような不安定20 

な状況下での生活を余儀なくされた者が，放射性物質の影響から身を守るために

避難を開始することには相当性が認められる。そして，平成２３年９月３０日に

緊急時避難準備区域の指定が解除されたことからすれば，遅くとも平成２４年８

月３１日までには帰還することが可能であったといえるから，避難継続の相当性

が認められるのは，平成２４年８月３１日までである。 25 
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４ 自主的避難等対象区域 

自主的避難等対象区域から避難した者（自主避難者）は，避難指示等によって

避難をせざるを得なかったとはいえない。しかしながら，中間指針追補において，

避難指示等対象区域の周辺地域で，①本件事故発生当初の時期に自らの置かれて

いる状況について十分な情報がない中で，本件原発の原子炉建屋において水素爆5 

発が発生したこと等から，大量の放射性物質の放出による放射線被ばくへの恐怖

や不安を抱き，その危険を回避しようと考えて避難を選択した，②本件事故発生

からしばらく経過した後，生活圏内の空間放射線量や放射線被ばくによる影響等

に関する情報がある程度入手できるようになった状況下で，放射線被ばくへの恐

怖や不安を抱き，その危険を回避しようと考えて避難を選択した場合に自主避難10 

に至った者が相当数いることが確認され，また，当該地域において自主避難をせ

ず滞在を続けている者も放射線被ばくへの不安や恐怖等を抱き続けたと考えら

れる現状を踏まえて，自主的避難等対象区域が定められ，当該区域に居住してい

た者に対する賠償が行われている。そして，自主的避難等対象区域は，本件原発

からの距離，避難指示等対象区域との近接性，政府や地方公共団体から公表され15 

た放射線量に関する情報，居住する市町村の自主的避難の状況（自主的避難者の

多寡等）等の要素を考慮して，放射線被ばくへの恐怖や不安を抱いたことには相

当の理由があり，また，その危険を回避するために自主的避難を行ったことにつ

いてやむを得ない面がある地域として定められていることからすれば（乙共２

〔３〕），当該指定は合理的であると認められる。 20 

そうすると，本件事故時に自主的避難等対象区域に居住していた者については

避難の相当性が認められる。そして，前記認定事実によれば，平成２３年４月２

２日には屋内退避が解除されるとともに，計画的避難区域及び緊急時避難準備区

域が設定され，同年８月９日には，ステップ１の終了により原子力発電所の状況

が著しく改善したことを踏まえた避難区域の見直しに関する考え方が示され，同25 

年９月３０日には緊急時避難準備区域が解除され，同年１２月１６日にはステッ
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プ２の目標達成と完了が確認され，原災本部において原子炉は安定状態を達成し，

本件事故そのものは収束に至ったことが確認され，同月２６日にはそれを受けた

警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方が示されたことが認

められる。そうすると，本件事故後，徐々に避難指示が解除され，同年１２月１

６日以降にはステップ２が完了し，本件事故が収束に向かっていることが確認で5 

きる状況にあったといえるから，その後一定程度の期間が経過した同月３１日ま

での間は避難の継続の相当性が認められるというべきである。 

５ 区域外 

当該区域から避難した者は，避難指示等によって避難せざるを得なかったもの

ではない。また，中間指針等で自主避難区域にも指定されていない。しかしなが10 

ら，本件事故当時の居住地と本件原発との距離，避難指示等対象区域との近接性，

政府や地方公共団体から公表された放射線量に関する情報，居住する市町村の自

主的避難の状況（自主的避難者の多寡等），避難時期，避難者の年齢や家族構成等

を総合的に考慮して，個別具体的事情により避難及び避難の継続に合理性が認め

られる場合には，その相当性が認められるというべきである。 15 

第３ 財産的損害（主位的主張）について 

１ 原告らは，財産的損害に関する主位的主張として，本件事故の特質からすれば，

原告らの生活が侵害された状態をありのままに損害として包括的に把握すべき

であるとして，本件における財産的損害を算定するに当たっては，可能な限り個

別的事情を捨象し，多くの被害者らに共通して生じた事情や典型的な損害を最低20 

限考慮した上で，一定の基準に基づく抽象的な計算方法を基本的に用いるべきで

あると主張する。 

２ しかしながら，原告らに生じた損害とは，本件事故がなければ存在したであろ

う状態と現在の状態との差を金銭評価したものであると解されるところ，その差

を金銭的に把握するには，原告らに生じた個別的損害項目ごとにその額を算定し25 

てこれを積算するのが，簡明かつ合理的であるというべきである。原告らは，損
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害を抽象的に算定すべきであるとして，原告らに生じた財産的損害は，一人当た

り少なくとも５００万円を下らないと主張するものの，他方で，その損害額が正

当であることを論証するため，本件において賠償されるべき財産的損害を項目立

てし，各損害項目について損害額を算定しているのであって，そうであれば，上

記のとおり，損害項目ごとに差額を算定してこれを積算するという，現在の裁判5 

実務において採用されている考え方を否定する合理的な理由はないというべき

である。 

３ これに対し，原告らは，本件事故によって原告らの生活全体が侵害されたこと

からすれば，抽象的な計算方法が相当であると主張するが，個別的損害項目を積

算する方法によっても，被害者に生じた財産的損害を適切に算定することは可能10 

であって（それでも評価し切れない無形の損害が生じたといえる場合には，慰謝

料の額において考慮されることになる。），本件事故の特殊性を理由に原告らの主

張すべき損害算定方法を採用すべきであるということはできない。また，原告ら

は，本件事故のように同一の事故によって同種の損害を受けた被害者が多数存在

する場合には，損害は抽象的に算定して均一化するのが公平であるとも主張する15 

が，本件事故についていえば，被害者に生じた損害の内容や程度は様々であるか

ら，個々の被害者の個別事情を捨象して抽象的に損害額を算定することとすれば，

かえって被害者間の公平を害することになりかねない。 

したがって，原告らの主張は独自の見解をいうもので，これを採用することは

できない。 20 

第４ 財産的損害（予備的主張）について 

１ 避難交通費 

本件事故による避難の際に要した交通費のうち，必要かつ合理的な範囲の交

通費が本件事故と相当因果関係のある避難交通費と認められる。原則として，避

難元から，避難継続の相当性が認められる期間満了時に居住している避難先ま25 

でに要する交通費（多くの原告の場合は，福島県から北海道への交通費となる。）
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は，必要かつ合理的な範囲であるとして本件事故と相当因果関係のある損害と

認められる。また，これに加えて，本件事故直後の避難に要する交通費も本件事

故と相当因果関係のある損害と認められる。 

そして，当該避難交通費の算定に当たっては，原告らが負担した実費が賠償さ

れるべきではあるが，原告らの避難は本件事故直後混乱の中行われたものも多5 

く，領収証等による立証が困難な場合が多い。また，原告らが避難をするには，

何らかの移動手段を用いて避難をし，そのために費用が発生することが明らか

であることから，領収証等による個別の立証がなくとも，避難をしたことが認め

られる場合には，その際に要した交通費のうち必要かつ合理的な範囲で，一般的

に相当と認められる額を損害と認める。 10 

その額を算定するに当たっては，被告東電が直接請求において使用している

標準交通費一覧表（自家用車，その他交通機関）（乙共８６〔１３６～１４５〕）

の額を参照することとする。その際，自家用車の場合の交通費は，自家用車１台

当たり５名まで乗車できる前提とし，５名以内で避難した場合には，複数台で避

難した場合においても，原則として自家用車１台分に相当する額を当該避難の15 

際に要する交通費として必要かつ合理的な範囲であるとして損害として認める。 

また，自家用車以外の公共交通機関で避難する場合，北海道へ避難するには飛

行機を利用することが想定されるところ，通常飛行機を利用する場合には子供

（１２歳未満）は大人料金の半額，幼児（３歳未満）で座席を使用しない場合に

は費用は発生しないから，避難時３歳以上１１歳以下の子供については大人料20 

金の半額を避難交通費と認め，避難時２歳以下の子供については避難において

費用は発生しなかったと認める。  

２ 宿泊費 

  避難に当たって宿泊費を支出した場合には，必要かつ合理的な範囲で宿泊費を

本件事故と相当因果関係のある損害と認める。そして，当該宿泊費の算定に当た25 

っては，原告らが負担した実費が賠償されるべきではあるが，原告らの避難は本
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件事故直後混乱の中行われたものも多く，原告らが負担した実費について領収証

等による立証が困難な場合が多い。一方で，有償宿泊した場合には，それに伴っ

て費用が発生することが明らかである。したがって，領収証等による個別の立証

がなくとも，避難に当たって有償宿泊をしたことが認められる場合には，一泊当

たり１万円を損害と認める。 5 

なお，子供については，大人と同程度の料金を要しない場合があり，特に２歳

以下の幼児については，宿泊に当たり個別に費用を要しないことも想定される。

そこで，避難時２歳以下であった子供については，避難の際の宿泊に当たって宿

泊費を要しなかったと認め，避難時に３歳以上１１歳以下であった子供について

は，一泊当たり５０００円を損害と認める。 10 

 ３ 転居費用・家財道具費用 

避難するに当たっては，引越業者等を利用して家財道具を運搬する費用（転居

費用）や，避難先で家財道具を購入する費用（家財道具費用）を負担する必要が

あると認められる。もっとも，転居費用については，避難時の混乱により領収証

等の証拠を有していない原告らも少なくないと考えられるし，家財道具費用につ15 

いても，原告らが避難元で有していた家財道具の評価額が上限となると考えられ

るところ，これを正確に認定することは困難である。そこで，転居費用・家財道

具費用，すなわち避難に伴って家財道具をそろえるために要した費用として，避

難した原告の数が１名の場合には１５万円，２名以上の場合は３０万円を本件事

故と相当因果関係のある損害と認める。 20 

 ４ 食費 

本件においては，避難によって食費を含む各種費用が増加することも考慮して

慰謝料の額を算定している。そのため，食費については，個別の項目として本件

事故と相当因果関係のある損害が発生したとは認定しない。 

 ５ 住居費 25 

   避難前は持ち家に居住するなどして家賃負担が無かったが，避難先で家賃を支
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払うこととなった場合については，支払った家賃のうち必要かつ相当な範囲で本

件事故と相当因果関係のある損害と認める。また，避難前賃貸住宅に居住してい

たが，避難後の住居において従来より家賃負担が大きくなった場合については，

従前の家賃との差額のうち必要かつ相当な範囲で本件事故と相当因果関係のあ

る損害と認める。 5 

 ６ 気候対応費用 

本件においては，避難によって，避難先で各種費用が増加することも考慮して

慰謝料を算定している。そのため，気候対応費用については，個別の項目として

本件事故と相当因果関係のある損害が発生したとは認定しない。 

 ７ 就労不能損害 10 

本件事故前の収入を基礎として，本件事故がなければ得られたであろう収入に

ついては，相当な範囲で本件事故と相当因果関係のある損害と認める。 

 ８ 転職費用 

避難に伴い，従前の勤務先を退職し，その後新たに就職した場合，就職活動に

当たり，面接に向かうための交通費等の一定の費用を要したといえる。そこで，15 

新たに就職するために要した費用のうち必要かつ合理的な範囲は，本件事故と相

当因果関係のある損害と認める。また，避難前は無職であったが，避難後，避難

生活に伴う生活費用の増加の負担軽減のため等で新たに就職している場合につ

いても，新たに就職するために要した費用のうち必要かつ合理的な範囲は，本件

事故と相当因果関係のある損害と認める。そして，新たに就職するために要する20 

費用の額は，就職活動期間，就職活動開始時期等の個別の事情によるものが大き

いため，必要かつ合理的な範囲として，原則として１人１万円を本件事故と相当

因果関係のある損害と認め，１万円以上の損害が生じている場合には，損害の発

生及び損害額については，領収証等の証拠から個別に認定する。 

 ９ 二重生活費用 25 

   避難前は同居をしていた世帯が，世帯内の一部の者による避難によって別居し，
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世帯が分離した場合には，水道光熱費，通信費等の生活費が避難元と避難先とで

必要となり，生活費用が増加すると考えられる。そこで，世帯が分離した場合に

は，増加した生活費用として１世帯１か月当たり２万円を損害と認める。 

なお，分離期間の算定に当たり，１か月未満の日数が生じる場合には，当該日

数が１５日以上の場合は１か月とみなすこととする。 5 

 １０ 通信費 

   原告らは，避難に伴い，避難前のコミュニティとの関係性を維持するために通

信費用が増加したと主張する。 

避難に伴い，従前同居していた家族が分離して生活をすることとなった場合，

従前は必要のなかった通話等に伴い通信費が増加することが考えられるが，この10 

点については，二重生活に伴う生活費用の増加として，二重生活費用の中で評価

済みである。そのため，別途個別の項目として本件事故と相当因果関係のある損

害が発生したとは認定しない。 

また，原告らは，分離していない家族については，避難により，避難元の近隣

に居住していた親族又は知人等との関係維持のために通信費用が増加したと主15 

張するが，本件では，そのような事情も含めて慰謝料を算定しているため，別途

個別の項目として本件事故と相当因果関係のある損害が発生したとは認定しな

い。 

 １１ 一時帰宅費用 

避難先から避難元の居住地に一時立入り又は帰省するために要した費用のう20 

ち，必要かつ合理的な範囲を本件事故と相当因果関係のある損害と認める。 

もっとも，原告らの多くは自主避難区域から避難しているところ，その場合，

避難指示等によって避難しているのではないから，一時立入り（帰宅）について

制約がない。そこで，一時帰宅の相当性が認められるのは，原則として避難者一

人当たり年４回（３か月に１回の頻度）とする。そして，一時帰宅の際に要する25 

費用としては，移動のための交通費及び一時帰宅中の宿泊費が想定されるところ，



152 

 

交通費の算定については被告東電が直接請求において使用している標準交通費

一覧表（自家用車，その他交通機関）の額を参照することとする。なお，一時帰

宅の際の移動手段が明らかでないものについては，標準交通費一覧表（その他交

通機関）を参照する。一時帰宅中の宿泊費については，宿泊費と同様の基準に基

づいて算定することとする。 5 

 １２ 面会費用 

   避難に伴い，未成年の子と親が別居し，世帯が分離して生活している場合に，

未成年の子と親の面会は，子の健やかな成長のために必要であり，また子の権利

として当然認められるべきである。そこで，避難に伴い未成年の子と親が分離し

て生活している期間中に面会するために要した費用は，必要かつ合理的な範囲で10 

本件事故と相当因果関係のある損害であると認める。その場合，子は，放射線に

よる被ばく被害を懸念して避難したことに鑑みれば，避難元に残った親が避難先

に居住している未成年の子に面会に行くことが相当であるから，その際に要した

交通費，すなわち避難元住所地から未成年の子の避難先居住地までの往復の交通

費を本件事故と相当因果関係のある損害として認める。その際の交通費について15 

は，被告東電が直接請求において使用している標準交通費一覧表（自家用車，そ

の他交通機関）の額を参照することとする。 

そして，必要かつ合理的な範囲として認められる頻度として，原則として月１

回の面会を相当と認める。また，避難している未成年の子が一時帰宅をした場合

には，通常避難先に滞在している親と面会をすると考えられることから，未成年20 

の子に一時帰宅が認められる回数分は面会がされたものとみなした上で，面会回

数として必要かつ相当な回数を算定することとする。 

 １３ 検査費用 

被ばく検査費用として原告らが実際に支出した費用を本件事故と相当因果関

係のある損害と認める。原告らが受けた検査の中には無料の検査もあったことか25 

ら，損害の発生及び損害額については，領収証等の証拠に基づいて個別に認定す
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る。 

 １４ その他 

上記損害項目以外で，個別に原告らが主張立証するその他本件事故により生じ

た支出について，個別具体的に本件事故と相当因果関係のある損害を認定する。 

第５ 精神的損害（慰謝料） 5 

１ 帰還困難区域 

本件事故当時，帰還困難区域に居住していた者は，避難を余儀なくされ，避難

元住所地で営まれていた平穏な生活を喪失し，本件事故に対する恐怖，放射性物

質による身体への影響に対する不安等を抱えたまま，長期間にわたって帰還でき

ず，避難生活の継続を余儀なくされたことからすれば，その精神的苦痛は大きい。10 

これらの事情に加えて，後記２，３のとおり，旧避難指示解除準備区域及び旧緊

急時避難準備区域に居住していた者の慰謝料との均衡も併せ考慮すると，帰還困

難区域に居住していた者の慰謝料は，１０００万円とするのが相当である。 

２ 旧避難指示解除準備区域 

本件事故当時，旧避難指示解除準備区域に居住していた者は，避難を余儀なく15 

され，避難元で営まれていた平穏な生活を喪失し，本件事故に対する恐怖，放射

性物質による身体への影響に対する不安等を抱えたまま，避難生活の継続を余儀

なくされたと認められる。そして，避難指示解除準備区域は平成２９年４月１日

までにおおむね解除されたものの，事故後６年もの長期間にわたっていたことに

鑑みれば，その精神的苦痛は，大きいといえ，旧避難指示解除準備区域に居住し20 

ていた者の慰謝料は，避難継続の相当性が認められる平成３０年３月３１日まで

月額１０万円（合計８５０万円）が相当である。 

３ 旧緊急時避難準備区域 

本件事故当時，旧緊急時避難準備区域に居住していた者は，緊急時の避難のた

めの準備を求められ，妊婦や子供は事実上立入りを制限されていたものであり，25 

そのような状況に置かれたことによる不安，放射性物質による身体への影響に対
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する不安，精神的苦痛は，帰還困難区域，居住制限区域及び避難指示解除準備区

域に準じて大きいものであったといえる。旧緊急時避難準備区域から避難した者

は，避難元で営まれていた平穏な生活を喪失し，避難生活による不便を被ってい

たといえる。そして，緊急時避難準備区域の指定は平成２３年９月３０日に解除

されたが，いまだ本件事故の収束の見通しがついていない状態にあったのであり，5 

指定解除後も上記不安，精神的苦痛は一定期間継続していたといえる。 

そうすると，旧緊急時避難準備区域に居住していた者の慰謝料は，避難継続の

相当性が認められる平成２４年８月３１日まで月額１０万円（合計１８０万円）

が相当である。 

また，避難をせず旧緊急時避難準備区域に滞在していた者についても，常に緊10 

急時の避難のための準備が求められるという緊張を強いられ，行動の自由が制限

される状態での生活が継続していたことからすれば，避難した者と同程度の精神

的苦痛を被ったと認められるから，滞在していた者の慰謝料も避難した者と同額

を認める。 

 ４ 自主的避難等対象区域 15 

本件事故当時，自主的避難等対象区域に居住していた者は，被告国の指示によ

って避難を余儀なくされたものではない。しかしながら，中間指針追補において

本件原発からの距離，避難指示等対象区域との近接性等から自主的避難等対象区

域が設定されたことからすれば，当該区域に居住していた者が本件事故に対する

恐怖，放射性物質による身体への影響に対する不安を感じたことについては，社20 

会通念上相当であるといえる。そして，そのような不安から避難した者について

は，避難生活による不便を被ったことによる精神的苦痛についても考慮される必

要がある。 

上記事情に鑑みれば，自主的避難等対象区域に居住していた者の慰謝料は，３

０万円が相当である。 25 

また，避難せずに滞在し続けた者についても，上記不安の中で生活を継続した
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ことによる精神的苦痛は避難をした者と同程度であったといえるから，避難した

者と同額の慰謝料を認める。 

 ５ 区域外 

  避難及び避難継続の相当性が認められる場合には，自主的避難等対象区域に居

住していた者に対する慰謝料額を参考に算定する。 5 

第６ 弁済の抗弁 

 被告東電は，既に原告らの一部に対して賠償しているが，それは，本件事故によ

り原告らに生じた財産的損害と精神的損害に対して支払われたものであり，当事者

の合理的意思を解釈すると，仮に特定の項目に対するものとして支払われた場合で

あっても，それは他の項目には充当しないとの趣旨で弁済されたものでない限り，10 

別の損害項目に対する弁済に充てられるものとするのが相当である。そして，本件

においては，他の項目には充当しないとの趣旨であったとはうかがわれない。 

また，被告東電が既に支払った金銭は，いずれも各原告に対して支払われたもの

であり，各原告に既払金を充当すべきであるから，世帯ごとに弁済の抗弁を主張す

る被告東電の主張は採用できない。 15 

そこで，各原告に生じた損害の総額から，被告東電が既に各原告に対して賠償し

た金額をそれぞれ控除することとする。 

そして，被告東電は，既に各原告に対し，別紙個別損害認定表の各「既払額」欄

記載のとおり賠償したと認められる（乙共３３１の１～４，弁論の全趣旨）。 

第７ 弁護士費用 20 

 上記第６のとおり認定した，各原告に生じた損害の総額から各原告に対する既払

金の額を除いた額の１割を本件事故と相当因果関係のある弁護士費用と認める。 

第８ 各原告についての認定損害額 

 各原告に対する判断は，別紙個別損害認定表のとおりである（ただし，「原告の主

張する額」欄は，原告らの主張する損害額を記載した。なお，原告らは財産的損害25 

及び精神的損害の合計額として１５００万円，弁護士費用として１５０万円を請求
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しているため，同欄のうち，「損害額合計」欄には原告一人当たりを１５００万円と

した世帯の損害額の合計額を，「弁護士費用」欄には原告一人当たりを１５０万円

とした世帯の弁護士費用の合計額を記載した。）。 

第５章 結論 

以上の次第であって，原告らの被告らに対する請求のうち，別紙認容額等一覧表5 

の「認容／棄却の別」欄に一部認容との記載がある各原告の被告らに対する請求は，

当該各原告に係る同表の「認容額」欄記載の各金員及びこれに対する平成２３年３

月１１日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の連帯支払を求める限

度で理由があり，同各原告らの被告らに対するその余の請求及び同表の「認容／棄

却の別」欄に棄却との記載がある各原告の被告らに対する請求はいずれも理由がな10 

い。 

よって，主文のとおり判決する。 

札幌地方裁判所民事第１部 

 

裁判長裁判官      武 藤 貴 明 15 
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